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第７期野田市シルバープランの策定に当たって 

 

平成12年に介護保険制度が施行されて18年が経過しました。 

この間、野田市では、３年ごとに介護保険事業計画と市の高齢者施策の全体計画で

ある老人福祉計画を一体化した野田市シルバープランを作成し、「高齢者が健康を保

ち、生きがいを持って安心して生活できるやさしいまち」を基本理念に介護サービス

の基盤整備や、高齢者の生きがいづくり、健康づくりの推進等に取り組み、高齢者福

祉全体の向上に努めてまいりました。 

平成30年度からスタートする第７期野田市シルバープラン策定に当たっては、国の

介護保険法改正の考え方に沿って、単に３年間の計画にとどまらず、団塊の世代がす

べて75歳以上になる平成37（2025）年までを見据えて、高齢者が住みなれた地域で安

心して暮らせるよう、地域包括ケアシステムのさらなる充実を目指しつつ、制度の持

続を目指した計画としております。 

その実現のため、野田市では、市民の皆さまがいつまでも元気で生活できるよう、

「介護予防10年の計」として、市民の皆さまが指導士となって地域で体操を行う「シ

ルバーリハビリ体操」、介護予防の知識の向上を目指す「のだまめ学校」や地域の交

流の場となる「えんがわ」など六つの戦略を実施していくと共に、認知症施策につい

ても、５年間で２万人の養成を目標とした認知症サポーター育成事業や認知症の方の

家族の負担を軽減することを目的としたオレンジカフェ（認知症カフェ）の開設支援

及び周知などを中心に地域包括ケアシステムの深化・推進を実施してまいります。 

なお、施設整備については、第７期計画期間の32年度に90床の整備を計画するもの

としますが、第７期期間中の特別養護老人ホームの入所待機者数の推移及び介護人材

の充足状況を見据えた上で、検討してまいります。また、在宅支援のための地域密着

型サービス施設として、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護及び定

期巡回・随時対応型訪問介護看護等の整備については、既存施設の利用状況を見据え

た上、圏域バランスを考慮し進めてまいります。 

このような計画を踏まえた第７期の介護保険料は、介護サービス利用者の増に伴う自

然増や、介護報酬の引上げに伴う増などにより5,400円を超えることが見込まれました

が、介護保険準備基金の取り崩しなどにより、第１号被保険者の介護保険料の基準月額

を5,190円としております。 

介護保険制度を持続可能なものとするために、市民の皆さまには引き続きご負担をお

かけすることになりますが、なにとぞご理解いただきますようお願い申し上げますとと

もに、これまで野田市が基本理念として進めて来た考え方をさらに発展させる計画を作

り上げていただきました関係者の皆さまに心から感謝を申し上げます。 

 
 

 
  平成30年３月 

              野田市長  鈴 木  有 
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本文中の表記について 

 

１ 用語集に掲載されている単語の表記について 

  用語集に掲載されている単語については、本文中で最初に出てくる箇所に記号「＃」

と用語集の番号を付けています。また用語集でも、その単語が最初に出てくるページを

記載しています。 

【例】 

〈本文中〉 

介護保険サービス＃13 

〈用語集〉 
用語 説明 頁 

13 

 

介護保険サービス 介護保険制度では、居宅サービス、地域密着型サービス、居宅

介護支援、施設サービス、介護予防サービス、地域密着型介護

予防サービス及び介護予防支援をいう。 

31 

 

２ 用語等の表記について 

  本計画書は、老人福祉法や介護保険法などで規定された用語を使用していますが、よ

り分かりやすくするために、用語の一部を下記のとおり置き換えて作成しております。 

 

法における用語 本文中で使用した用語 

介護支援専門員 ケアマネジャー 

介護老人福祉施設 特別養護老人ホーム 

居宅介護支援・介護予防支援 ケアマネジメント 

短期入所生活介護／短期入所療養介護 ショートステイ 

地域密着型介護老人福祉施設 小規模特別養護老人ホーム 

地域密着型通所介護 小規模デイサービス 

通所介護 デイサービス 

通所リハビリテーション デイケア 

特定非営利活動法人 ＮＰＯ法人 

認知症対応型共同生活介護 認知症グループホーム 

認知症対応型通所介護 認知症デイサービス 

訪問介護 ホームヘルプサービス 
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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

（１）高齢者をめぐる現状 

我が国では、平成12年度に介護保険制度がスタートしてから18年が経過しました。この間、

社会の状況や生活環境は大きな変化を続けています。今後、いわゆる団塊の世代＃71が後期高齢

者＃49となる平成37（2025）年には、後期高齢化率が20％を超え、医療や介護＃10を必要とする高齢

者の大幅な増加が予想されています。 

本市においても、人口減少局面を迎えています。一方で65歳以上の高齢者人口は平成27（2015）

年以降も増加を続け、総人口に占める65歳以上の高齢者の割合（以下「高齢化率＃51」という。）

は、平成26（2014）年には25.6％だったものが平成28（2016）年には28.8％と上昇し、今後も上昇

し続けることが見込まれます。 

とりわけ、平成31（2019）年までは後期高齢者（75歳以上：23,064人）が前期高齢者＃68（65～

74歳：25,133人）を下回っていますが、平成32（2020）年には後期高齢者が24,467人と前期高齢

者24,053人を上回ることになります。 

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯も増加するなど、本市の高齢化の状況は厳しさ

を増すことになります。 

以上のような我が国と本市の置かれた状況を背景に、高齢者が住み慣れた地域で穏やかに、

生き生き暮らせるように、地域全体で支え合い、社会参加や健康づくりを通じて高齢者が生き

がいを持てる環境や仕組みを目指す「地域包括ケアシステム＃77」の深化・推進に取り組むこと

が重要となります。 

 

※平成31年４月30日の翌日から新元号となる予定です。 
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（２）介護保険制度改正の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１期 

（平成12年度～） 

第２期 

（平成15年度～） 

第３期 

（平成18年度～） 

第４期 

（平成21年度～） 

第５期 

（平成24年度～） 

第６期 

（平成27年度～） 

平成12年４月 介護保険法施行 

平成17年改正（平成18年４月施行） 

○介護予防の重視（要支援者への給付を介護予防給付に。介護予防

ケアマネジメント＃44は地域包括支援センター＃78が実施。介護予防

事業＃25、包括的支援事業＃113などの地域支援事業＃76の実施） 

○施設給付の見直し（食費・居住費を保険給付の対象外に。所得の

低い方への補足給付） 

○地域密着型サービスの創設、介護サービス情報の公表、負担能力

にきめ細かく反映した第１号保険料の設定。など 

平成20年改正（平成21年５月施行） 

○介護サービス事業者の法令順守等の業務管理体制の整備。 

休止・廃止の事前届出制。休止・廃止時のサービス確保の義務化。

など 

平成23年改正（平成24年４月施行） 

○地域包括ケアの推進。24時間対応の定期巡回・随時対応型訪問介

護看護＃84や複合型サービスの創設。介護予防・日常生活支援総合

事業＃27の創設。介護療養病床の廃止期限の猶予。 

○介護職員による痰の吸引等。有料老人ホーム＃127等における前払金

の返還に関する利用者保護。 

○介護保険事業計画＃21と医療サービス、住まいに関する計画と調和。

各都道府県の財政安定化基金の取り崩し。など 

平成26年改正（平成27年４月以降） 

○持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する

法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構

築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療

法、介護保険法等の関係法律についての所要の整備。 

○平成26年６月地域医療・介護総合確保推進法成立。 

第７期 

（平成30年度～） 

平成29年改正（平成30年４月以降施行予定） 

○第７期は、高齢者だけではなく、家族や事業者・従事者への配慮

等を考慮した制度改正が行われ、「支援活動の具体化・活動の推

進」に向けた取組を本格化させる。 

≪制度改正の要点≫ 

●家族介護者＃17の負担軽減、介護離職者の抑制 

●介護人材の確保、サービス供給の拡大 

●軽度認定者の利用可能サービスを再検討 など 
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（３）介護保険法の改正について 

 

 

自立支援・重度化防止に向けた保険者＃121機能の強化等の取組の推進 

（介護保険法） 

全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みを制度

化 

①国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護

予防＃23・重度化防止等の取組内容と目標を記載 

②都道府県による市町村に対する支援事業の創設、財政的インセンティブの付与の規定

の整備 

③地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務付け等） 

④居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させ

る観点からの指定拒否の仕組み等の導入） 

⑤認知症＃96施策の推進（新オレンジプラン＃64の基本的な考え方（普及・啓発等の関連

施策の総合的な推進）を制度上明確化） 

 

【自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進の概要】 
 

 

 

  

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

取組内容・

目標の計画

への記載

データに

基づく地

域課題の

分析

保険者機能の発揮・向上

（取組内容）

●リハビリ職等と連携

して効果的な介護予

防を実施

●保険者が多職種が参

加する地域ケア会議

を活用しケアマネジ

メントを支援 等

都道府県が研修等通じ

て市町村を支援

適切な指標に

よる実績評価

●要介護状態

の維持・改

善度合い

●地域ケア会

議の開催状

況 等

財政的インセン

ティブの付与

●結果の公表

●財政的インセ

ンティブ付与
【アウトカム指標】
【アウトプット指標】

保険者機能の強化

【アウトカム指標】

要介護状態等の維持・改善の度合い、健康な高

齢者増加 等

【アウトプット指標】

地域分析の実施状況、地域ケア会議の実施状況、

生活支援コーディネーターの活動状況、地域包

括支援センターにおけるケアマネジメント支援等
の実施状況、介護予防の取り組みの状況等

国による

支援

都道府県による

保険者支援機能の強化
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医療・介護の連携の推進等 

（介護保険法、医療法） 

①介護医療院＃11の創設 

現行の介護療養型医療施設（介護療養病床）＃28を廃止し、「日常的な医学管理」や

「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新た

な介護保険施設＃22として介護医療院を創設 

※現行の介護療養病床の経過措置期間は、６年間延長。病院又は診療所から新施設

に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の名称を引き続き使用できる。 

②都道府県による保険者支援 

医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他

の支援の規定を整備 

地域共生社会＃74の実現に向けた取組の推進等 

（社会福祉法、介護保険法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律、児童福祉法） 

①地域課題の解決力の強化 

市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり、福祉分野の共

通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

②共生型サービス＃38の位置付け 

高齢者と障がい児・者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障

がい福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける。 

③有料老人ホームの入居者保護 

有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設・前払金の保

全措置の義務の対象拡大等） 

④介護保険適用除外施設の住所地特例＃59の見直し 

障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害

者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。） 
 

 

 

①利用者負担３割の導入 

平成27年８月１日より利用者の２割負担が導入され、その中で特に所得の高い層の負

担割合が平成30年８月１日より３割となります。 

年金収入等 負担割合 

340万円以上 ２割⇒３割 

280万円以上 ２割 

280万円未満 １割 

 

２ 介護保険制度の持続可能性の確保 
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３割負担…「合計所得金額※が220万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額」

が、同一世帯の第１号被保険者＃69の人数が単身の場合は340万円以上、

複数世帯の場合は463万円以上 

２割負担…「合計所得金額※が160万円以上220万円未満」かつ「年金収入＋その他合

計所得金額」が、同一世帯の第１号被保険者の人数が単身の場合は280

万円以上340万円未満、複数世帯の場合は346万円以上463万円未満 

１割負担… 上記以外 

※合計所得金額：収入から公的年金等控除・給与所得控除・必要経費を控除した後

で、基礎控除・人的控除などの控除をする前の所得金額のこと 

②介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法）（平成29年８月分の介護納付金から適

用） 

各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料＃122）について、被用者保険

間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。 

※①、②以外は平成30年４月１日施行 
 

（４）第７期介護保険事業計画に関する基本指針について 

基本指針とは 

介護保険法において、厚生労働大臣は、「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を

確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）を定めることとされていま

す。 

また、都道府県及び市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする都道府県介護保険

事業支援計画及び市町村介護保険事業計画を定めることとされており、基本指針は計画作

成上のガイドラインの役割を果たしています。 

 

基本指針の構成 

第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項 

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項 

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項 

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項 

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項 
 

第７期基本指針のポイント 

①高齢者の自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化の推進 

全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、「データ

に基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業計画への記載）」、「適切
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な指標による実績評価」、「インセンティブの付与」（【自立支援・重度化防止に向

けた保険者機能の強化等の取組の推進の概要】参照）が法律により制度化されまし

た。 

②「我が事・丸ごと」の地域共生社会の推進 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」・「受け手」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人・人と資源が世代や分野を

超えて『丸ごと』つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい・地域をともに

つくっていく、「我が事・丸ごと」の地域共生社会づくりを推進します。 

③平成30年度から同時スタートとなる医療計画等との整合性の確保 

平成30年度以降は、県が作成する医療計画と、介護保険事業（支援）計画の作成・見

直しのサイクルが一致することとなるため（医療計画は６年計画で、中間の３年で中

間見直しを行う。介護保険事業（支援）計画は３年計画）、両者が一体となって地域

包括ケアシステムを構築していく必要があります。よって、高度急性期、急性期、回

復期から慢性期まで一連のサービス提供体制の一体的な確保を図るために、医療計画

と介護保険事業計画の整合性の確保が重要となります。 

④介護を行う家族への支援や虐待防止対策の推進 

介護を行う家族の負担を社会全体で支え合う仕組みを促進することと、近年増加傾向

にある高齢者虐待＃52に対応するため、特に認知症の人を介護している家族等に対する

相談・支援体制の強化や、家族・要介護施設従事者等に対する高齢者虐待防止対策の

取組を強化します。 

⑤「介護離職ゼロ」に向けた、介護をしながら仕事を続けることができるようなサービ

ス基盤の整備 

介護離職防止の観点から、働きながら介護に取り組む家族や今後の仕事と介護の両立

に不安を持つ就業者の実情を把握します。生活支援サービスや介護予防事業の充実等

の取組、介護離職の防止を含む家族等への支援の観点を踏まえた介護サービスの在り

方等の取組を市町村介護保険事業計画に定めるとともに、それらの取組を勘案して要

介護者等の数やサービス量の見込みを定めます。 

⑥平成37（2025）年を見据えた第７期計画の作成 

いわゆる団塊世代が75歳以上となる平成37（2025）年の介護需要、サービス種類ごと

の量の見込みやそのために必要な保険料水準を推計し、関係者との議論の結果、第７

期から第９期における段階的な充実の方針と第７期における位置付けを明らかにし

て、具体的な取組内容やその目標を計画に位置付けます。 
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２ 計画の法的位置付け 

○本計画は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に規定する「市町村老人福祉計画＃138」

及び介護保険法（平成９年法律第123号）第117条に規定する「市町村介護保険事業計画」を、一

体として策定することが義務付けられているため、野田市では、「野田市シルバープラン」とし

て策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市町村老人福祉計画） 

老人福祉法第20条の８ 市町村は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第５項の基本

構想に即して、この法律に基づく福祉の措置の実施に関する計画（以下「市町村老人福祉計

画」という。）を定めるものとする。 

（市町村介護保険事業計画） 

介護保険法第117条 市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介護

保険事業に係る保険給付＃120の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」と

いう。）を定めるものとする。 

６ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第20条の８第１項に規定する市町村 

老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第107条に規定する市町村地域福祉計 

画その他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居 

住に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

  

全て 

全て 

1

老人福祉計画
すべての高齢者を対象とした福祉事業全般に関する総合計画
○すべての高齢者に係る福祉事業の政策目標等
○高齢者全体の実態及び需要の現状把握
○介護保険給付対象外サービス供給体制の確立
○サービス対象者の把握、サービス提供の方策

【根拠法令】老人福祉法第20条の８

野田市シルバープラン

一
体
的
に
策
定

介護保険事業計画
要介護・要支援高齢者(保険給付)及び要介護・要支援となる
おそれの高い高齢者(地域支援事業)を対象とした介護サービス
等の基盤整備に関する実施計画

○介護保険給付対象者及び地域支援事業対象者の個別需
要及び現状把握

○介護保険給付対象サービス及び地域支援事業の供給体制
の確立
●サービス見込み量の算出とその確保に向けての整備方策等
●サービスの円滑な提供のための事業
○事業費の見込みに関する事項

【根拠法令】介護保険法第117条
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○本計画は「総合計画」を最上位計画とし、福祉施策に係る総合計画となる「野田市地域

福祉計画」を本計画の上位計画に位置付けるとともに「野田市障がい者基本計画」、「野

田市健康づくり推進計画21」等の既存の福祉関係計画との整合性にも十分配慮するもの

とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

野田市総合計画 

【
県
の
関
連
計
画
】 

千
葉
県
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

千
葉
県
保
健
医
療
計
画 

野
田
市
シ
ル
バ
ー
プ
ラ
ン 

野
田
市
障
が
い
者
基
本
計
画 

野
田
市
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン 

野田市都市計画マスタープラン 

野田市男女共同参画計画 

野田市健康づくり推進計画21 

野田市食育推進計画 

野田市歯科口腔保健計画 

社会福祉協議会＃56「地域福祉活動計画」 

野田市地域福祉計画 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、平成30年度から平成32年度までの３年間とし、老人福祉計画（高齢者福祉計

画）と介護保険事業計画を一体として策定します。 

また、国が示す基本指針においては、第６期介護保険事業計画以後の計画は、団塊の世代が75

歳以上となる平成37（2025）年に向け、地域包括ケア実現のための方向性を承継しつつ、在宅医

療介護連携等の取組を推進していくものとされています。そのため、本計画では、平成37（2025）

年までの中長期的な視野に立ったサービス等の推計や施策の位置付けが必要となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成37（2025）年度までの見通し：地域包括ケア計画

団塊世代が65歳に

平成37（2025）年度平成27（2015）年度

第７期計画

平成30
（2018）年度

～ 平成32
（2020）年度

第6期計画
平成27

（2015）年度
～平成29

（2017）年度

団塊世代が75歳に

平成30（2018）年度

第8期計画
平成33

（2021）年度
～平成35

（2023）年度

第9期計画
平成36

（2024）年度
～平成38

（2026）年度
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４ 計画の策定体制 

（１）野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会 

第７期野田市シルバープランを策定するに当たり、市民の意見や提言等を反映させた内容とす

るため、これまでの計画（第１期から第６期まで）と同様、計画の基本的な考え方や内容等につ

いて「野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会」において審議・検討しました。 

 

  野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会 

回数 開催日 開催場所 審議内容等 

１ 平成29年 

８月23日（水） 

市役所 ○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の策定について（諮問） 

①介護保険法の改正について 

②第７期介護保険事業計画に関する基本指

針について 

③地域包括ケア「見える化」システムについ

て 

④各種調査について 

２ 平成29年 

10月12日（木） 

市役所 ○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の策定について 

①各種調査等について 

②課題の抽出について 

③施策の方向性について 

３ 平成29年 

12月５日（火） 

保健センター ○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の策定について 

①第７期野田市シルバープランにおける基礎的

数値について 

②介護予防・生活支援サービスの多様なサービス

の導入について 

③第７期野田市シルバープラン（素案）について 

４ 平成30年 

１月24日（水） 

市役所 ○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の策定について 

①介護保険料の設定について 

②パブリック・コメント手続の結果について 

５ 平成30年 

２月14日（水） 

市役所 ○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の答申の確認について 

○第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画の策定について（答申） 

 



13  

（２）住民意見の反映 

介護保険法では、「市町村は介護保険事業計画を策定する場合、あらかじめ被保険者＃109の意見

等を反映するための必要な措置を講じること」とされています。 

野田市では、被保険者代表として自治会連合会やいきいきクラブ連合会の代表者及び公募市民

を野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会委員に選任するなど、市民の参加を得

ながら、第７期野田市シルバープランを策定しました。 

さらに、より多くの意見を第７期野田市シルバープランに反映させるため、各種調査の実施や

「第７期野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画（野田市シルバープラン）（素案）」につい

て、パブリック・コメント手続を実施し、幅広く市民からの意見も取り入れました。 

 

 

 

 



  

  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 章 
 

高齢者等の現状等と課題 
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第２章 高齢者等の現状等と課題 

１ 高齢者の現状 

（１）総人口と高齢者人口の推移 

野田市の総人口は、平成24年度には156,725人でしたが、平成28年度には154,772人と

なっており、４年間に1,953人減少しています。 

一方、高齢者人口は、38,150人から44,565人となっており、6,415人増加して、高齢化率

は24.3％から28.8％と4.5ポイント上昇しています。 

また、世帯数については、63,322世帯から66,237世帯になり、2,915世帯増加していま

す。 

 
◆総人口、世帯数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人・世帯） 

区 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

総人口 156,725  156,124  155,610  155,134  154,772  155,478 

高齢者人口（65歳以上） 38,150  40,002  41,882  43,354  44,565  46,202 

高齢化率 24.3% 25.6% 26.9% 27.9% 28.8% 29.7% 

世帯数 63,322  63,956  64,609  65,405  66,237  66,875  

※各年度３月31日（住民基本台帳）の数値、平成29年度は推計値  

（人） （世帯） 

38,150 40,002 41,882 43,354 44,565 46,202 

156,725 156,124 155,610 155,134 154,772
155,478
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野田市の高齢化率は千葉県の平均より高く、平成25年度からは全国の平均も超えていま

す。 

 
◆高齢化率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

野田市 24.3% 25.6% 26.9% 27.9% 28.8% 29.7% 

千葉県 23.2% 24.2% 25.2% 26.2% 26.7% 27.2% 

全国 24.4% 25.2% 26.0% 26.8% 27.2% 27.7% 

※野田市は、各年度３月31日（住民基本台帳）の数値、平成29年度は推計値 

千葉県・全国は地域包括ケア「見える化」システムによる 

 

  

24.3%

25.6%

26.9%

27.9%

28.8%

29.7%

23.2%

24.2%

25.2%

26.2%
26.7%

27.2%

24.4% 25.2%

26.0%

26.8%

27.2%
27.7%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

野田市 千葉県 全国
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（２）高齢者等の年齢構成 

年齢構成の推移を見ると、平成24年度以降も65歳以上の人口構成比率（高齢化率）は年々

増加し、平成28年度には28.8％まで増加しています。 

一方で、40～64歳と０～39歳の人口構成比率は年々減少しており、65歳以上の人口構成比

率との差が小さくなってきています。 
 

◆高齢者等の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（単位：人） 

区 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

高齢者人口（65歳以上） 38,150 40,002 41,882 43,354 44,565 46,202 

高齢化率 24.3% 25.6% 26.9% 27.9% 28.8% 29.7% 

 65～74歳 22,614 23,938 25,080 25,623 25,694 25,295 

 構成比率 14.4% 15.3% 16.1% 16.5% 16.6% 16.3% 

 75歳以上 15,536 16,064 16,802 17,731 18,871 20,907 

 構成比率 9.9% 10.3% 10.8% 11.4% 12.2% 13.4% 

40～64歳 53,502 52,871 52,180 51,670 51,330 51,207 

 構成比率 34.1% 33.9% 33.5% 33.3% 33.2% 32.9% 

0～39歳 65,073 63,251 61,548 60,110 58,877 58,069 

 構成比率 41.5% 40.5% 39.6% 38.7% 38.0% 37.3% 

総 人 口 156,725 156,124 155,610 155,134 154,772 155,478 

※各年度３月31日（住民基本台帳）の数値、平成29年度は推計値 

  

24.3%
25.6%

26.9% 27.9% 28.8%

29.7%
34.1% 33.9% 33.5% 33.3% 33.2%

32.9%

41.5% 40.5% 39.6% 38.7% 38.0%

37.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

65歳以上 40～64歳 0～39歳
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（３）第１号被保険者の要介護認定・要支援認定者数等の推移 

平成24年度から平成28年度までの第１号被保険者数の伸びが6,440人（16.9％）の増加と

なっています。要介護認定・要支援認定者＃130（以下「要介護等認定者」という。）数は1,176

人（21.5％）増加していることから、介護保険制度の利用が一層進んでいることが分かりま

す。 
 

◆第１号被保険者の要介護等認定者数等の推移 

 

  
 

（単位：人） 

区分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

第１号被保険者要介護等認定者数 5,467  5,824  6,199  6,384  6,643  7,168 

第１号被保険者認定率 14.4% 14.6% 14.8% 14.7% 14.9% 15.5% 

第１号被保険者数（65歳以上） 38,068  39,937  41,823  43,313  44,508  46,202  

※平成24年度から27年度までは厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、平成28年度は「介護保険事業状

況報告」３月月報、平成29年度は「介護保険事業状況報告」９月月報 

  

5,467 5,824 6,199 6,348 6,643 7,168
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（４）要介護度別要介護等認定者数の推移 

要介護等認定者数の伸びを平成24年度と平成28年度で比較すると、1,070人（18.8％）の

増加となっています。中でも要介護２の方が268人（27.5％）の増加と伸びが大きくなって

いることが分かります。 
 

◆要介護度別要介護等認定者数の推移 

 

 
 

 

 
（単位：人） 

区分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

要支援１ 571  587  594  627  692  793  

要支援２ 906  995  1,094  1,111  1,124  1,237 

小計（要支援） 1,477  1,582  1,688  1,738  1,816  2,030 

要介護１ 1,013  1,069  1,209  1,272  1,290  1,322 

要介護２ 976  1,045  1,166  1,220  1,244  1,363 

要介護３ 990  1,032  969  928  1,003  1,030 

要介護４ 629  661  709  727  764  780 

要介護５ 593  648  671  674  631  643 

小計（要介護） 4,201  4,455  4,724  4,821  4,932  5,138 

合計（要支援+要介護） 5,678  6,037  6,412  6,559  6,748  7,168 

※第２号被保険者＃70（40から64歳）を含むため第１号被保険者要介護等認定者数とは数値が異なります。 

※平成24年度から27年度までは厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、平成28年度は「介護保険事業状

況報告」３月月報、平成29年度は「介護保険事業状況報告」９月月報 

要支援1
571 587 594 627 692 793

要支援2
906 995 1,094 1,111 1,124

1,237

要介護1
1,013 1,069

1,209 1,272 1,290
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1,363要介護3 990
1,032
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1,003

1,030
要介護4
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（５）居宅・地域密着型・施設サービス利用者数の推移 

平成24年度と平成28年度のサービス利用者数を比較すると、居宅サービス利用者数は386

人（12.6％）の増加、地域密着型サービス＃80利用者数は334人（168.7％）の増加となってお

り、地域密着型サービス利用者数の増加は定員18人以下の通所介護＃82事業所が平成28年度よ

り地域密着型通所介護（小規模デイサービス）＃81に移行されたためと推察されます。施設サー

ビス利用者数は197人（20.0％）の増加となっています。 

 

◆居宅・地域密着型・施設サービス利用者数の推移 

 

 
（単位：人） 

区分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

居宅サービス利用者数 3,059 3,315 3,549 3,689 3,445 3,569 

地域密着型サービス利用者数 198 208 179 149 532 562 

施設サービス利用者数 984 1,033 1,073 1,094 1,181 1,222 

※平成24年度から27年度まで厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、平成28年度は「介護保険事業状況

報告」３月月報、平成29年度は「介護保険事業状況報告」９月月報 
  

3,059

3,315
3,549 3,689

3,445
3,569

198 208 179 149
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984 1,033 1,073 1,094 1,181 1,222
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居宅サービス利用者数 地域密着型サービス利用者数 施設サービス利用者数
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（６）介護保険給付費の推移 

平成24年度と平成28年度の介護保険給付費（以下「給付費」という。）を比較すると、

1,399,344千円（19.8％）の増加となっており、給付費は大きく伸びています。 

また、各サービス別に見ると居宅サービス給付費は490,413千円（13.3％）の増加、地域密

着型サービス給付費は、平成28年度から18人以下の定員の通所介護サービス事業所は地域密

着型サービスへと移行したため312,861千円（63.6％）の増加となっています。施設サービ

ス給付費は596,070千円（20.8％）の増加となっています。 

認定率＃104の増加に伴いサービス給付費も増えていますが、特に施設サービス給付費は大

きく伸びています。 
 

◆サービス別給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円・人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※平成24年度から27年度まで厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

平成28年度及び29年度は地域包括ケア「見える化」システムから算出された見込値  

（千円） 
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3,691,267 4,022,396 4,298,244 4,608,243 
4,181,680 4,297,633 

地域密着型

サービス
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3,307,800 3,465,156 
3,663,626 
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給付費 3,691,267 4,022,396 4,298,244 4,608,243 4,181,680 4,297,633

利用者数 3,059 3,315 3,549 3,689 3,445 3,541

給付費 491,893 517,875 328,476 445,687 804,754 850,896

利用者数 198 208 179 149 532 563

給付費 2,869,086 3,118,236 3,093,552 3,307,800 3,465,156 3,663,626

利用者数 984 1,033 1,073 1,094 1,181 1,193

7,052,246 7,658,507 7,720,272 8,361,729 8,451,590 8,812,155

居
宅
サ
ー

ビ
ス

地
域
密
着

型

サ
ー

ビ
ス

施
設
サ
ー

ビ

ス

区分

3,071

介護保険給付費合計
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給付費

2,916 3,019 2,883 3,024 2,934

1,214

一人当たり
給付費

2,484 2,490 1,835 2,991 1,513 1,511

一人当たり
給付費

1,207 1,213 1,211 1,249 1,214
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２ 将来人口等の推計 

（１）将来人口の推計 

野田市シルバープランの推計人口は、同年又は同時期に出生した集団についての変化を推

計するコーホート要因法＃50を用いて推計した総合計画の推計値を参考に算出しています。 

 

◆将来人口推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （単位：人） 

※各年度３月31日現在の推計値  

155,478 

（人） 

46,202 47,202 48,197 48,520 49,676 

29.7% 30.4% 31.1% 31.3% 32.4%
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180,000

29年度 30年度 31年度 32年度 37年度

高齢者人口 総人口 高齢化率

155,310 155,141 154,850 153,334155,478 

29年度 30年度 31年度 32年度 37年度
46,202 47,202 48,197 48,520 49,676

29.7% 30.4% 31.1% 31.3% 32.4%

65～74歳 25,295 25,215 25,133 24,053 19,722
構成比率 16.3% 16.2% 16.2% 15.5% 12.9%
75歳以上 20,907 21,987 23,064 24,467 29,954
構成比率 13.4% 14.2% 14.9% 15.8% 19.5%

51,207 51,082 50,957 51,141 51,750
構成比率 32.9% 32.9% 32.8% 33.0% 33.7%

58,069 57,026 55,987 55,189 51,908
構成比率 37.3% 36.7% 36.1% 35.6% 33.9%

155,478 155,310 155,141 154,850 153,334

区　分
高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

40～64歳

0～39歳

総　人　口
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（２）要介護等認定者数の推計 

居宅サービス及び施設サービスの対象となる要介護等認定者数の推計については平成27

年度から29年度までの要介護等認定者数の伸び率を基に、人口推計と掛け合わせて算出しま

した。 
 

◆要介護等認定者数の推計 

 

 
  （単位：人） 

区分 29年度 30年度 31年度 32年度 37年度 

要支援１ 793 882 984 1,090 1,350 

要支援２ 1,237 1,342 1,453 1,572 1,923 

小計（要支援） 2,030 2,224 2,437 2,662 3,273 

要介護１ 1,322 1,426 1,535 1,654 2,008 

要介護２ 1,363 1,485 1,613 1,749 2,126 

要介護３ 1,030 1,098 1,163 1,234 1,480 

要介護４ 780 850 928 1,014 1,240 

要介護５ 643 684 719 764 904 

小計（要介護） 5,138 5,543 5,958 6,415 7,758 

合計（要支援+要介護） 7,168 7,767 8,395 9,077 11,031 

※平成29年度は「介護保険事業状況報告」９月月報、平成30年度以降は推計値  
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（３）日常生活圏域の設定及び状況 

急速な高齢化の進行に対応し、地域住民が住み慣れた地域でいつまでも安心して生活し続

けるためには、保健・福祉や医療関連施設だけではなく、住まいやその他の公共施設などの

地域資源をつなぐ人的なネットワークを活用し、互いに連携することが重要です。 

そこで、第３期野田市シルバープランから地理的条件や人口、交通事情などの社会的条件

や介護サービスの整備状況などを総合的に考慮し、市内を四つに区分した「日常生活圏域＃92」

を定め、介護予防事業や施設整備を推進しています。 
 

①設定の基本的な考え方 

日常生活圏域は、人口や面積だけでなく、保健・福祉及び医療関連施設や公共施設、交通

事情、さらに、それら地域資源をつなぐ人的なネットワークの存在も重要であるとともに、

次の事項も大きな要素と考えて設定しました。 

（ア）地域住民に広く周知できるものであること 

（イ）できるだけ地域活動と同じ単位であること 

（ウ）設定の考え方が地域住民にとって容易に理解できること 
 

②地域福祉計画との整合 

日常生活圏域を設定するに当たっては、地域単位の考え方は本計画の上位計画である地域

福祉計画で設定している「従来から住民参加で福祉活動の実績があり、地域福祉の中心的推

進役である地区社会福祉協議会の活動区域を一つの単位として捉える」と整合することを前

提に検討しました。 

 

◆地区社会福祉協議会活動区域 

日常生活圏域 活 動 区 域 

中央・東部地区 

上花輪地区社協、清水地区社協、中根地区社協、太子堂地区社協、 

中野台地区社協、中央地区社協、上町地区社協、東部地区社協、 

宮崎・柳沢地区社協 

南部・福田地区 
南部中央地区社協、南部南地区社協、南部北地区社協、 

南部東地区社協、南部第２地区社協、福田地区社協 

北部・川間地区 川間地区社協、北部地区社協、七光台地区社協、西部地区社協 

関宿地域 関宿地区社協、二川地区社協、木間ケ瀬地区社協 
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③四つの日常生活圏域 

以上のことから、現在、行政においても呼称として利用している７地区（中央地区、東

部地区、南部地区、福田地区、北部地区、川間地区及び関宿地域）を基準として、四つの

日常生活圏域を設定しました。 

 

◆日常生活圏域の人口及び高齢化率（平成29年３月31日現在）          （単位：人） 

日常生活圏域 地区 
地区人口 

（高齢者人口） 

圏域人口 

（高齢者人口） 

地区 

高齢化率 

圏域 

高齢化率 

中央・東部地区 

中央地区 
27,315 

(7,873) 46,168 

（13,901） 

28.8% 

30.1% 

東部地区 
18,853 

(6,028) 
32.0% 

南部・福田地区 

南部地区 
33,781 

(8,020) 43,261 

（11,533） 

23.7% 

26.7% 

福田地区 
9,480 

(3,513) 
37.1% 

北部・川間地区 

北部地区 
25,157 

(6,666) 38,512 

（10,665） 

26.5% 

27.7% 

川間地区 
13,355 

(3,999) 
29.9% 

関宿地域 
26,831 

（8,466) 
31.6% 

合  計 
154,772 

(44,565） 
28.8% 
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（ア）中央・東部地区 

中央地区の人口は横ばいであり、高齢化率は28.8％（平成29年３月31日現在：以下同じ。）

で全体の中で３番目に低い地区となっています。 

一方、東部地区は、人口が減少傾向にあり、高齢化率は32.0％で２番目に高い地区となっ

ています。 

地区内には、介護保険施設等が集中しており、広域型施設として特別養護老人ホームが６

か所、介護老人保健施設＃30、養護老人ホーム＃132（複合老人ホーム）及び特定施設＃86が１か

所ずつ整備されています。 

また、地域密着型サービスとして認知症グループホームが３か所、小規模特別養護老人

ホーム及び認知症デイサービスが１か所ずつ整備されています。 

◆平成32年度における推計認定者数 （単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合 計 

340 490 516 545 386 316 238 2,831 

 

（イ）南部・福田地区 

南部地区は、人口が増加している地域で、高齢化率は23.7％で最も低い地区となっていま

す。 

一方、福田地区の人口は減少傾向にあり、高齢化率は37.1％で最も高い地区となっていま

す。 

介護保険施設等の整備状況は、広域型施設として特別養護老人ホームが２か所、介護老人

保健施設、介護療養型医療施設、ケアハウス＃42及び特定施設がそれぞれ１か所ずつ整備され

ています。 

また、地域密着型サービスとして認知症グループホームが２か所、認知症デイサービスが

１か所、小規模多機能型居宅介護＃61が１か所整備されています。 

◆平成32年度における推計認定者数 （単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合 計 

282 407 428 453 319 262 198 2,349 
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（ウ）北部・川間地区 

北部地区は、人口が増加している地域で、高齢化率は26.5％で南部地区に次いで２番目

に低くなっており、介護保険施設が唯一整備されていない地区です。 

一方、川間地区も人口が減少傾向にあり、高齢化率は29.9％で全体の高齢化率を上回っ

ています。 

介護保険施設等の整備状況は、広域型施設として特別養護老人ホームが１か所、介護老

人保健施設が１か所整備されています。 

また、地域密着型サービスとして認知症グループホームが１か所整備されています。 

◆平成32年度における推計認定者数 （単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合 計 

261 376 396 419 295 243 183 2,173 

 

（エ）関宿地域 

関宿地域の人口は減少しており、高齢化率は31.6％で市全体の高齢化率より上回ってい

る状況です。 

介護保険施設等の整備状況は、広域型施設として特別養護老人ホーム、介護老人保健施

設及びケアハウスが１か所ずつ整備されています。 

また、地域密着型サービスとして認知症グループホームが１か所及び看護小規模多機能

型居宅介護＃32が１か所整備されています。 

◆平成32年度における推計認定者数 （単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合 計 

207 299 314 332 234 193 145 1,724 
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◆日常生活圏域の区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

※人口は平成29年3月31日現在 

 
◆東部地区 

圏 域 人 口   18,853人 

高齢者人口      6,028人 

東部地区地域包括支援

センター（市役所内） 

◆南部・福田地区 

圏 域 人 口  43,261人 

高齢者人口     11,533人 

南部・福田地区地域包

括支援センター（特別養

護老人ホーム椿寿の里

内） 

 

◆北部・川間地区 

圏 域 人 口  38,512人 

高齢者人口   10,665人 

北部・川間地区地域包

括支援センター（特別養

護老人ホーム松葉園

内） 

 

◆関宿地域 

圏 域 人 口  26,831人 

高齢者人口   8,466人 

関宿地区地域包括支援

センター（特別養護老人

ホーム関宿ナーシング

ビレッジ内） 

 
◆中央地区 

圏 域 人 口   27,315人 

高齢者人口    7 ,873人 

中央地区地域包括支援

センター（特別養護老人

ホームふれあいの里内） 

 



31 

３ 課題について 

（１）各種調査等について 

本計画の策定に当たり、市民の生活実態や意向（ニーズ）、介護保険サービス＃13の利用状

況などを把握することを目的として平成29年８月に以下のとおり各種調査を実施しました。 

本調査は、野田市にお住まいの第１号被保険者、要介護・要支援認定者、介護サービス事

業所及び介護サービス事業所職員の方を対象として実施しました。 
 

調査の種類 対 象 者 配布数 

１ 
介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査 

自立 

要支援者 

（日常生活圏域ごとに250人を抽出） 
1,000 

２ 

在宅介護実態調査 

要支援者 

要介護者 

 特養申込者、施設入所者を除く 

 日常生活圏域ごとに250人を抽出 

1,000 

1,223 

 特別養護老人ホーム 

入居希望者調査 

特別養護老人ホーム申込者 

（全数調査） 
223 

３ 施設サービス利用者調査 介護保険施設の入所者 300 

４ 介護サービス事業所調査 介護サービス事業所 180 

５ 介護サービス事業所職員調査 介護サービス事業所職員 1,000 

※ 調査１から３まで対象者が重複しないように抽出しました。 

 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、厚生労働省が公表した調査票案に基づき、全国一

律の内容で実施された調査です。野田市では、厚生労働省の調査項目に市独自の調査項目を

加え調査を実施しました。 

日常生活圏域ごとの高齢者（自立及び要支援者）の生活状況等を把握し、第７期野田市シ

ルバープランの市民の意見として参考にできるほか、全国統一の資料として利用します。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からは、全体的な傾向として「元気な高齢者が多いま

ち」といえる結果となっています。現状では自立している高齢者が多く、地域としてのセー

フティーネットの喫緊性は高くはありませんが、平成37（2025）年を見据えた場合、全国的

な傾向と同様となることが推測できます。 

 

今回の調査から、 

（ア）後期高齢者の現状把握とその状況に合わせたサービスの提供 

（イ）運動・食事・日常生活で問題がある方の補足と状況に合わせたサービス提供 

（ウ）前期高齢者夫婦への健康寿命＃46延伸対策 

（エ）前期高齢者向け雇用とボランティア等参加機会の拡大 
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（オ）地域での活動と場の創出 など 

世代・世帯、健康・生活状況、地域での参加意向等を把握した上で、ターゲットを明確

にした具体的な取組が求められると考えられます。 

 

【調査項目の概要】 

●ご本人のご家族や生活状況について、●からだを動かすことについて、●食べることにつ

いて、●毎日の生活について、●地域での活動について、●たすけあいについて、●健康に

ついて、●介護予防について、●介護保険制度について 

 

【特徴的な調査結果】 

◎家族構成は、「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」の割合が43.7％と最も高く、次いで

「息子・娘との２世帯」（24.2％）、「その他」（13.9％）、「ひとり暮らし」が11.3％と

なっています。（問１（1）） 
 

◎介護・介助が必要になった原因は、「高齢による衰弱」が33.3％と最も多く、次いで「糖

尿病」（15.3％）、「心臓病」「関節の病気（リウマチ等）」（各13.9％）、「脳卒中（脳

出血・脳梗塞等）」「視覚・聴覚障がい」（各12.5％）、「認知症（アルツハイマー病等)」

（11.1％）の順となっています。（問１（3）-①） 

主な介護者は、「配偶者」の割合が33.3％と最も高く、次いで「息子」（19.4％）、「娘」

（13.9％）の順となっています。（問１（3）-②） 

介護者の年齢は、「65歳未満」の割合が31.6％と最も高く、次いで「75～84歳」（26.3％）

の順となっています。（問１（3）-③） 
 

◎現在の暮らしの状況は、「ふつう」の割合が61.5％と最も高いものの、「やや苦しい」

（19.8％）、「大変苦しい」（7.7％）を合計すると27.5％が『苦しい』と回答しています。

一方、「ややゆとりがある」（5.9％）、「大変ゆとりがある」（0.8％）の合計は6.7％となっ

ています。（問１（4）） 
 

◎住まいの形態は、「持ち家（一戸建て）」の割合が88.0％と大半を占めています。（問１

（5）） 
 

◎この１年間に転んだことがあるかについては、「ない」の割合が72.4％と最も高く、次い

で「１度ある」（18.8％）、「何度もある」（7.3％）の順となっています。また、転倒への

不安については、「やや不安である」の割合が32.2％と最も高く、「とても不安である」（10.6％）

を合計すると42.8％が『不安』と回答しています。一方、「あまり不安でない」（29.8％）、

「不安でない」（25.4％）の合計は55.2％となっています。（問２（4）/（5）） 
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◎外出を控えているかについては、「はい」が16.4％、「いいえ」が81.5％となっています。

また、外出を控えている方の理由としては、「足腰などの痛み」の割合が51.3％と最も高く、

次いで「交通手段がない」（15.4％）、「病気」（14.5％）、「トイレの心配（失禁など）」

（13.7％）、「外での楽しみがない」（12.8％）の順となっています。（問２（8）/-①） 
 

◎誰かと食事をともにする機会については、「毎日ある」の割合が55.6％と最も高く、次い

で「月に何度かある」（18.1％）、「週に何度かある」（10.4％）の順となっています。（問

３（8）） 

 

◎物忘れの状況については、「はい」が44.7％、「いいえ」が53.1％となっています。バス

や電車での外出については、「できるし、している」の割合が83.1％と最も高く、次いで「で

きるけどしていない」（9.7％）、「できない」（6.0％）の順となっています。（問４（1）

/（4）） 
 

◎日用品の買物については、「できるし、している」の割合が84.7％と最も高く、次いで「で

きるけどしていない」（10.4％）、「できない」（3.8％）の順となっています。（問４（5）） 
 

◎会・グループ等への参加頻度は、「②スポーツ関係のグループやクラブ」「③趣味関係の

グループ」「⑥自治会」「⑦収入のある仕事」は比較的参加頻度が高く、特に「③趣味関係

のグループ」では「月１～３回」が23.7％となっています。一方で「①ボランティアのグルー

プ」「④学習・教養サークル」「⑤老人クラブ（いきいきクラブ）＃137」は半数前後が「参加

してない」と回答しています。（問５（1）） 
 

◎社会活動や仕事への参加頻度は、会・グループ等への参加者としての参加意向については、

「参加してもよい」の割合が55.0％と最も高く、次いで「参加したくない」（29.0％）、「ぜ

ひ参加したい」（10.6％）の順となっています。（問５（2）） 
 

◎健康状態については、「まあよい」の割合が65.1％と最も高く、「とてもよい」（14.0％）

を合計すると79.1％が『よい』と回答しています。一方、「あまりよくない」（15.4％）、

「よくない」（3.1％）の合計は18.5％となっています。（問７（1）） 

 

②在宅介護実態調査 

在宅で介護保険サービス等を受けている高齢者における生活の状況、住まいや暮らし、健

康状態や介護保険制度についての意識等を把握し、今後の高齢者福祉施策に活用することを

目的として調査を実施しました。 

在宅介護実態調査（兼特養入所希望者調査）からは、全体的な傾向として現状に合わせた

介護が実施されている結果となっています。必要に応じたサービスを利用しているが、介護

離職は約１割存在し、重度化の進展次第で状況が悪化することも考えられます。介護者は、
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約半数が精神的・身体的負担を感じていて、約３割が健康障がいを自覚しています。 

今回の調査から、 

（ア）介護者への制度・サービス（介護保険サービス以外の支援・サービス、地域密着

型サービス、本市実施の高齢者福祉サービス）の広報・周知 

（イ）上記によるサービスの供給体制の整備 

（ウ）現在利用者への重度化予防策 

（エ）地域包括ケアの周知と仕組みづくり など 

世代・世帯、健康・生活状況、サービスの利用状況等を把握した上で、ターゲットを明

確にした具体的な取組が求められると考えられます。 

 

【調査項目の概要】 

●対象者自身について、●主な介護者の方について、●介護保険サービス以外の支援・サー

ビスの利用状況について、●住まいについて、●現在抱えている疾病について、●介護保

険の利用状況について、●サービスの利用意向について、●地域密着型サービスの認知状

況について、●介護保険制度について 

 

【特徴的な調査結果】 

◎世帯類型は、「その他」の割合が50.8％と最も高く、次いで「夫婦のみ世帯」（25.5％）、

「単身世帯」（19.7％）の順となっています。（問１） 
 

◎主な介護者については、「子」の割合が44.8％と最も高く、次いで「配偶者」（32.4％）、

「子の配偶者」（12.6％）の順となっています。（問４） 

◎介護者の健康状態については、「普通」の割合が42.7％と最も高く、次いで「あまり健康

でない」（17.6％）、「健康である」（16.5％）、「病気や障がいがある」（13.2％）の順

となっています。（問８） 
 

◎主な介護者の方が不安に感じる介護の内容については、「外出の付き添い、送迎等」の割

合が33.9％と最も高く、次いで「認知症状への対応」「食事の準備（調理等）」（各29.7％）、

「夜間の排泄」（27.6％）、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」（27.4％）、「日

中の排泄」（26.6％）、「入浴・洗身」（25.7％）、「金銭管理や生活面に必要な諸手続」

（24.5％）の順となっています。（問12） 
 

◎介護者の現在の勤務形態については、「働いていない」の割合が45.8％と最も高く、次い

で「フルタイムで働いている」（19.2％）、「パートタイムで働いている」（18.0％）の順

となっています。仕事と介護の継続については、「問題はあるが、何とか続けていける」の

割合が46.2％と最も高く、「問題なく、続けていける」（14.0％）を合計すると60.2％が『継

続できる』と回答しています。一方、「続けていくのは、やや難しい」（9.1％）、「続けて
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いくのはかなり難しい」（7.0％）の合計は16.1％となっています。（問13/問17） 
 

◎無職の理由については、「介護以外の理由で離職した、またはもともと働いていない」が

65.8％、「親族（調査対象者以外を含む）などの介護のために離職した」が21.0％となって

います。（問14） 
 

◎介護保険サービス以外の支援・サービスの利用状況については、「利用していない」の割

合が54.4％と最も高いものの、利用内容としては「移送サービス＃４（介護・福祉タクシー等）」

（12.3％）、「外出同行（通院・買い物など）」（11.2％）、「ごみ出し」（7.3％）、「掃

除・洗濯」（7.1％）、「買い物（宅配は含まない）」（6.8％）、「配食」（6.2％）の順と

なっています。今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについては、「特にな

し」の割合が28.9％と最も高いものの、必要な支援・サービスとしては「外出同行（通院・

買い物など）」（25.2％）、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」（24.8％）、「見

守り、声かけ」（17.5％）、「掃除・洗濯」（17.2％）の順となっています。（問18/問19） 
 

◎住まいの障害については、「特にない」の割合が34.4％と最も高いものの、住まいの障害

としては「その他」（28.9％）、「階段の昇り降り」（21.4％）、「建物の老朽化」（18.4％）、

「廊下や戸口がせまい」（17.2％）の順となっています。（問20） 
 

◎現在抱えている傷病については、「認知症」の割合が25.4％と最も高く、次いで「眼科・

耳鼻科疾患（視覚・聴覚障がいを伴うもの）」（22.7％）、「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、

脊柱管狭窄症等）」（22.3％）の順となっています。（問22） 
 

◎介護保険サービスの利用状況については、「利用している」が55.5％、「利用していない」

が33.4％となっています。介護保険サービスの利用期間については、「１年～３年未満」の

割合が38.8％と最も高く、次いで「３年～５年未満」（18.8％）、「５年以上」（18.3％）

の順となっています。（問24/問25） 
 

◎ケアマネジャー＃45の評価については、「はい」の割合が高い順に「必要な情報を教えてく

れますか」（73.8％）、「ケアプラン＃43についての説明を十分にしてくれますか」（73.0％）、

「体の状態を正しく把握してくれますか」（72.8％）、「ケアプラン作成後も定期的に連絡

や対応がありますか」（72.0％）となっています。ケアマネジャーの満足度については、「５

点」の割合が38.8％と最も高く、次いで「４点」（23.0％）、「３点」（17.3％）の順となっ

ています。（問29／問30） 
 

◎介護保険サービスを利用していない理由については、「現状では、サービスを利用する

ほどの状態ではない」の割合が29.0％と最も高く、次いで「本人にサービス利用の希望が

ない」（20.7％）、「家族が介護をするため必要ない」（13.3％）の順となっています。

（問33） 
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◎地域密着型サービスの認知状況については、「内容は知らなかったが興味はある」の割合

が32.3％と最も高く、次いで「利用したことがある」（21.9％）、「利用したことはないが、

内容を知っていた」（20.7％）、「知らなかったし、あまり興味はない」（16.0％）の順と

なっています。（問34） 
 

◎本市実施の高齢者福祉サービスの認知状況については、「福祉タクシー」の割合が58.0％

と最も高く、次いで「高齢者住宅改造費の助成」（52.5％）、「介護用品支給事業」（28.3％）、

「配食サービス＃107」（25.4％）、「緊急通報システム」（24.5％）、「ひとり暮らし高齢者

等ごみ出し支援事業」（22.5％）、「徘徊高齢者＃106家族支援サービス」（21.7％）の順となっ

ています。 

また、利用状況については、「緊急通報システム」の割合が30.5％と最も高く、次いで「介

護用品支給事業」（24.6％）、「福祉タクシー」（23.8％）、「ふとん乾燥サービス」（22.7％）

の順となっています。（問36） 
 

◎介護保険制度全般については、「やや満足している」の割合が34.3％と最も高く、「非常

に満足している」（11.1％）を合計すると45.4％が『満足』と回答しています。一方、「や

や不満である」（19.3％）、「非常に不満である」（4.9％）の合計は24.2％となっています。

介護保険料の負担感については、「やや負担を感じる」の割合が41.6％と最も高く、「非常

に負担を感じる」（18.0％）を合計すると59.6％が『負担を感じる』と回答しています。一

方、「あまり負担を感じない」（13.2％）、「負担を感じない」（3.2％）の合計は16.4％と

なっています。（問38／問40） 

 

③施設サービス利用者調査 

施設サービス利用者調査は、以前の計画策定時から継続して実施している調査です。 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設又は小規模特別養護老人

ホーム入所者の生活状況を把握するために実施しました。 

施設サービス利用者調査からは、「要介護３・４・５」が全体の84.5％を占めていること

から、これまでの介護の経緯・実態等で利用者の現状を反映した結果となっています。実際

にサービスを利用しているため、サービスに対して肯定的な回答が多くなっています。 

今回の調査から、 

（ア）在宅介護希望者への対応と仕組みづくり 

（イ）上記によるサービスの供給体制の整備 など 

高齢者が地域で暮らしていくための仕組みづくり、人材の確保・育成が課題となると考

えられます。 
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【調査項目の概要】 

●対象者自身について、●施設への入所について、●施設での生活について、●今後の暮

らし方について、●地域密着型サービスについて、●介護保険制度について 

 

【特徴的な調査結果】 

◎現在治療中の病気については、「認知症（アルツハイマー病等）」の割合が51.6％と最も

高く、次いで「高血圧」（34.8％）、「脳血管疾患（脳卒中（脳出血・脳梗塞等））」（23.2％）、

「糖尿病」（21.3％）、「筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）」（20.0％）の順となっ

ています。（問６） 
 

◎現在の施設を選んだ理由については、「家族の負担が重かったから」の割合が58.7％と最

も高く、次いで「24時間介護が受けられるから」（57.4％）、「自宅より安心して暮らせる

から」（56.1％）の順となっています。（問９） 
 

◎入所が決まるまでの期間については、「３か月未満」の割合が30.3％と最も高く、次いで

「３か月～６か月未満」（20.0％）、「６か月～１年未満」（17.4％）、「１年～２年未満」

（12.3％）の順となっています。（問10） 
 

◎入所を申し込んでから入所するまでの介護については、「自宅で家族が介護していた」「そ

の他」の割合が各24.5％と最も高く、次いで「ショートステイを利用していた」（21.3％）、

「自宅で居宅サービスを利用していた」（13.5％）の順となっています。（問11） 
 

◎入所期間は、「１年～３年未満」が44.5％と最も多く、次いで「６か月未満」が14.8％、

「６か月から１年未満」が13.5％となっています。（問12） 
 

◎居室の種類は、「ユニット型個室」の割合が45.2％と最も高く、次いで「４人部屋」（34.8％）、

「その他の個室」（9.7％）の順となっています。また、別の種類の居室への移動について

は、「現在の居室のままで良い」の割合が74.2％と大半を占めています。（問13/問14） 
 

◎施設生活の満足度については、「ほぼ満足」の割合が46.5％と最も高く、「非常に満足」

（16.8％）を合計すると63.3％が『満足』と回答しています。一方、「やや不満」（9.0％）、

「非常に不満」（0.6％）の合計は9.6％となっています。施設に入所してよかったと思うこ

とは、「24時間見守られているので安心できる」の割合が72.9％と最も高く、次いで「家族

に負担をかけなくてもすむ」（64.5％）、「快適な環境で過ごすことができる」（40.0％）、

「きめ細かな介護が受けられる」（36.8％）の順となっています。一方、施設に入所して不

安や不満を感じることは、「家族や友人と離れて暮らすのは寂しい」の割合が34.2％と最も

高く、次いで「寝ている時間が多い」（23.2％）、「自分の好きなように生活することがで

きない」（19.4％）、「施設入所のための経済的負担が大きい」（16.8％）、「心身の健康
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状態が悪化した時のことが不安」（16.1％）の順となっています。（問18/問19/問20） 
 

◎施設への希望は、「特にない」の割合が31.6％と最も高いものの、希望としては「訓練・

リハビリの充実」（23.9％）、「職員対応の改善・向上」（21.9％）、「サービス内容の改

善・向上」（20.6％）の順となっています。（問24） 
 

◎今後の暮らし方の希望は、「現在の施設で暮らし続けたい」の割合が53.5％と最も高く、

次いで「わからない」（16.1％）、「自宅に戻って、主に家族の介護を受けて暮らしたい」

（9.0％）の順となっています。一方、施設を退所して地域で暮らすための課題としては、

「家族だけでは十分な介護ができない」の割合が67.1％と最も高く、次いで「緊急時の対応

に不安がある」（38.7％）、「通院等の外出に支障がある」（38.1％）、「介護できる家族

がいない」（29.0％）の順となっています。（問27/問29） 
 

◎地域密着型サービスの認知状況については、「知らなかったし、あまり興味はない」の割

合が31.0％と最も高く、次いで「利用したことがある」（20.6％）、「内容は知らなかった

が、興味はある」（19.4％）となっています。また、利用意向については、「わからない」

の割合が58.1％と最も高いものの、利用意向としては「認知症対応型共同生活介護＃100（グ

ループホーム）」（17.2％）、「地域密着型介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム）」

（7.1％）、「小規模多機能型居宅介護」（5.2％）の順となっています。（問30/問31） 
 

◎介護保険料の負担感は、「負担を感じる」の割合が28.4％と最も高く、「やや負担を感じ

る」（25.8％）を合計すると54.2％が『負担』と回答しています。一方、「あまり負担を感

じない」（6.5％）、「負担を感じない」（5.8％）の合計は12.3％となっています。（問35） 
 

④介護サービス事業所調査 

介護サービス事業所調査は、以前の計画策定時から継続して実施した調査です。 

野田市内で事業を展開している介護サービス事業所の運営状況やサービス提供状況を把

握するために実施しました。また、平成27年度の介護報酬＃20改定の影響について調査しまし

た。 

介護サービス事業所からは、事業所の運営が難しいとの回答結果となっています。平成28

年度の総事業収支では、赤字の事業者数が黒字の事業者数を上回っており、総事業収益にお

いても、平成27・28年度とも総事業収益の当初見込みを下回る結果となりました。一方、平

成29年度の総事業収益の見込みは、28年度を上回る回答が多くなっています。 

今回の調査から、 

（ア）職員等人材の確保・育成 

（イ）事業経営の継続性 など 

事業所における安定した経営によるサービスを提供していくために、継続的な人材の確保

や介護報酬の見直し等の介護保険制度における事業者環境の整備が課題となると考えられ
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ます。 

平成27年度の報酬改定では、介護職員処遇改善加算が手厚くなったものの（1.65％引上げ）、

この加算の対象者は介護職員のみで、看護職員、ケアマネジャー、事務職員は対象となって

いないため、これらの職種の賃金アップは、事業者の持ち出しとなっています。 

 
収支差率（税引き前）％ 

平成26年度調査 平成29年度調査 増減 

介護老人福祉施設＃29 8.7 1.6 ▲7.1 

介護老人保健施設 5.6 3.4 ▲2.2 

訪問介護＃114 7.4 4.8 ▲2.6 

訪問看護＃115 5.0 3.7 ▲1.3 

通所介護 10.6 4.9 ▲5.7 

地域密着型通所介護 - 2.0 - 

通所リハビリテーション＃83 7.6 5.1 ▲2.5 

特定施設入居者生活介護＃87 12.2 2.5 ▲9.7 

居宅介護支援＃39 ▲1.0 ▲1.4 ▲0.4 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0.9 4.8 3.9 

小規模多機能型居宅介護 6.1 5.1 ▲1.0 

認知症対応型共同生活介護 11.2 5.1 ▲6.1 

※平成29年10月27日発表「平成29年度介護事業経営実態調査結果」（平成28年度決算を調査、対象

約32,000事業所・有効回答率47.2％） 

 

全サービスの平均収支差率は3.3％で、平成27年度調査結果と比較すると４％あまり、平

成28年度からは0.5％減少しました。 

ほぼ全てのサービスの収支差率が縮小し、全てのサービスの収支差率が５％台以下となり

ました。 
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【調査項目の概要】 

●事業所の概要について、●運営状況について、●職員体制や人材育成について、●地域

とのつながりについて、●今後の事業展開について、●介護保険制度について 

 

【特徴的な調査結果】 

◎経営主体は、「株式会社・有限会社」が59.3％、「社会福祉法人＃58」が21.2％、「医療法

人」が10.6％となっています。（問１） 
 

◎居宅サービス利用者の増減については、「増えた」「減った」「変わらない」の割合が各

23.9％と同率となっています。また、施設サービス入所申込者数の増減については、「増え

た」「変わらない」が各15.0％、「減った」が7.1％となっています。（問４/問５） 
 

◎総事業収支の状況については、「やや黒字だった」の割合が30.0％と最も高く、「大幅な

黒字だった」（2.7％）を合計すると32.7％が『黒字』と回答しています。一方、「やや赤字

だった」（26.5％）、「大幅な赤字」（15.0％）の合計は41.5％となっています。（問７） 
 

◎平成28年度に赤字だった事業については、「居宅介護支援」の割合が31.9％と最も高く、

次いで「訪問介護」「短期入所生活介護＃72」（各12.4％）、「地域密着型通所介護」「通所

リハビリテーション」（各11.5％）の順となっています。（問８） 
 

◎平成28年度総事業収益の当初見込みについては、「やや見込みを下回った」の割合が36.3％

と最も高く、「大幅に見込みを下回った」（12.4％）を合計すると48.7％が『下回った』と

回答しています。一方、「やや見込みを上回った」が14.2％、「ほぼ見込み通りだった」が

26.5％となっています。このうち当初の見込みを下回った理由については、「利用者数を十

分確保できなかった」の割合が69.1％と最も高く、次いで「人件費などの必要経費が予想を

上回った」（54.5％）、「サービスを提供する人材を確保できなかった」が54.5％の順になっ

ています。「平成27年度の介護報酬改定の影響」が25.4％と、上位３項目の次にきています。

（問９/問10） 
 

◎事業経営上の問題点については、「職員の確保が難しい」の割合が70.8％と最も高く、次

いで「介護報酬が低い」（46.9％）、「事務作業量が多い」（38.9％）、「収益の確保が困

難」（31.0％）、「職員の資質向上が難しい」（28.3％）、「職員の待遇改善ができない」

（24.8％）の順となっています。（問14） 

また、サービス提供上の問題点については、「利用者の確保が難しい」の割合が49.6％と最

も高く、次いで「利用者一人に十分な時間をかけられない」（38.1％）、「休日や夜間の対

応が難しい」（28.3％）、「変更やキャンセルが多い」（23.9％）、困難事例への対処が難

しい」（22.1％）の順となっています。（問15） 

◎人材確保に向けた取組については、「複数の募集ルートを活用して人材を探している」の
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割合が62.8％と最も高く、次いで「職員が気軽に相談できる環境をつくり、悩みや不安の解

消を図っている」（44.2％）、「職員の能力向上やキャリアアップに力を入れ、定着を図っ

ている」（25.7％）、「福祉系大学や専門学校の学生への働きかけを行っている」（22.1％）

の順となっています。（問20） 
 

◎地域との交流については、「地域ボランティアとの交流」の割合が42.5％と最も高く、次

いで「地域の行事やイベントへの参加」（27.4％）、「自治会との交流」（21.2％）、「小

中学校との交流」（17.2％）、「事業所で地域住民も参加できるイベントを開催」（16.8％）、

「幼稚園・保育園との交流」（15.9％）の順となっています。（問22） 
 

◎介護保険法適用外の自主事業である宿泊デイサービス事業への参入意向については、「参

入したいとは思わない」の割合が51.3％と最も高く、次いで「わからない」（29.2％）、「今

後、検討したい」（6.2％）の順となっています。（問24） 
 

◎地域密着型サービスへの参入意向については、「検討したことはない」の割合が42.5％と

最も高く、次いで「すでに参入している」（23.9％）、「以前検討したことがあるが参入し

ていない」（13.3％）の順となっています。（問25） 

地域密着型サービス参入への課題については、「新たなサービスに対応できる人材の確保」

の割合が65.5％と最も高く、次いで「地域密着型サービスの収益性」（37.2％）、「参入の

ための資金の確保」（31.9％）、「人員・設備・運営に関する基準」（23.9％）、「地域密着型サー

ビスの需要の把握」（21.2％）の順となっています。（問26） 
 

◎介護保険制度を評価している点については、「高齢者の家族の負担を軽減できた」の割合

が75.9％と最も高く、次いで「介護が社会全体の問題として考えられるようになった」

（50.6％）、「高齢者の負担を軽減できた」（49.4％）、「介護に要する負担を保険制度で

担う仕組みができた」（34.2％）の順となっています。（問28） 

 

⑤介護サービス事業所職員調査 

介護サービス事業所職員調査は、以前の計画策定時から継続して実施している調査です。 

野田市内で事業を展開している介護サービス事業所職員の勤務状況を把握するために実

施しました。 

介護サービス事業所職員調査からは、人材の確保が難しいとの回答結果となっています。

職種における通算経験年数で10年未満の割合が66.3％あり、現状の事業所での通算勤務年数

で５年未満が56.3％となっています。一方で、通算経験年数で10年以上は31.8％、現状の事業

所での通算勤務年数で10年以上は21.6％となっていて、人材における事業所間での流動性や

他業種への転出が推測できます。ただし、業務内容の満足度は、合計で63.1％が『満足』と回

答し、現在の事業所での就労継続意向は、合計で『続けたい』が75.7％、現在の職種での就労

継続意向は、合計で『続けたい』が78.7％と高い回答となっています。 
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今回の調査から、 

（ア）介護サービス事業所職員への仕事に対する理想と現実のギャップ対策 

（イ）給与・賃金の改善 など 

事業所における安定したサービスを提供していくために、継続的な人材の確保・育成等と

就労継続に向けた職場環境の整備等が課題となると考えられます。 

 

【調査項目の概要】 

●対象者自身について、●現在の業務について、●職場環境について、●業務に対する評価

や待遇について、●仕事に関する不安や今後のことについて 

 

【特徴的な調査結果】 

◎性別は、「男性」が22.6％、「女性」が76.8％となっています。年齢は、「40歳代」が27.4％

と最も高く、次いで「30歳代」（22.1％）、「50歳代」（21.3％）の順となっています。（問

１/問２） 
 

◎介護職やケアマネジャーなど同一職種の通算経験年数は、「１年～３年未満」の割合が

26.5％と最も高く、次いで「10年～15年未満」（17.9％）、「５年～10年未満」（17.1％）、

「３年～５年未満」（16.6％）となっています。また、現在の事業所での通算勤務年数は、

「１年～３年未満」の割合が24.5％と最も高く、次いで「５年～10年未満」（21.6％）、「３

年～５年未満」（18.9％）となっています。（問６/問７） 
 

◎雇用形態は、「常勤（正職員）」が68.9％、「非常勤」が20.8％となっています。（問８） 
 

◎１週間の平均労働時間は、「40時間～50時間未満」の割合が47.9％と最も高く、次いで「30

時間～40時間未満」（20.8％）、「20時間～30時間未満」（9.2％）の順となっています。（問

９） 
 

◎業務内容の満足度については、「やや満足している」の割合が51.3％と最も高く、「非常

に満足している」（11.8％）を合計すると63.2％が『満足』と回答しています。一方、「や

や不満である」（22.9％）、「非常に不満である」（5.5％）の合計は28.4％となっています。

（問13） 
 

◎業務内容に満足している理由については、「職場の人間関係が良い」の割合が35.8％と最

も高く、次いで「自分の能力を生かすことができる」（34.5％）、「勤務条件に満足してい

る」（29.2％）、「給与の額に満足している」「利用者と接するのが楽しい」（各27.1％）、

「職種間の連携が取れている」（25.0％）の順となっています。（問14） 

◎業務内容に不満な理由については、「人員不足で利用者にきちんと対応できない」の割合

が16.1％と最も高く、次いで「事業所の理念・方針と現実に差がある」（13.9％）、「業務
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量が多い」（12.4％）、「上司の理解がない」（9.7％）の順となっています。（問15） 
 

◎給与・賃金の額についての満足度については、「おおむね妥当だと思う」の割合が43.4％

と最も高く、次いで「やや少ないと思う」（37.1％）、「非常に少ないと思う」（11.6％）

の順となっています。（問26） 
 

◎仕事に関して不安を感じることについては、「仕事に関する経験・知識の不足」の割合が

40.8％と最も高く、次いで「事業所の運営方針や経営状況」（38.4％）、「介護保険制度な

どの制度改正」（37.1％）、「今後の勤務状況やキャリア」（28.2％）の順となっています。

（問29） 
 

◎現在の事業所での就労継続意向については、「当面は続けたい」の割合が58.9％と最も高

く、次いで「ずっと続けたい」（16.8％）、「あまり続けたくない」（11.1％）の順となっ

ています。（問30） 

また、現在の事業所で仕事を続けたくないと思う理由については、「給与・賃金が安いから」

の割合が57.4％と最も高く、次いで「個人の責任が重く、プレッシャーがかかるから」

（37.0％）、「体力的にきついから」（25.9％）の順となっています。（問31） 

 

（２）地域ケア推進会議による課題について 

地域ケア会議＃75は①地域ケア個別会議、②地域ケア地区別会議、③地域ケア包括会議に加

えて、平成27年度より新たに④地域ケア推進会議（「老人福祉計画及び介護保険事業計画推

進等委員会）が兼ねる。）を開催し、四つの日常生活圏域ごとに地域課題から重点課題を抽

出し、解決に向けた対応計画を策定し、評価を行うＰＤＣＡサイクルにより取り組んできま

した。 

そこで、平成27年度から29年度までのＰＤＣＡサイクルにおける評価を踏まえ、「政策形

成機能」として、第７期野田市シルバープランの施策に反映するべく、市全体の課題を検討

したところ、地区別重点課題から以下の政策課題を抽出しました。 

 政策課題 

①地域包括ケアシステムの構築のために、地域住民や医療と介護の連携が必要である。 

②介護予防や認知症への対応のために、活用できる社会資源の把握が必要である。 

③認知症になっても安心して暮らせるよう、認知症への理解と早期対応が必要である。 
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（３）地域包括ケア「見える化」システムから見える現状と課題 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援す

るために厚生労働省が運営する情報システムで、主な目的は、「地域間比較等による現状

分析・課題抽出」、「同様課題の自治体事例等の参照、施策検討」、「一元化情報の閲覧

可能による関係者間の課題意識・検討状況の共有で、自治体間・関係部署間の連携が容易

になる」ことなどです。第７期の課題を洗い出すため以下のテーマで、近隣市（柏市、流

山市）、千葉県平均、全国平均との地域間の比較を行い、検証しました。 

①高齢化率の推計比較 

平成27（2015）年から平成29（2017）年ま

での高齢化率を近隣の柏市、流山市、県平均

及び全国平均の割合と比較すると本市の高齢

化率は上回っており、平成30（2018）年から

３年間の推計、平成37（2025）年でも同様の

傾向です。 

②施設・居住・居宅サービスの受給率割合比較 

●施設サービスの受給率の割合比較   ●居住サービスの受給率の割合比較 

 
●居宅サービスの受給率の割合比較    

施設・居住・居宅サービスの受給率※の割合を柏

市、流山市、県平均で比較すると、施設サービス受

給率の割合が、他の地域よりも高く、居住サービス

の割合が他の地域よりも低くなっています。居宅

サービスの割合は、柏市とほぼ同じ割合で推移し

ています。 

※受給率…第１号被保険者数に対するサービス別受給者数の割合  
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（４）課題の抽出について 

前述の（１）各種調査の結果、（２）地域ケア推進会議による課題、（３）地域包括

ケア「見える化」システムから見えてくる現状と課題、第４章及び第５章の第６期野田

市シルバープランの実施状況から、以下のとおり課題を抽出しました。 

 

①高齢者の自立支援・重度化防止のため、自助・共助による取組の構築 

地域包括ケア「見える化」システムから、平成24（2012）年から平成26（2014）年ま

での第１号被保険者認定率の割合を比較すると、本市では県平均、近隣市である柏市よ

りも上回っており、本市の第１号被保険者認定率の割合は年々増加しています。 

また「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」からは、ＡＤＬ＃8低下の原因の一つであ

る転倒に対する不安を持っている方が特に女性に多くみられることが分かります。日常

生活での自分の健康に不安を感じていることや、身体機能を維持するために運動を特に

理由なく全くしていない方がいることからも、自立支援・重度化防止に向けた取組が課

題として考えられます。 

 

②介護予防や認知症への対応のため、既存の社会資源の有効活用 

「在宅介護実態調査」では、現在も今後もインフォーマルサービス＃７の利用希望は特

にないという回答が最も多かったものの、外出同行（通院、買い物など）や移送サービ

ス（介護・福祉タクシー等）へのニーズも伺えました。 

また、「地域ケア推進会議」の結果からも、介護予防や認知症に対応する必要がある

ことから、介護保険だけに頼ることなく地域にある様々な社会資源を把握し、有効に活

用することが課題として考えられます。 

 

③地域包括ケアシステムの構築のため、医療と介護の連携強化 

地域包括ケアシステムを深化させるためにも、介護と医療が連携して包括的な支援を

提供していくことが重要な鍵となります。 

「地域ケア推進会議」の結果からも、これが課題として挙げられています。 

「在宅介護実態調査」では、訪問診療の利用があまり進んでいない状況が伺えました。

現在、野田市では医療と介護の連携の取組が活発に行われており、今後、訪問診療も含め

て、安心して在宅で医療や介護を受けることができるような体制の構築が課題として考え

られます。 

 

④介護者の就労継続のため、介護離職者ゼロを目指した取組の構築 

「在宅介護実態調査」では、自宅で介護をしている主な介護者の働きながらの介護の

継続については、「問題があるが何とか続けている」が最も多く、仕事と介護の両立を

するための身体的、精神的負担がかなり高いことが伺えます。 
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在宅介護を支える介護サービスの基盤として、人材確保や生産性の向上など、介護者

の就労継続のための取組の構築が課題として考えられます。 

 

⑤施設サービス等の整備 

第５期野田市シルバープランで位置付けた特別養護老人ホーム270床については、第６

期計画期間において全ての整備が完了します。 

第６期野田市シルバープランで位置付けた100床のうち、３床はショートステイを特別

養護老人ホームへ転換し、14床は養護老人ホームを小規模特別養護老人ホームへ転換する

予定です。残り83床については、入所可能な待機者が減少しており、第７期計画期間にお

ける特別養護老人ホームの整備についての検討が課題として考えられます。 

また、地域密着型サービスは第６期計画期間中に廃止となったサービスを始め、必要な

整備の検討が課題として考えられます。 

 

⑥高齢者の尊厳を守るため、高齢者一人一人の権利が尊重される仕組みの構築 

地域包括支援センターでは権利擁護＃48業務として、これまでも高齢者虐待や困難事例へ

の対応を行ってきました。また、高齢者虐待防止ネットワーク協議会により、関係機関と

情報交換や協議を行うなど、連携強化を図ってきました。今後も、高齢者の尊厳を守るた

め、高齢者一人一人の権利が尊重される仕組みの構築が課題として考えられます。 

 

⑦認知症になっても安心して暮らしていくため、認知症への理解と早期対応 

認知症施策については、地域包括支援センターに認知症地域支援推進員＃102を配置する

とともに、認知症ケアパス＃97の作成や、認知初期集中支援チームの立ち上げに向けて準備

を行っています。 

また、認知症サポーター＃98の市民２万人の養成を目標に掲げ、養成を推進するとともに、

オレンジカフェ（認知症カフェ）の開設を推進しています。 

「地域ケア推進会議」の結果からも、認知症になっても安心して暮らしていくため、認

知症への理解と早期対応が課題と考えられます。 
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（５）施策の方向性について 

「（４）課題の抽出について」で抽出した課題を受け、第７期野田市シルバープラン

の施策の方向性を以下のとおり整理しました。 

 

【施策の方向性１】高齢者が自立して健康に暮らせる地域づくり 

課題（１）高齢者の自立支援・重度化防止のため、自助・共助による取組の構築 

課題（２）介護予防や認知症への対応のため、既存の社会資源の有効活用 

課題（３）地域包括ケアシステムの構築のため、医療と介護の連携強化 

 

【施策の方向性２】高齢者が生きがいを持って楽しく暮らせる活力ある社会づくり 

課題（４）介護者の就労継続のため、介護離職者ゼロを目指した取組の構築 

 

【施策の方向性３】高齢者が安心して生活できる環境づくり 

課題（５）施設サービス等の整備 

 

【施策の方向性４】高齢者の権利が尊重されるまちづくり 

課題（６）高齢者の尊厳を守るため、高齢者一人一人の権利が尊重される仕組みの構築 

課題（７）認知症になっても安心して暮らしていくため、認知症への理解と早期対応 

 

 以上のことから、第７期野田市シルバープランにおいても、第６期野田市シルバープラ

ンの基本理念・基本目標を継承いたします。
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念と基本目標 

（１）基本理念 

 

 

○介護保険制度は、高齢化の進展、社会や住民意識の変化を受けて、順次見直しが行わ

れてきましたが、「団塊の世代」が全て75歳以上となる平成37（2025）年を目途に、

地域包括ケアシステムの構築を実現することが最大のテーマとなっています。 
 

○本市においても、第３期野田市シルバープランから「高齢者が健康を保ち、生きがい

を持って安心して生活できるやさしいまち」の実現を基本理念として掲げ、市民や関

係団体等との協働により、高齢者福祉施策の推進を図っています。 
 

○本計画では、これまでの基本理念を踏襲しつつ、社会参加や健康づくりを通じて高齢

者が生きがいを持てる環境の整備をより具体的に推進するとともに、全ての世代の市

民が一体となった「地域共生社会」の実現の第一歩として取り組むことを目指してい

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者が健康を保ち、生きがいを持って 

安心して生活できるやさしいまち 
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（２）基本目標 

第６期野田市シルバープランの検証を踏まえて、本計画の基本理念に掲げる「高齢者

が健康を保ち、生きがいを持って安心して生活できるやさしいまち」を具体的に実現す

るために、次に掲げる四つの基本目標の下に、施策の推進に取り組みます。 

 

 基本目標１ 高齢者が自立して健康に暮らせる地域社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本目標２ 高齢者が生きがいを持って楽しく暮らせる活力ある社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○健康づくり・介護予防の取組に多くの高齢者に参加していただき、元気に生

き生きといつまでも健やかに暮らせる環境づくりを推進します。 

○第７期の計画では、介護保険法改正の大きな柱である自立支援・重度化防止

に向け、介護予防・日常生活支援総合事業や介護保険サービスを包括的に提

供しながら地域マネジメントを推進します。 

○「要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や自宅で生活し続けた

い」と望む方が、医療や介護など必要なサービスをシームレスに受けながら、

人生最期のときまで自分らしく暮らしていける仕組みの構築に取り組みま

す。 

○在宅で自立した生活を続けられるように、地域ぐるみで支える「地域包括ケ

アシステム」を更に発展させるため、地域包括支援センターを中心に、在宅

介護サービスや地域密着型サービスと保健や福祉サービスを一体的に融合す

る地域ネットワークの構築を図ります。 

○高齢者が持つ豊かな経験と知識を活かして、就労やボランティアなど様々な

社会活動に参加することで、明るく活力に満ちた高齢社会を実現し、社会的

弱者であるという固定的なイメージを払拭し、高齢者に対する新しいイメー

ジの形成に取り組みます。 

○高齢者の生きがいづくりや社会参加を促進するため、高齢者の多様性や自発

性を発揮できる「場」づくりとともに迅速で有用な情報の提供を一層推進し

ます。 

○地域における助け合い活動を、住民を中心とした多様な主体で広げる「地域

の視点」から捉え直し、「協議体（支え合い会議）」や「生活支援コーディ

ネーター（地域支え合い推進員）＃65」を活動の推進役とする仕組みづくりに

取り組みます。 
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 基本目標３ 高齢者が安心して生活できる環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 基本目標４ 高齢者の権利が尊重されるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中、安全で安心な暮らし

を実現するために、地域の方々と連携しながら、高齢者の社会的孤立を防

ぎ、防犯や防災対策などの取組を進め、高齢者に配慮した環境の整備を推進

します。 

○ハード面の環境整備だけにとどまらず、高齢者一人一人が、できる限り地域

コミュニティの一員であると実感できるような役割意識や参加意識の醸成に

つながる社会的な環境の整備を推進します。 

○平成37（2025）年には全国で約700万人に増加し、65歳以上の高齢者のうち

５人に１人になると見込まれる認知症の人を、単に支えられるだけの立場と

考えるのではなく、認知症の人が認知症と共によりよく生きていくことがで

きるような環境を整備します。 

○高齢者一人一人が尊重され、住み慣れた地域で健康で自立した生活を送るこ

とができるようにするためには、全ての住民が高齢者に対して、現在まで社

会の発展に寄与してきた世代として尊敬する気持ちを抱くとともに、高齢者

の豊かな生活体験を学びたいという謙虚な気持ちをあわせ持つなど、高齢者

を敬愛する社会意識を醸成していくことに努めます。 

○近年急増している、高齢者を主なターゲットとした「振り込め詐欺」などの

被害から高齢者を守り、日常生活や消費行為が安全で豊かなものになるよう

に多面的な相談支援に向けた体制の整備を推進します。 

○虐待の防止や早期発見、権利擁護の取組を一層強化して、高齢者の尊厳ある

暮らしが継続的・安定的に営めるように、地域ぐるみでの取組を進めます。 
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（３）基本方針 

本市は、前記の基本目標を実現するために、以下の基本方針を定め施策を推進しま

す。 
 

① 地域包括ケアシステムの確立 

高齢者が住み慣れた地域で自立して健康な生活を送れるよう、地域包括支援センター

を中心に、医療・看護＃31、介護・リハビリテーション＃136、保健・福祉、介護予防・生活

支援及び住まいがシームレスに提供される総合的な地域包括ケアシステムの推進に努め

ています。 

また、身近な地域において相談や情報提供が受けられるよう、地域の様々な社会資源

を活用し、住民や事業者、ＮＰＯ法人＃9、ボランティア等も含めた地域全体で生活を支

え合う体制を強化していきます。 

地域包括ケアシステムの拠点となる地域包括支援センターでは、介護予防ケアマネジ

メント、総合相談・支援事業、権利擁護事業等を実施するとともに、在宅介護サービス

や地域密着型サービスと保健や医療、福祉サービスを一体的に融合する地域ネットワー

クの構築を図っていきます。 
 

②高齢者の健康づくりの推進 

生活習慣病＃66等が遠因となって、認知症や寝たきりといった介護等を要する人が増加

しています。日常的な健康づくりの取組を通じて生活習慣病等の予防に努め、市民が健

康で生き生きとした生活を送れる社会を形成するため、国の「健康日本21」に基づいて

市が策定した「野田市健康づくり推進計画21」により、市民一人一人が主体的に取り組

める健康づくり運動を推進しています。 

また、介護保険法改正の大きな柱である自立支援・重度化防止に向け、介護予防・日

常生活支援総合事業や介護保険サービスを包括的に提供し、地域における人のつながり

を活かしながら、リハビリテーション専門職等や地域資源も活用しながら自立支援に資

する取組を進めていきます。 

とりわけ、要介護者にとって欠かせない医療ニーズに対応し、地域で暮らし続けるこ

とができるように、在宅医療・介護連携を重点的に推進していきます。その一環として

緊急時の医療体制の確保や日常において必要な時に医療サービスが受けられる「かかり

つけ医」制度の推進に努めます。 
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③需要に応じた居宅サービス及び施設サービス等の適切な提供 

地域における総合的なケア体制を確立するために、高齢者等のサービス利用のニーズ

や実態等の実情を的確に把握するとともに、介護保険事業者の指導や介護保険制度の周

知に努めます。 

高齢者が介護や支援が必要になっても、在宅でできる限り暮らし続けることができる

ように、在宅限界点の向上を目指し、その人の状態や生活環境など、利用者ニーズに応

じたサービスの提供を進めていくため、施設などの量的確保と介護人材育成などの質的

確保の両面を見据え、地域密着型サービスや施設サービスなどの基盤整備を進め、介護

保険サービスの充実を図っていきます。 
 

④民間活力を活用した多元的なサービスの提供 

介護保険制度の円滑な運営に当たっては、民間事業者等の活用が必要です。介護予防・

日常生活支援総合事業を充実させるためにも、ＮＰＯ法人が行う事業やボランティア活

動など、地域における様々な活動主体による取組の活性化を更に推進する必要がありま

す。 

多様化する福祉ニーズに対応できる住民主体の組織を育成するため、ＮＰＯ法人やボ

ランティアが活動しやすい体制づくりを進めます。 

また、団塊の世代を始めとした高齢者自らがサービス事業者の活動支援やボランティ

ア活動など、支援する側として積極的に活動できるような体制づくりを推進していきま

す。 
 

⑤高齢者の生きがいづくりの推進 

団塊の世代を中心とした、元気な高齢者が「第二の現役世代」として、豊かな経験と

知識を活かして、様々な地域活動に積極的に参加し、地域社会を支えることができるよ

うな環境づくりを目指します。 

とりわけ、高齢者の生きがいづくりや社会参加促進の核となる居場所づくりを進め、

高齢者の多様性や自発性が発揮できるよう取り組んでいきます。 

また、住民を中心とした多様な主体が、「協議体（支え合い会議）」や「生活支援コー

ディネーター（地域支え合い推進員）」を推進役とする世代間交流やボランティア活動

の仕組みづくりに取り組んでいきます。 
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⑥高齢者にやさしいまちづくりの推進 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう日常生活や社会生活

における物理的・心理的な障がいを始め、制度上や情報に関する障壁など、高齢者を取

り巻くリスクを検証し、その除去・軽減を通じて、ユニバーサルなまちづくりを目指し

ます。 

「年齢や身体の状態にかかわらず、同等の権利を持って普通に生活できる地域社会こ

そが社会の本来の姿である」というノーマライゼーション＃105の理念に則り、「福祉のま

ちづくり」の取組を引き続き実施するとともに、住み慣れた地域で安心して暮らせるよ

う様々な団体や組織との間に連携関係を構築します。 

 

⑦高齢者の介護に対する社会全体での意識の高揚 

高齢者を地域全体で支えていく地域の環境づくりを目指して、家庭はもとより関係行

政機関及び教育機関、企業や地域社会など、社会のあらゆる領域で高齢者や介護に対す

る正しい理解を深めるための福祉教育を推進します。 

高齢者や介護に対する理解を更に深めていくためには、社会全体の意識、とりわけ若

年層の意識を変えていくことが効果的であるとされています。教育委員会等と連携を図

るため、総合的学習の時間等を活用しながら、更なる福祉教育の推進に取り組みます。 

さらに、「福祉のまちづくりフェスティバル」を始め各種イベントを通じて、高齢者

や介護に対する知識を深めるため、パンフレット等を配布するなど、引き続き啓発活動

を行います。 

 

⑧高齢者の人権の擁護 

できる限り多くの高齢者が健康で生きがいを持ちながら社会参加ができるよう、「健

康で活力ある高齢者像」を目指すとともに、社会全体が高齢者を敬愛する意識を持ちな

がら、高齢者の尊厳が保持できるような地域社会づくりを行います。 

今後は、ひとり暮らしや認知症の人の増加に伴い、日常的な見守りや支え合いが重要

になることから、地域における取組を支援するとともに、成年後見制度＃67や日常生活自

立支援事業＃93の効果的な活用・充実を推進します。 

虐待の防止や早期発見、権利擁護の取組を一層強化して、高齢者の尊厳ある暮らしが

継続的・安定的に営めるように、地域ぐるみで取組を推進していきます。 

また、今後急増が見込まれる認知症の人に対して、認知症サポーターの育成を積極的

に行う等の支援策を充実させ、認知症の人が安心して暮らせるまちづくりを進めます。 
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２ 基本的な進め方 

（１）地域包括ケアシステムの構築 

①地域包括ケアシステムとは 

○「地域包括ケアシステム」とは、団塊の世代が75歳以上となる平成37（2025）年を目

途に、要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が日常生活の場で途切

れることなく提供できる地域での体制づくりです。 

○高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。地域包括ケアシステムは、保険 

者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性、地域の特性に応じて作り上げ 

ていくことが必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○植木鉢・土（住まい、生活支援）がないところに植

物（医療、介護、保健・福祉）を植えても育たないの

と同様に、地域包括ケアシステムでは、高齢者のプライ

バシーと尊厳が十分に守られた「住まい」が提供さ

れ、その住まいで安定した日常生活を送るための「生

活支援・福祉サービス」があることが基本的な要素と

なります。 

○そのような養分を含んだ土があればこそ初めて、専門

職による「医療・看護」 「介護・リハビリテーション」「保

健・福祉」が効果的な役目を果たすものと考えられま

す。 

■地域包括ケアシステムのイメージ 

（出典）平成28年３月「＜地域包括ケア研究会＞地域包

括ケアシステムと地域マネジメント」 

医療 介護 
■在宅系サービス： 

・訪問介護、訪問看

護、通所介護等 

■介護予防サービス 

■施設・居住系サービス： 

・介護老人福祉施設、

認知症共同生活介護

等 

住まい 

地域包括支援センター 

ケアマネージャー 

■地域包括ケアシステムの姿 

生活支援・介護予防 

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ法人 等 

いつまでも元気に暮らすために･･･ 

病気になったら･･･ 介護が必要になったら･･･ 

通院・入院 通所・入所 

地域包括ケアシステムは、おおむね

30分以内に必要なサービスが提供

される日常生活圏域（具体的には

中学校区）を単位として想定 

・自宅 

・サービス付き高齢者向け住宅＃53等 
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②本市における地域包括ケアシステムの在り方 

○団塊の世代が75歳以上となる平成37（2025）年へ向け、本市や日常生活圏域の実情に

合わせた基盤づくりを推進します。 

○自らが望む在宅生活を継続していくために、地域で見守り、支え合える体制を作り上

げます。 

○安心して暮らしていける住まいの確保と居場所づくり、多様な活動を支援します。 

〇地域の中で、それぞれの高齢者が役割を持って活動することを支援します。 

〇在宅での生活を望む人が、一旦入院や入所しても、再び在宅生活に戻ることができる

という視点に立った、医療・介護の連携システムづくりを目指します。 

○認知症の人や医療ニーズの高い高齢者であっても、尊厳を持って生活できるサービス

体制や専門家を交えた関係者のネットワークの整備を図ります。 

 

③地域包括ケアシステム構築に向けた支援体制 

◆地域ケア推進会議の開催 

○地域ケア会議は、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を

同時に進め、地域包括ケアシステムを構築していくための組織です。 

○本市でも孤立、貧困、精神障がい等、地域において介護保険制度では対応できない支

援困難事例が増えているといった背景があり、専門職種協働の下、個別ケース検討の

積み重ねを通じて、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを地域全体に普及し、

地域で支えるネットワークを強化し、地域課題を協議し、解決していく高齢者の自立

を支援するために「地域ケア推進会議」を開催します。 

◆ネットワーク構築のための人材育成支援等 

○地域包括ケアを推進するネットワークの構築に当たっては、地域の社会資源や関係者

等との有機的なつながり・顔が見える関係を築き上げ、課題や方向性について関係者

間の共通理解と連携意識の醸成を図ることが重要になります。 

○地域包括支援センターは、ネットワーク構築のための考え方や具体的な手法等につい

て調査・研究などを行う会議等を開催するとともに、コーディネートを担う職員の育

成、支援を行うことで地域と積極的な関わりを構築しています。 

○地域包括支援センターの３職種（保健師・社会福祉士＃57・主任介護支援専門員＃15）ご

とにグループワークやケーススタディ等による研修会を開催し、スキルアップに取り

組みます。 

◆地域への周知・利用促進 

地域包括ケアの要となる地域包括支援センターが、中心的、主導的存在として活動で

きるよう、地域包括支援センターの目的や機能などを地域の住民や関係者にあらゆる機

会を利用して周知し、門戸を広げ、利用の促進を図ります。 
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３ 施策の体系 
 

基本理念 基本目標 基本方針 

高
齢
者
が
健
康
を
保
ち
、
生
き
が
い
を
持
っ
て
安
心
し
て
生
活
で
き
る
や
さ
し
い
ま
ち 

１ 
高齢者が自立して健康に暮ら

せる地域社会づくり 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

２ 高齢者の健康づくりの推進 

３ 
需要に応じた居宅サービス及び施設サービス等

の適切な提供 

４ 民間活力を活用した多元的なサービスの提供 

２ 

高齢者が生きがいを持って楽

しく暮らせる活力ある社会づ

くり 

５ 高齢者の生きがいづくりの推進 

３ 
高齢者が安心して生活できる

環境づくり 
６ 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

４ 
高齢者の権利が尊重されるま

ちづくり 

７ 高齢者の介護に対する社会全体での意識の高揚 

８ 高齢者の人権の擁護 
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第４章 介護保険事業計画 施策の体系図 

基本方針 基本施策 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

②介護予防・生活支援サービス事業 

④一般介護予防事業 

●介護予防10年の計 

（２）包括的支援事業 

①地域包括支援センターの機能と役割 

②在宅医療・介護連携の推進 

③認知症施策の推進 

④生活支援サービスの体制整備 

⑤地域ケア会議の開催 

⑥地域包括支援センターの設置 

⑦地域包括支援センター運営協議会 

（３）任意事業 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・生活支援サービス事業 

②一般介護予防事業 

（２）包括的支援事業 

（３）任意事業 

２ 高齢者の健康づくりの推進 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

●介護予防10年の計 

（２）包括的支援事業 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・生活支援サービス事業 

②一般介護予防事業 

（２）包括的支援事業 

（３）任意事業 

①認知症高齢者に係る施策の推進 

②家族介護等への対応 

③在宅サービスの適切な提供 

④施設サービス及び地域密着型サービスの適切な運営の推進 

３ 健康増進活動の推進 

３ 
需要に応じた居宅サービス及び施設

サービス等の適切な提供 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

②介護予防・生活支援サービス事業 

③東京理科大学による多様なサービスの導入についての分析結果 

４ 居宅サービス及び介護予防サービスの適切な提供 

５ 地域密着型サービスの適切な提供 

６ 施設サービスの適切な提供 

７ 介護保険制度の円滑な運営 

４ 
民間活力を活用した多元的なサービ

スの提供 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

④一般介護予防事業 

●介護予防10年の計 



 

  

 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 
（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

②一般介護予防事業 

５ 高齢者の生きがいづくりの推進 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

④一般介護予防事業 

●介護予防10年の計 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

②一般介護予防事業 

（２）包括的支援事業 

６ 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（２）包括的支援事業 

①地域包括支援センターの機能と役割 

②在宅医療・介護連携の推進 

③認知症施策の推進 

④生活支援サービスの体制整備 

⑤地域ケア会議の開催 

⑥地域包括支援センターの設置 

⑦地域包括支援センター運営協議会 

（３）任意事業 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 

（２）包括的支援事業 

（３）任意事業 

①認知症高齢者に係る施策の推進 

②家族介護等への対応 

③在宅サービスの適切な提供 

④施設サービス及び地域密着型サービスの適切な運営の推進 

５ 地域密着型サービスの適切な提供 

６ 施設サービスの適切な提供 

７ 介護保険制度の円滑な運営 

７ 
高齢者の介護に対する社会全体で

の意識の高揚 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

④一般介護予防事業 

●介護予防10年の計 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 
（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

②一般介護予防事業 

８ 高齢者の人権の擁護 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

 

◆地域支援事業 

（２）包括的支援事業 

①地域包括支援センターの機能と役割 

③認知症施策の推進 

２ 地域支援事業の適切な提供 

 

（２）包括的支援事業 

（３）任意事業 

①認知症高齢者に係る施策の推進 

②家族介護等への対応 
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第４章 介護保険事業計画 

１ 地域包括ケアシステムの確立 

第３期計画では、保健・医療・福祉の連携の取れた総合的な地域包括ケアシステムの構

築を目指して地域包括支援センターが創設され、第４期、第５期計画でも引き続き、総合

相談・支援を始め、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケアマネジメント、権利

擁護事業等を実施してきました。 

第６期計画で地域支援事業の大幅な見直しが行われ、新しい介護予防・日常生活支援総

合事業の導入や、包括的支援事業への新たな取組の追加などが行われました。今後は、地

域の社会資源を活用した多様な支援を提供し、野田市全体に地域包括ケアシステムを着実

に根付かせるため、地域包括支援センターが中心となって介護保険施設や医療機関、野田

健康福祉センター、保健センター、社会福祉協議会等との情報や連携のネットワークを構

築していくとともに、民生委員児童委員＃125、保健推進員等の活用や社会福祉協議会の体

制強化を始め、ＮＰＯ法人及びボランティアの育成にも努めていきます。 

 

◆地域支援事業 

地域支援事業は、要介護状態等になる前から介護予防を推進するとともに、地域におけ

る包括的・継続的なケアマネジメント機能を強化する観点から創設されたもので、これま

で介護予防事業、包括的支援事業及び任意事業＃95を実施してきましたが、第６期の平成28

年３月から予防給付＃133の一部と介護予防事業を発展的に再編した新しい介護予防・日常

生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）を開始するとともに、包括的支援事業に

在宅医療・介護連携や認知症施策の推進など、新たな取組が追加され、第７期ではその充

実に取り組むことになります。 

地域支援事業に係る事業費については、基準額が定められており、高齢者福祉施策の全

てを地域支援事業として実施することは不可能ですが、限られた財源の中で高齢者福祉施

策との連携を図りながら、地域支援事業を効率的に実施します。 
 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

要支援認定者については、掃除や買い物などの生活行為（ＩＡＤＬ＃１）の一部が難しく

なっても、排せつ、食事摂取などの身の回りの生活行為（ＡＤＬ）は自立している方が多

くなっています。このような要支援認定者の状態を踏まえると、支援する側とされる側と

いう画一的な関係性ではなく、地域とのつながりを維持しながら、有する能力に応じた柔

軟な支援を受けていくことで、自立意欲の向上につなげていくことが期待されています。 

そのため、要支援認定者の多様な生活支援ニーズに対応するため、従来予防給付として

提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護（以下：介護予防訪問
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介護等）を、市町村の実施する総合事業に移行し、要支援認定者自身の能力を最大限活か

しつつ、従来の介護予防訪問介護等と住民等が参画するような多様なサービスを総合的に

提供していくことが可能な仕組みに見直されました。新しい総合事業は、①介護予防訪問

介護等を移行し、要支援者及び総合事業の事業対象者（以下「要支援者等」という。）に

対して必要な支援を行う介護予防・生活支援サービス事業＃26（介護保険法第115条の45第

１項第１号）と、②第１号被保険者に対して、体操教室等の介護予防を行う一般介護予防

事業＃６（介護保険法第115条の45第１項第２号）という構成となっています。 
 

■介護予防・日常生活支援総合事業の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※71ページの「③東京理科大学による多様なサービスの導入についての分析結果」から、野田市で

は、多様なサービスの導入は、当面の間実施しないこととします。 

 

②介護予防・生活支援サービス事業 

介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応する

ため、介護予防訪問介護等のサービスに加え、住民主体の支援等も含め、多様なサービス

を制度（総合事業）の対象として支援するものです。 

この事業は、「（ア）訪問型サービス（第１号訪問事業）」、「（イ）通所型サービス

（第１号通所事業）」、「（ウ）その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業）」及

び「（エ）介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）」から構成されます。 

 

介護予防・
日常生活
支援総合
事業
（新しい総
合事業）

介護予防・生活
支援サービス事
業(サービス事業)

一般介護予防事業

訪問型サービス
（第１号訪問事業）

通所型サービス
（第１号通所事業）

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）

介護予防ケアマネジメント
（第１号介護予防支援
事業）

【対象者】
・第１号被保険者の全ての者
・その支援のための活動に関わ
る者

【対象者】
（従来の要支援者）

・要支援認定を受け
た者（要支援者）

・基本チェックリスト該当
者（介護予防・生活
支援サービス事業対
象者）

・従来の訪問
介護相当

(専門的サービス)

・多様な
サービス

・従来の通所
介護相当

(専門的サービス)

・多様な
サービス

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

①介護予防把握事業

②訪問型ｻｰﾋﾞｽA(緩和した基準によるｻｰﾋﾞｽ)

①訪問介護

③訪問型サービスB(住民主体による支援)

④訪問型サービスC(短期集中予防ｻｰﾋﾞｽ)

⑤訪問型サービスD(移動支援)

①通所介護

②通所型ｻｰﾋﾞｽA(緩和した基準によるｻｰﾋﾞｽ)

③通所型サービスB(住民主体による支援)

④通所型サービスC(短期集中予防ｻｰﾋﾞｽ)

①栄養改善を目的とした配食

②住民ボランティア等が行う見守り

③訪問型サービス・通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援(訪問型サー
ビス・通所型サービスの一体的提供等)

※上記はサービスの典型例として示しているもの。
市町村はこの例を踏まえて 地域の実情に応じたサービス内容を検討
する。

⑤地域リハビリテーション活動支援事業



 

70  

（ア）訪問型サービス（第１号訪問事業） 

訪問型サービスは、従来の介護予防訪問介護に相当するものと、それ以外の多様な

サービスからなります。 

当市では、従来の介護予防訪問介護に相当するもののみを実施し、需給の動向を注

視することで、多様なサービスの導入について検討していきます。 
 

（イ）通所型サービス（第１号通所事業） 

通所型サービスは、従来の介護予防通所介護に相当するものと、それ以外の多様な

サービスからなります。 

当市では、従来の介護予防通所介護に相当するもののみを実施し、需給の動向を注

視することで、多様なサービスの導入について検討していきます。 
 

（ウ）その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 

その他の生活支援サービスは、要支援者等の地域における自立した日常生活の支援

のための事業で、訪問型サービスや通所型サービスと一体的に行われる場合に効果が

あると認められるものとなっています。 

その他の生活支援サービスとして、総合事業により実施することができるものにつ

いては、以下の三つのサービスが規定されています。 

 

■その他の生活支援サービスの種類 

サービスの種類 サービス内容 

配 食 
栄養改善を目的とした配食やひとり暮らし高齢者に対する見

守りとともに行う配食等 

定期的な安否確認や緊急時

の対応などの見守り 
住民ボランティアなどが行う訪問による見守り 

その他 

訪問型サービス、通所型サービスに準じる生活支援であっ

て、地域における自立した日常生活の支援に資するサービス

として市町村が定める生活支援（訪問型サービス及び通所型

サービスの一体的提供等） 

 

（エ）介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

総合事業による介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援＃24と同様、地域包括支

援センターが要支援者等に対するアセスメント＃３を行い、その状態や置かれている環

境等に応じて、本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを作成するも

のです。 

要支援者で、予防給付によるサービスを利用するケースについては、予防給付の介

護予防サービス計画費が支給されます。要支援者等で、予防給付によるサービスの利

用がないケースについては、引き続き介護予防ケアマネジメントが行われます。  
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③東京理科大学による多様なサービスの導入についての分析結果 

 多様なサービスの導入については、需給の動向を調査した上で決定するとしておりま

したが、市と東京理科大学（表１）との次の共同研究を行ったところ、介護予防・生活

支援サービス事業の多様なサービスの導入は、当面実施しないこととなりました。 

 

表１ 東京理科大学の共同研究者とその役割 

氏 名 所 属 ・ 職 名 担 当 

髙嶋 隆太 東京理科大学理工学部経営工学科 准教授 研究統括、経済的手法による需給動向分析 

安井 清一 東京理科大学理工学部経営工学科 講師 アンケート調査結果の統計分析 

伊藤 真理 東京理科大学理工学部経営工学科 助教 サービス現状調査、数理評価モデルの構築 

 

（ア）調査方法 

各種調査のうち、自立・要支援１・要支援２の方を対象とした介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査（以下「ニーズ調査」という。）の中で調査をしました。 
 

（イ）分析方法 

政府や地方自治体等の施策の実施に対して、経済性の観点から評価する「費用便益分

析」があります。便益と費用との差が正の値（０より大きい値）であれば、施策を実施

することは合理的であると判断する手法です。この費用便益分析の便益とは、政策実施

を考える地域の住民が、その政策に対してどの程度のお金（税金）を支払って良いかと

いう指標で見積もられ、この指標を「支払意思額」といいます。ニーズ調査において、

介護保険の新規サービスに対する市民の支払意思額を測定することで便益を算出し、費

用便益分析を実施しました。 

ニーズ調査における介護サービスへの支払意思額に関する質問項目は、二肢選択形式

（ダブルバウンド：２回金額を提示しているもの）により実施しています。本方式によ

り支払意思推定するために、経済理論（ランダム効用理論：効用（満足度）は観察可能

なものと不可能なものに分けられ、実際に選択されたものが最も効用が高いと仮定し、

選択確率を算出する理論）に基づいた統計モデル（対数線形ロジットモデル）を用いま

した。 
 

（ウ）分析結果及び考察 

表２に示されているサンプルから、下記に示すそれぞれのケースについて年間の支

払意思額を推定しました。 

① 介護保険施設や介護サービスの維持（現状維持） 

② 生活援助が含まれた場合 

③ 保健師等による居宅での相談や指導が含まれた場合 

④ 病院等への移動や外出の支援が含まれた場合 

表３には、それぞれのケースにおける男女別、年齢別、生活圏域別の支払意思額が

示されています。変数がＮの行の支払意思額は、それぞれのケースの平均を表してい

ます。「①現状維持」と比較し、②から④までは新しいサービスが付加された状況を

表しているため、支払意思額が高い値を示しています。特に「④病院等への移動や外

出の支援が含まれた場合」の支払意思額が最も高く、野田市内において、移動や外出

の支援の必要性があるものと考えられます。「①現状維持」の値（1,208円）は、費用

である保険料より高いことを意味しており、正味の便益が正であることを表していま
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す。近隣市では、月額300円程度保険料が増加することが見込まれていることから、野

田市でも同程度保険料が増加することが想定されます。その場合、保険料が年間3,600

円ほど増加することとなり、「①現状維持」の値を上回っているため、正味の便益は

負の値となることが分かります。介護保険サービスは、これから迎える超高齢化社会

において必要不可欠なものであり、正味の便益が負であるとしても、現状のサービス

事業は実施されるべきであると考えられます。しかし、現状のサービスの便益が負で

あることから、②から④までのような新しいサービスを付加する投資を行うことは、

難しい状況であると判断することが望ましいと考えられます。特に、最も支払意思額

が高い④でも、支払意思額は1,989円であり、この場合も正味の便益は負となります。 

以上より、本調査・分析から、新たに多様なサービスを導入することは現実的では

ないことが示唆されます。しかし、市民はそれぞれの新しいサービスの必要性は感じ

ているため、今後も需給の動向を注視し、多様なサービスの導入について様々な角度

から検討していく必要があると考えます。 
 

表２ サンプル特性 

変数 回答数（人） 割合（％） 

Ｎ 709 － 

性別 
男 335 47.25 

女 374 52.75 

年齢 

65歳から69歳 236 33.29 

70歳から79歳 352 49.65 

80歳以上 121 17.07 

日常生活圏域 

中央・東部地区 173 24.40 

南部・福田地区 186 26.23 

北部・川間地区 178 25.11 

関宿地区 172 24.26 

要支援１ 15 2.12 

要支援２ 18 2.54 

 

表３ 各変数別の支払意思額（円） 

変数 ① ② ③ ④ 

Ｎ 1,208 1,704 1,564 1,989 

性別 
男 1,084 1,580 1,458 1,849 

女 1,317 1,828 1,682 2,139 

年齢 

65歳から69歳 1,052 1,724 1,640 2,261 

70歳から79歳 1,346 1,710 1,468 1,721 

80歳以上 1,531 1,607 1,679 2,203 

日常生活圏域 

中央・東部地区 1,212 2,135 2,019 2,450 

南部・福田地区 1,253 1,607 1,489 1,772 

北部・川間地区 1,137 1,409 1,187 1,766 

関宿地区 1,230 1,722 1,684 2,150 

 

※当分析は、介護保険料が設定される前に行った分析です。なお、実際の介護保険料の月額基準

額において、当分析結果に変更はありません。  
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④一般介護予防事業 

一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービスとの

役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住

民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、通いの場が継続的に拡大

していくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専門

職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生きがい・役

割を持って生活できる地域の実現を目指すことを目的としています。 

この事業は、「（ア）介護予防把握事業」、「（イ）介護予防普及啓発事業」、

「（ウ）地域介護予防活動支援事業」、「（エ）一般介護予防事業評価事業」、

「（オ）地域リハビリテーション活動支援事業」から構成されます。 

 

（ア）介護予防把握事業 

地域の実情に応じて収集した情報等（例えば、民生委員児童委員等からの情報など）

の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する方を把握し、介護予防活動へつ

なげます。 
 

（イ）介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、パンフレットの作成・配布の

ほか介護予防講座を開催します。 
 

（ウ）地域介護予防活動支援事業 

地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を行います。 
 

（エ）一般介護予防事業評価事業 

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、一般介護予防事業の

事業評価を行います。 
 

（オ）地域リハビリテーション活動支援事業 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、

サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与

を促進します。 
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●介護予防10年の計 

野田市は、平成29年度より「介護予防10年の計」として長期的な視点で一般介護予防事

業を刷新し、介護予防に関する知識の向上を目指し、 

（ア）シルバーリハビリ体操 

（イ）のだまめ学校 

（ウ）えんがわ 

（エ）市民ボランティアの育成 

（オ）介護予防サポート企業 

（カ）広報戦略 

の六つの戦略を柱とした新たな一般介護予防事業を実施しています。 

新たな一般介護予防事業に取り組むことで、健康寿命が延伸し、元気な高齢者が増え、

要介護・要支援者の少ないまちづくりを推進していきます。 

（ア）シルバーリハビリ体操 

身体能力が低下した高齢者でも無理なく行える92種類の体操で、市民の体操指導士

が一般の市民を指導する仕組みのため、多くの専門職を必要としない体操です。 

（イ）のだまめ学校 

スーパーなどに出向いて行う出前ミニ講座、保健センターで「のだまめ学校」の全

講座を網羅する本講座、本講座の中から市民の要望に応じて身近な場所に出前する出

前講座を行います。 

（ウ）えんがわ 

介護予防や孤立化防止のための活動場所の開設時に補助を行うもので、既存の地区

社協の活動も対象とし、市内全域での開設を目指します。 

（エ）市民ボランティアの育成 

新たなシルバーリハビリ体操指導士、野田市介護予防サポートボランティアの会の

介護予防サポーター、ボランティアポイント制度の介護支援ボランティアに加えて、

のだまめ学校ボランティアを新設します。 

（オ）介護予防サポート企業 

介護予防に資する取組を行う企業に事前に登録いただき、市の後援や周知協力を可

能とします。 

（カ）広報戦略 

作成した「介護予防10年の計」のロゴマークやプロモーションビデオを活用し、一

般介護予防事業の普及啓発を行います。また、市のイベント等に参加して介護予防の

啓発活動を行います。 
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●ロゴマーク               ●普及啓発ポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●プロモーションビデオ 「やさしい手を持ってる」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）市ホームページのページ番号※：1012178 

※市ホームページ内の検索欄でページ番号を入力し検索すると「介護予防10年の計」の

ページのリンクが表示されます。 

  

・はつらつ教室事業 

・高齢者筋力向上トレーニング事業 

・二次予防＃91評価事業 

・健康づくり教室 

・一次予防＃５事業評価事業 

①シルバーリハビリ体操 

②のだまめ学校 

③えんがわ 

④市民ボランティアの育成 

⑤介護予防サポート企業 

⑥広報戦略 

従 来 再編後 
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（２）包括的支援事業 

①地域包括支援センターの機能と役割 

地域包括支援センターの役割については、「公正・中立な立場から、地域における総

合的な介護予防システムの確立を目指す」とされており、日常生活圏域ごとに地域包括

支援センターを１か所ずつ設置することが望ましいとされ、以下の事業を一体的に実施

する中核拠点として位置付けられています。 

（ア）介護予防ケアマネジメント 

地域包括支援センターでは、高齢者の生活機能の低下を予防するための介護予防ケ

アプランの作成やその評価を実施するとともに、要支援者に対するアセスメントの後

の介護予防サービス計画書作成や評価なども行い、両者を包括的・継続的にケアマネ

ジメントし、要介護状態等となることの予防及び悪化防止のため要支援者等へのケア

マネジメントを実施していきます。 

（イ）総合相談・支援 

高齢者とその家族の各種相談を幅広く受け付け、相談内容に応じて、行政機関、野

田健康福祉センター、医療機関、サービス事業者、民生委員児童委員、各種ボラン

ティアなどの必要な社会支援サービスや制度が利用できるよう、情報提供や関係機関

との連絡調整など、制度の垣根にとらわれない総合的な支援を行っていきます。 

（ウ）権利擁護事業 

高齢者が地域において尊厳のある生活を維持し、安心して生活が送れるよう、ニー

ズに即した適切なサービス提供や関係機関へのつなぎなどを行い、専門的かつ継続的

な視点から本人の生活維持を図っていきます。 

認知症等によって判断能力の低下がみられる場合、その方の生活や権利を守るた

め、成年後見制度の利用支援を行います。 

（エ）包括的・継続的ケアマネジメント 

地域のケアマネジャーの日常的な業務の円滑な実施を支援するため、相互の情報交

換等を行う場を設定するなど、ケアマネジャーのネットワークを構築します。 

また、地域のケアマネジャーが抱える支援困難事例について、適宜、地域包括支援

センターの各専門職、地域の関係者及び関係機関との連携の下で、具体的な支援方針

を検討し、助言指導等を行います。 

②在宅医療・介護連携の推進 

在宅医療・介護連携を推進するための資源の現状に関する情報収集を行い、当該情報

を踏まえ、介護サービス事業者及び医療機関のリストを作成しており、関係機関相互の

情報共有を図るとともに、在宅医療・介護連携の関係者が参加する会議や研修会の開催

などを通じて、関係機関の連携を強化していきます。 
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また、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者のニーズに応じて、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護などの充実と普及を図り、24時間、365日対応できる体制を構築して

いきます。さらに、医療・介護連携に基づいた認知症施策の充実にも努めます。 

③認知症施策の推進 

認知症ケアパスを活用し、医療・介護など地域の連携の下で認知症施策を総合的に推

進します。 

認知症進行の予防には早い段階からの対応が効果的であることから、各地域包括支援

センターに認知症地域支援推進員を配置しており、認知症初期集中支援チーム＃99と連携

しながら、認知症の早期発見・早期診断を図ります。 

また、認知症サポーターの市民２万人の養成を目標に掲げ、認知症サポーター養成講

座の開催、認知症高齢者と家族の交流の場となるオレンジカフェ（認知症カフェ）事業

補助金制度の普及及び認知症に関する広報・啓発に努めることで地域住民の認知症理解

を深めていきます。 

さらに、キャラバン・メイト＃34の養成講座受講者のうち、積極的な活動を希望する方

に活動の機会を提供し、地域を支える担い手として活躍していただきます。 

④生活支援サービスの体制整備 

介護予防・生活支援サービス事業を実施するため、市が実施する高齢者支援だけでな

く、ＮＰＯ法人や市民団体、ボランティア、町内会・自治会、福祉関係者・関係団体等

が実施する様々な支援の取組を把握・発展させていくとともに、支援の担い手のネット

ワーク化を図ることにより、地域全体を含んだ多様で効果的な支援体制の構築が必要と

なりますが、東京理科大学との共同研究の結果、多様なサービスの導入は見送ることと

しました。今後も引き続き検討していきます。 

また、地域の様々な支援の担い手に、既存サービスの拡充、新たなサービスの創出を

働きかけ、緊密な連携を図りながら同事業の実施体制を確保していきます。 

生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向け、地域資源の開発やネットワー

ク構築などのコーディネート機能を担う介護予防・生活支援コーディネーターを配置す

るとともに、担い手同士の情報共有及び連携強化の場として協議体を設置していきま

す。 

⑤地域ケア会議の開催 

第６期で地域支援事業実施要綱の一部改正により、地域ケア会議の設置・運営につい

て明記されました。高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、高齢者個

人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備（地域づくり）を同時に図ってい

きます。 

⑥地域包括支援センターの設置 

地域包括支援センターの運営については、野田市行政改革大綱における基本的な考え
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方である民間活力の有効活用の観点から、原則として、委託による運営を整備していま

す。 

ただし、地域包括支援センターについては、その責任主体が市になることや、地域支

援事業及び予防給付のケアマネジメント業務を実施するなど、「地域における総合的な

マネジメントの中核的機関」と位置付けられており、中央・東部地区の地域包括支援セ

ンターは市が直営で運営していました。 

また、平成24年度に南部・福田地区地域包括支援センターを設置し、全ての日常生活

圏域に地域包括支援センターを１か所ずつ整備してきました。 

なお、中央・東部地区については、引き続き高齢者人口が多いことから、圏域内二つ

目の地域包括支援センター（中央地区地域包括支援センター）として、愛宕駅東第一土

地区画整理事業地内に整備している特別養護老人ホーム内に平成30年４月開設を予定し

ています。これに伴い野田地区地域包括支援センターを東部地区地域包括支援センター

に変更し、基幹的な機能と担当圏域を併せ持つ地域包括支援センターとします。 
 

■野田市の地域包括支援センター 

センター名 設立年月日 担当区域 運営方法 

東部地区地域包括支援センター 平成18年４月１日 東部地区 市直営 

中央地区地域包括支援センター 平成30年４月１日 中央地区 委託 

南部・福田地区地域包括支援センター 平成24年８月11日 
南部・ 

福田地区 
委託 

北部・川間地区地域包括支援センター 平成20年１月１日 
北部・ 

川間地区 
委託 

関宿地区地域包括支援センター 平成18年４月１日 関宿地域 委託 

⑦地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センター運営協議会の協議内容等については、協議の迅速化及び結果の

一元化を考慮し、野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会の協議事項と

して条例で制定しており、今後も当該推進等委員会で協議を行います。 
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（３）任意事業 

地域支援事業が創設されるまで、介護予防・地域支え合い事業で実施していた事業の

うち、必須事業（介護予防事業及び包括的支援事業）とはならないものの、市の判断で

地域支援事業として実施している事業です。 
 

【実施している事業】（事業内容及び目標量は後述） 

・高齢者等を支え合うＳＯＳネットワーク事業 

・配食サービス事業 

・認知症サポーター育成事業 

・徘徊高齢者家族支援サービス事業 

・家族介護者等助成事業 

 

（４）地域支援事業における利用者負担の在り方 

地域支援事業について、介護保険法では、第115条の45第５項において「市町村は、地

域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、利用料を請求するこ

とができる」としており、介護給付費と同じ財源構成となっていることから、保険料負

担による介護給付費の受給を原則とした介護保険制度の趣旨に基づき、野田市では、地

域支援事業に係る事業について、利用料を負担していただいております。 

対象となる事業については、「配食サービス事業」となり、平成17年10月の介護保険

法改正に伴う施設給付の居住費・食費自己負担の原則を踏まえ、これまでどおり利用者

負担をしていただくこととします。 

なお、その他の高齢者福祉事業については、今後、地域支援事業に取り込む事業とな

ることも考えられることから、当該事業の利用者負担について事業内容を十分に協議し

た上で、野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会で検討していただきな

がら決定します。 
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２ 地域支援事業の適切な提供 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・生活支援サービス事業 

事業名 訪問型サービス（第１号訪問事業） 所管 介護保険課 

現状 
平成 28 年３月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始したことに伴い、従来の介護

予防訪問介護に相当する事業を実施しています。 

課題 
需給の動向を注視しながら、多様なサービスの導入について検討していく必要がありま

す。 

施策の 

方針 

需給の動向を注視しつつ、今後も従来の介護予防訪問介護に相当する事業を実施していき

ます。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 ― 1,808人 3,744人 3,972人 4,128人 4,260人 

 

事業名 通所型サービス（第１号通所事業） 所管 介護保険課 

現状 
平成 28 年３月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始したことに伴い、従来の介護

予防通所介護相当する事業を実施しています。 

課題 
需給の動向を注視しながら、多様なサービスの導入について検討していく必要がありま

す。 

施策の 

方針 

需給の動向を注視しつつ、今後も従来の介護予防通所介護相当の事業を実施していきま

す。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 ― 3,133人 5,220人 5,568人 5,832人 6,084人 

 

事業名 その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 所管 介護保険課 

現状 
平成 28 年３月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始しましたが、その他の生活支

援サービスは導入していません。 

課題 その他の生活支援サービスの必要性について検討していく必要があります。 

施策の 

方針 
必要に応じて、その他の生活支援サービスの導入について検討していきます。 
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事業名 介護予防ケアマネジメント(第１号介護予防支援事業) 所管 介護保険課 

現状 
平成 28年３月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始したことに伴い、介護予防支

援と同様のケアマネジメントを実施しています。 

課題 
利用者に対して的確にケアマネジメントを行うため、制度内容を的確に把握することが

必要となります。 

施策の 

方針 
今後も、介護予防支援と同様のケアマネジメントを実施していきます。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 ― 2,825人 5,702人 11,627 人 15,581人 18,227人 

 

②一般介護予防事業 

事業名 シルバーリハビリ体操 所管 介護保険課 

現状 
平成 29 年度より本事業を開始し、初級指導士養成講習会と市内全域で体験教室を実施し

ました。 

課題 
シルバーリハビリ体操の認知度を上げる必要があります。また、初級指導士となった市民

のフォローアップや地域で速やかに活動できるようにする必要があります。 

施策の 

方針 

５年間で 500 人の初級指導士養成を目指し、市報、ホームページや体験教室を通じてシル

バーリハビリ体操を普及させていきます。また、初級指導士となった市民のフォローアッ

プのために体験教室を活用するほか、地域で活動できるよう必要な支援を行っていきま

す。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

初級指導士 
養成数 

― ― 90人 180 人 90人 90人 

体験教室 
開催数 

― ― 17回 24 回 24回 24回 
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事業名 オリジナル体操普及事業 所管 保健センター 

現状 

介護予防のためのオリジナル体操（えだまめ体操）を市民に普及するため、オリジナル体

操作成委員を始め介護予防サポーター（ボランティア）の協力を得ながら普及・啓発活動

を行っています。 

オリジナル体操（えだまめ体操）のＤＶＤの貸出やリーフレット等の配布、保健師による

体操の実演により、普及・啓発を行いましたが、参加者数が計画値を下回りました。 

課題 オリジナル体操（えだまめ体操）の認知度が不十分。 

施策の 

方針 

オリジナル体操（えだまめ体操）を更に多くの市民の方に周知させるため、様々な媒体や

機会（健康教育）を通じてＰＲしていきます。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 7回 6回 10回 8 回 8回 8 回 

参加者数 450人 413人 400人 450 人 450人 450人 

 

事業名 のだまめ学校 所管 介護保険課 

現状 

のだまめ学校は、平成 29 年度に開校し、介護予防に関する知識の向上を目指して保健セ

ンターで行う本講座、本講座の中から市民の要望に応じて身近な場所に出前する出前講

座、スーパーなどに出向いて行う出前ミニ講座を行いました。 

課題 
のだまめ学校の認知度を上げ、本講座の受講者や出前講座の依頼数を増やしていくことが

必要です。また、出前ミニ講座を効果的に行うため、実施場所を開拓する必要があります。 

施策の 

方針 

市報、ホームページの活用や出前ミニ講座をいろいろな場所で行うことで、のだまめ学校

の普及啓発を行っていきます。 

実績と見込み 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

本講座参加者 ― ― 1,440人 5,760人 5,760人 5,760人 

出前講座 
参加者 

― ― 480人 1,920人 1,920人 1,920人 

出前ミニ講座
参加者 

― ― 480人 1,920人 1,920人 1,920人 
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事業名 えんがわ 所管 介護保険課 

現状 
介護予防や孤立化防止のための活動場所の開設時に補助を行う事業で、平成 29 年度中に

制度を整備し、平成 30年度より、事業を開始する予定です。 

課題 
市内全域にえんがわを広げるため、制度の周知を行い、えんがわの開設を増やしていく必

要があります。 

施策の 

方針 

今後 10 年間で約 40 か所の開設を目指し、市報やホームページを活用して普及啓発を行

います。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

開設数 ― ― ― 4か所 4か所 4か所 

 

事業名 シルバーサロン事業 所管 介護保険課 

現状 

平成 24年６月にＮＰＯ法人ゆう＆みいが運営するシルバーサロン「はつらつ・ゆうみい」

がオープンし、平成 27 年３月に２拠点目となるシルバーサロン「元気」がスタートしま

した。シルバーサロンの参加者は年々増加しています。特に、「元気」は大幅に利用者が

増えました。 

課題 
シルバーサロンへの新規の参加者を増やすため、シルバーサロンの認知度を上げていく必

要があります。 

施策の 

方針 

現在、ＮＰＯとの協働事業として、２拠点の開設となっているため、ボランティア団体を

活用し、地域に気軽に立ち寄れるシルバーサロンを日常生活圏域ごとのニーズを把握しな

がら、事業の拡大を推進します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
参加者数 

（はつらつ・ 
ゆうみい） 

5,214人 5,157人 5,500人 5,800人 5,900人 6,000人 

参加者数 
（元気） 

3,348人 5,870人 6,000人 6,100人 6,200人 6,300人 

 

事業名 市民ボランティアの育成 所管 介護保険課 

現状 

新たなシルバーリハビリ体操指導士、野田市介護予防サポートボランティアの会の介護

予防サポーター、ボランティアポイント制度の介護支援ボランティアに加えて、のだまめ

学校ボランティアを新設しました。 

課題 
新設したのだまめ学校ボランティアを増やすため周知することや、既存のボランティア

を効果的に活用していく必要があります。 

施策の 

方針 

のだまめ学校でのだまめ学校ボランティアの積極的な勧誘や既存のボランティアを含め

た活用方法を検討していきます。 
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事業名 介護支援ボランティア制度 所管 介護保険課 

現状 

高齢者が社会貢献し、自らの介護予防に取り組むための施策として、行ったボランティア

活動にポイントを付与し、交付金に転換することができるボランティアポイント制度で新

たなボランティアが増加しなくなっています。 

課題 
制度の周知と説明会にいかに足を運んでもらうかが課題です。 

説明会の実施場所、実施回数等を検討する必要があります。 

施策の 

方針 

現在 226 人のボランティアがおり、施設へのボランティア活動を継続して実施していき

ます。在宅でのボランティア活動については、介護予防・生活支援サービス事業の需給の

動向の調査を参考に検討します。また、在宅でのボランティア活動も対象とするなど、活

動内容を検討し推進します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
養成人数 
（累計） 

165人 226人 290人 390 人 490人 590人 

 

事業名 介護予防サポート企業 所管 介護保険課 

現状 
介護予防に資する取組を行う企業に事前に登録いただき、市の後援や周知協力を可能と

する事業で、平成 30年度より、事業を開始する予定です。 

課題 
介護予防サポート企業に登録した企業をどう介護予防事業で活用していくか検討してい

く必要があります。 

施策の 

方針 

介護予防サポート企業の登録企業数を増やすため、市報やホームページで周知するとと

もに、市の介護予防事業への活用方法を検討していきます。 

 

事業名 広報戦略 所管 介護保険課 

現状 

介護予防の共通マークやＰＲ映像を作成しました。また、子どもから高齢者まで市民が集

う「介護予防 10 年の計」普及啓発イベント「つなげてフェスタ」を総合公園、関宿総合

公園で開催しました。 

課題 作成した共通マークやＰＲ映像を効果的に活用していく必要があります。 

施策の 

方針 

市報やホームページを活用し、「介護予防 10年の計」の事業をＰＲするとともに、市内イ

ベントに参加し、一般介護予防事業の普及啓発を行っていきます。 
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（２）包括的支援事業 

事業名 地域包括支援センターの整備・充実 所管 介護保険課 

現状 

地域包括支援センターでは、高齢者を対象とした①介護予防ケアマネジメントの実施、

②高齢者や家族に対する総合相談・支援、③高齢者に対する虐待の防止、早期発見等の

権利擁護事業、④支援困難ケースへの対応等、ケアマネジャーへの後方支援やネットワー

クづくりを行っています。また、平成 29年度から、介護予防ケアマネジメントに関して

は、総合事業の介護予防・生活支援サービス事業と介護予防サービス（要支援者のみ）を

組み合わせて実施しています。また、包括的支援事業の４事業を継続実施しました。 

課題 

高齢者の増加に伴い、年々相談件数が増加し、中でもひとり世帯や老老介護、虐待、認知

症等支援困難なケースが増加しており、問題解決に向けた関係機関の連携、支援体制の

強化が課題となっています。 

施策の 

方針 

高齢者の増加に対応するため、平成 30年度に中央・東部地区に２箇所目の地域包括支援

センターとして中央地区地域包括支援センターを設置し、野田地区地域包括支援セン

ターを東部地区地域包括支援センターに変更します。 

 

事業名 地域ケア会議 所管 介護保険課 

現状 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることを支援するため、日常生活圏域に設

置された地域包括支援センターが中心となり、医療・介護等多職種が連携を図りながら、

高齢者個人に対する支援と、それを支える社会基盤の整備と地域づくりを同時に図り、地

域包括ケアシステム構築の一つの手法として活用しています。 

地域ケア個別ケア会議、地域ケア地区別会議、地域ケア包括会議に加え、地域ケア推進会

議を開催し、四つの日常生活圏域ごとに地域課題から重点課題を抽出し、解決に向けた対

応計画を策定し評価を行うＰＤＣＡサイクルにより取り組みました。 

課題 
地域ケア会議で見えてきた地域課題を把握し、必要な地域づくり、資源の開発について検

討を行う必要があります。 

施策の 

方針 

各地域包括支援センターが中心となり、地域の住民や関係者を交えた「地域ケア会議」を

開催し、「小規模ネットワーク」の構築を進めていきます。 

さらに、地域ケア会議で見えてきた地域課題について、東部地区地域包括支援センターが

中心となり、課題解決に向けて、担い手となる市民、地域、関係機関等との連携を図り、

地域包括ケアネットワークの拡大、重層化を目指します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

地域ケア会議 
開催回数 

11回 10回 11回 12 回 12回 12回 
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事業名 地域包括支援センター連絡会 所管 介護保険課 

現状 
担当の日常生活圏域を越えた野田市内の地域包括支援センター間の情報交換、連携を図る

目的で毎月１回開催しています。 

課題 

高齢化が進むにつれて、高齢者が抱える問題が多様化しており、支援が困難になるケース

が増加しています。地域包括支援センター連絡会を通じて、ケースの対応に向けた、研修

及び事例検討等を行い、各地域包括支援センターの実践力向上を図っていく必要がありま

す。 

施策の 

方針 

野田市における取り組むべき課題の議論、情報交換、事例検討、研修等により関係者の連

携及び実践力を向上していくため、今後も地域包括支援センター連絡会を定期的に開催し

ていきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
地域包括支援
センター連絡会

開催回数 
月 1回 月 1回 月 1回 月 1 回 月 1回 月 1回 

 

事業名 高齢者虐待防止ネットワーク協議会 所管 介護保険課 

現状 
多様化する高齢者虐待事例に対応するため、高齢者虐待防止ネットワーク協議会において

関係機関との連携の充実、強化を図っています。 

課題 

代表者会議等を通じて、高齢者虐待の防止及び高齢者の養護者＃131に対する支援に関する

協議を行いました。虐待件数の増加が見込まれるため、今後も代表者会議の充実を図る必

要があります。 

施策の 

方針 

今後も代表者会議等を通じて、関係機関の野田市における虐待事例の報告及び課題を把握

し、各関係機関の相互理解と役割の明確化を図ります。また、虐待事例の解決に向けた関

係機関との協力体制の構築や連携の在り方など、虐待事例解決の検証や情報交換を行う環

境整備を整えながら実施します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

代表者会議の 
実施回数 

1回 1回 1回 1 回 1回 1回 

実務者会議の 
実施回数 

1回 0回 随時 随時 随時 随時 
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事業名 在宅医療・介護連携の推進 所管 介護保険課 

現状 

医療と介護の両方が必要になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けること、在宅医療と介護を一体的に提供すること、医療機関と介護事業所等の関係

者の連携を推進することを目的に医療・介護関係者が参画する野田市在宅医療介護多職種

連携会議を定期的に開催し、ＩＣＴ＃２や各専門分野の研修を行っています。また、地域の

医療福祉資源を把握し医療と介護の連携リストの作成・活用を行っています。 

課題 

在宅医療・介護連携の現状の把握・課題の抽出、医療・介護関係者の情報共有の方法、地

域住民が必要なサービスを適切に利用できるような普及啓発の方法等の検討が課題と

なっています。 

施策の 

方針 

在宅医療・介護連携推進事業として①地域の医療・介護の資源の把握、②在宅医療、介護

連携の課題の抽出と対応策の検討、③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築

推進、④医療・介護関係者の情報共有の支援、⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援、

⑥医療・介護関係者の研修、⑦地域住民への普及啓発、⑧在宅医療・介護連携に関する関

係市町村の連携について取り組んでおり、今後も引き続き課題について検討し、実施して

いきます。また、24 時間 365 日の在宅医療・介護提供体制の構築や、在宅医療に関する

普及啓発等に取り組み、在宅医療・介護の提供体制を整備について検討していきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

多職種連携会
議の実施回数 

1回 2回 4回 4 回 4回 4回 

※H27・28年は医師会主催、H29年は市主催 
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事業名 オレンジカフェ（認知症カフェ）の推進  所管 介護保険課 

現状 

認知症の人やその家族、地域住民、専門職等が集い、認知症の人を支えるつながりを支援

し、認知症の人の家族の負担軽減を図るため、平成 29 年度より野田市認知症カフェ事業

補助金交付規則を制定し、オレンジカフェを開催する団体に対し、事業の経費の一部を補

助することとしました。認知症になっても安心して暮らせるまちづくりを目指し、広報や

各団体へ働きかけ事業の周知に努め、認知症に対する社会の理解を深めサポートの輪を

広げています。 

課題 

認知症カフェ事業補助金交付事業は平成 29 年度からの新規事業であるため、申請件数が

少ない状況であり、今後各関係者と連携し、事業の周知等を強化していく必要がありま

す。 

施策の 

方針 
引き続き、事業の周知を強化し、地域にオレンジカフェを拡大していきます。 

 

事業名 認知症施策の推進 所管 介護保険課 

現状 

現在、認知症高齢者とその家族への介護サービスや支援を充実するために医師会と連携を

図り、市直営の地域包括支援センターで認知症初期集中支援チームを設置するとともに認

知症ケアパスの作成を進めています。また、各地域包括支援センター職員に対して、認知

症地域支援推進員の受講を進めています。 

さらに、認知症サポーターの養成及び認知症カフェ事業補助金交付等を実施し、認知症に

対する社会の理解を深めサポートの輪を広げていくことができました。 

課題 
地域で暮らす認知症の人やその家族が安心して過ごすことができる地域となるよう、各関

係者との連携や事業の周知等を強化していく必要があります。 

施策の 

方針 

・今後も、認知症になっても安心して暮らせるまちづくりを推進するため、次のことにつ

いて実施します。 

・平成 30 年４月から認知症初期集中支援チームを東部地区地域包括支援センターに設置

します。認知症の方やその家族に関わり、早期診断、早期対応に向けた支援を行います。 

・認知症初期集中支援チーム員研修に東部地区地域包括支援センターから２名が受講（保

健師、社会福祉士）しています。 

・認知症地域支援推進員研修が未受講の各地区包括支援センター職員を受講させ、各地域

包括支援センターで人数割で職員を配置します。 

・認知症高齢者等を抱える家族交流会を実施します。 

・認知症ケアパスの作成と普及啓発を進めます。 

・認知症講演会を実施します。 

・認知症カフェ事業補助金交付規則の普及啓発を進めます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
認知症初期 
集中支援 
チーム員 

研修受講者数 

― 2人 4人 1 人 1人 1人 

認知症地域 
支援推進員 
配置人数 

2人 9人 12人 14 人 16人 18人 
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事業名 生活支援サービスの体制整備 所管 介護保険課 

現状 

平成 27 年度から生活支援サービス充実に関する研究会を立ち上げ協議体に発展させ、情

報の共有や連携の場として機能させます。この協議体の中からコーディネーターを選出

し資源開発、ネットワーク構築を進めます。 

また、介護予防・生活支援サービス事業の充実のため既存資源であるＮＰＯの掘り起こし

やシルバー人材センター＃63との協議を進めます。 

さらに、既に養成が進んでいる介護サポートボランティアとの協働を進めるため、資源の

発掘、体制づくりを行い、介護ボランティア制度も有効利用します。 

課題 

今後、支援が必要となる高齢者が増加することに伴い、介護予防・生活支援サービス事業

を提供するための基盤整備を推進することが必要となります。 

特に、総合事業の円滑な実施を図り、地域資源を活かした生活支援や介護予防の取組を充

実させる必要があります。 

施策の 

方針 
生活支援コーディネーターは、介護保険課が担当することで検討しています。 
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（３）任意事業 

①認知症高齢者に係る施策の推進 

高齢者の増加に伴い、特に重要性が増している認知症高齢者への取組を重点的に進

め、高齢者が自らの意思に基づき、自立し尊厳のある生活を送るとともに、家族介護者

への支援が図られるような環境づくりを推進します。 
 

事業名 高齢者等を支え合うＳＯＳネットワーク事業 所管 高齢者支援課 

現状 
認知症高齢者が徘徊等によって所在不明となった場合に、防災行政無線やまめメールなど

を利用して情報を発信し、早期発見や保護につなげています。 

課題 

市内全域に防災行政無線が設置されたことにより、広く情報発信を行うことが可能になり

ましたが、徘徊を繰り返す方の捜索依頼もあることから、適切な介護サービスの利用につ

なげ、徘徊させないための対策の検討が必要です。 

また、高齢者を保護した場合に一時的に収容するための施設の確保などが課題となってい

ます。 

施策の 

方針 

防災行政無線やまめメールによる捜索依頼時には、多くの市民の協力を得るため、啓発活

動を実施します。 

保護した高齢者を一時的に収容するための施設の確保等について検討します。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用件数 19件 9 件 25件 

 

事業名 徘徊高齢者家族支援サービス事業 所管 高齢者支援課 

現状 
徘徊高齢者を介護する家族にＧＰＳ＃54 発信機を貸与し、徘徊があった場合にＧＰＳ発信

機で居場所を家族が確認して、早期発見や事故防止を図っています。 

課題 

徘徊高齢者がＧＰＳ発信機を身体から外して徘徊した場合は、居場所の確認ができないこ

とから、防災行政無線やまめメールによる捜索時には、多くの市民の協力を得る必要があ

ります。また、ＧＰＳ発信機以外の徘徊高齢者の発見につながる対策の検討が必要です。 

施策の 

方針 

認知症高齢者がＧＰＳ発信機を身体から外して徘徊した場合は、ＧＰＳ発信機で居場所を

確認できないことから、防災行政無線やまめメールによる捜索依頼時には、多くの市民の

協力を得るため、啓発活動を実施します。 

また、安心カードの配布などＧＰＳ発信機以外の徘徊高齢者の発見につながる対策につい

て検討します。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

貸与件数 2件 2 件 2件 
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事業名 成年後見制度の普及・啓発 所管 高齢者支援課 

現状 

認知症高齢者等に対する権利擁護の一環として、判断能力が不十分な高齢者や、身寄りの

ない認知症高齢者の権利擁護のため、市長が審判の申立てを行い、申立費用や成年後見人

等に対する報酬の支払が困難な高齢者には費用の助成を行っています。 

課題 

身寄りのない認知症高齢者は増加傾向にあり、成年後見制度の市長申立件数や成年後見人

等に対する報酬の支払も増加傾向にあることから、市民に分かりやすい情報提供が必要で

す。 

施策の 

方針 

市報等を活用し、制度や事業内容の周知を徹底するとともに、関係機関と連携した相談体

制の充実強化を図ります。判断能力が不十分な高齢者等の申立てに要する費用の負担及び

成年後見人等の報酬に対する助成を行う成年後見制度利用支援事業の活用を推進します。 

また、制度を担う市民後見人＃55の養成を進めます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

申立件数 6件 6 件 6件 

 

事業名 認知症サポーター育成事業 所管 介護保険課 

現状 

認知症を理解し、認知症の人とその家族を見守る認知症サポーターを育成します。 

また、認知症サポーターを増やす必要があるため、市民２万人養成を目標にキャラバン・

メイトによる認知症サポーター養成講座を開催しています。さらに、小学生を対象とした

講座も行い、6,646人（平成 29年 10月末現在）の認知症サポーターが養成できました。 

その他、認知症サポーター養成講座の講師となる、キャラバン・メイトを増やしていくた

め、千葉県キャラバン・メイト養成研修の参加を促しています。 

課題 
サポーターを育成する体制や人材の不足が課題として挙げられており、体制の見直しを含

めて検討を進めていく必要があります。 

施策の 

方針 

講座を実施するキャラバン・メイトをより増やしていきます。また、講座の周知を図りま

す。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
認知症 

サポーター 
養成講座 
実施回数 

30回 38回 53回 70 回 70回 70回 

認知症 
サポーター 
養成講座 
参加者数 

635人 1,991人 2,120人 3,500人 3,500人 3,500人 

キャラバン・
メイト 
養成研修 
受講者数 

4人 5人 5人 5 人 5人 5人 
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②家族介護等への対応 

介護保険制度の導入後も依然として根強い家族介護への支援要望に対応するため、家

族介護者の技術を向上させて、高齢者の生活の質的向上を進めることで、家族の身体

的、経済的及び精神的な負担軽減を図ります。 
 

事業名 家族介護者等助成事業 所管 高齢者支援課 

現状 

１年を通じて介護サービス（年間７日までのショートステイの利用を除く。）を利用せず

に重度の要介護者（要介護４・５の方）を介護している家族に対し、年間 10 万円の慰労

金を支給しています。 

課題 
介護保険制度の浸透により支給対象者は減少していますが、在宅で要介護者を介護してい

る家族の支援策として、引き続き実施が必要です。 

施策の 

方針 
国の補助事業として今後も継続して実施します。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

支給者数 1人 3 人 4人 

 

事業名 高齢者家庭介護教室 所管 高齢者支援課 

現状 

介護員養成研修の見直しとともに、千葉県ホームヘルパー協議会から講師を招き、介護教

室の内容を充実させ、高齢者を家族で介護している方や介護に興味のある方を対象に、食

事の調理方法を含め、家庭における介護の方法を講義と実技を交えて開催しています。 

課題 
市報による周知をしていますが、定員数に満たない状況であるため、引き続き市民へのＰ

Ｒが必要です。 

施策の 

方針 

参加者からは、好評を得ていることから、広く市民にＰＲし、多くの方に参加していただ

くよう継続していきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

受講者数 33人 15 人 30人 
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③在宅サービスの適切な提供 

在宅サービスについて、市民の需要に十分に対応できるよう、民間サービス事業者の

参入促進や人材の確保・育成、サービス提供事業者への指導、制度の周知徹底などを行

うとともに、不正等のないよう監督し、必要な施策を推進します。 

事業名 配食サービス事業 所管 高齢者支援課 

現状 
65 歳以上のひとり暮らしや高齢者のみ世帯で、調理の困難な方に１日１回（夕食のみ）

食事の配達を行い、食生活の改善を図るとともに、配達時に安否確認を行っています。 

課題 

地域支援事業として利用者の生活状況等を定期的に把握し、地域において自立した日常生

活を営むことができるように支援する必要があります。民間事業者の参入や安否確認を兼

ねて、利用者に直接手渡すなどの条件を設けていることから、継続して利用する方が減少

傾向にあります。 

施策の 

方針 
必要に応じて実施方法を見直しながら継続して事業を推進します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

利用者数 222人 229人 230人 230 人 230人 230人 

延配食数 28,164 食 27,772食 25,030食 25,030 食 25,030食 25,030食 

 

  



 

94  

④施設サービス及び地域密着型サービスの適切な運営の推進 

施設サービス及び地域密着型サービスは、在宅での生活が困難になった要介護者等

が、介護保険施設や地域密着型サービス施設に入所して受けるサービスで、苦情や不満

等の未然防止及び身体拘束等の不正がないよう監督し、必要な施策を推進します。 

事業名 介護相談員＃18制度の推進 所管 高齢者支援課 

現状 
介護相談員は、事業所への訪問を行い、利用者から介護サービスに関する苦情や不満等を

聞き、サービス提供者や行政との間に立って、問題解決に向けた手助けを行っています。 

課題 

現在、定員 10 人として、民生委員児童委員に登録をお願いしており、事業所が増加した

場合は、２から３か月に１回の訪問を維持するために相談員の増員を検討する必要があり

ます。 

施策の 

方針 
対象となる事業所が増加した場合、介護相談員の増員を検討する必要があります。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

介護相談員数 10人 10人 10人 10 人 10人 10人 

延訪問回数 227回 218回 220回 226 回 229回 229回 

 

事業名 身体拘束ゼロ作戦の推進 所管 高齢者支援課 

現状 
介護相談員による事業所訪問や地域密着型事業所集団指導において、各事業所を指導して

います。また、介護サービス向上連絡会において講話を実施しました。 

課題 
身体拘束廃止そのものについては、事業所にも浸透してきているので、今後は、やむを得

ず拘束しなければならないということを早く廃止するよう指導していきます。 

施策の 

方針 

身体拘束廃止を実現していく第一歩は、ケアに当たるスタッフのみならず、施設・病院等

の責任者など、全ての職員と利用者及びその家族が身体拘束の弊害を正確に認識すること

が重要です。 

そのため、市では、身体拘束廃止に向けた取組を支援します。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 
介護相談員 
による事業所 
訪問件数 

22件 22件 23件 24 件 24件 24件 
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３ 健康増進活動の推進 
 

 「健康日本21(第二次)」、「健康ちば21(第２次)」との整合を図りつつ、「野田市健

康づくり推進計画21（第２次）」に基づく健康づくり活動及び寝たきり予防対策を進め

ます。 

 「健康日本21(第二次)」に示された「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」、「生活習

慣病の発症予防と重症化予防の徹底」、「社会生活を営むために必要な機能の維持及び

向上」、「健康を支え、守るための社会環境の整備」及び「生活習慣の改善及び社会環

境の改善」の五つの基本方針に基づき、市民自らの健康づくり運動として展開していき

ます。 

 

事業名 寝たきり予防対策（健康づくり）事業の推進 所管 保健センター 

現状 

健康づくりフェスティバルなどの各種イベントを利用して、健康づくり活動及び寝たきり

予防対策のＰＲ・キャンペーンを継続実施するとともに、講演会を開催しています。 

講演会は、実技を取り入れたため、スペースの都合上募集人数を減らしましたが、参加者

からは日常生活に取り入れやすい運動と好評を得ることができました。 

課題 

 寝たきり予防対策事業（寝たきり予防キャンペーン活動等）は、市民の意識改革のための

事業であり、継続的、定期的に実施するとともに、成人保健分野における活動のより一層

の強化を図る必要があります。また、健康づくりを推進するため、健康増進活動において

積極的な役割を担うことが重要です。 

施策の 

方針 
各種事業等を通じて、健康づくりの重要性についての意識付けを行っていきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

講演会 
参加人数 

47人 49人 50人 50 人 50人 50人 

キャンペーン 
実施回数 

2回 5回 7回 10 回 10回 10回 

参加者数 2,134人 2,095人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 
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４ 居宅サービス及び介護予防サービスの適切な提供 

 

事業名 訪問入浴介護＃117・介護予防訪問入浴介護 所管 介護保険課 

現状 

訪問入浴介護の利用回数は、年によって変動しながらおおむね横ばいで推移しており、平

成 29年度の見込みは 6,506回と、第６期の目標量を３割ほど下回る結果となっています。

介護予防訪問入浴介護の利用回数は少なくなっていて、平成 29 年度の見込みは０回と、

第６期の目標量を大きく下回る結果となっています。 

課題 

訪問入浴介護の利用実績は年によって変動があり、介護予防訪問入浴介護の利用実績が

年々減少している傾向にありますが、サービス事業者及び訪問介護職員のサービスの質の

維持や向上のための研修、指導体制の整備が必要です。 

施策の 

方針 

訪問入浴介護の利用者数はおおむね横ばい傾向で、平成 32 年度には 8,816 回と見込んで

います。介護予防訪問入浴介護の利用者数は今後も一定の利用が見込まれるため、平成 32

年度には 12回と見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 6,647回 6,334回 6,506回    6,859回 7,506回 8,816回 

介護予防 
実施回数 

43回 11回 0回 12 回 12回 12回 

 

 

 

事業名 訪問介護･介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス） 所管 介護保険課 

現状 

訪問介護の利用回数は増加傾向となっております。平成 29年度の見込みは 236,098回と、

第６期の目標量を４割ほど下回る結果となっています。 

介護予防訪問介護は介護予防・日常生活支援総合事業への移行に伴い、平成２９年度の見

込みは５人となっています。 

課題 

訪問介護の利用実績は年によって変動があり、介護予防訪問介護は減少しますが、サービ

ス事業者及び訪問介護職員のサービスの質の維持や向上のための研修、指導体制の整備が

必要です。 

施策の 

方針 

第６期野田市シルバープランにおいては予想量を実績が下回っており、平成 32 年度には

訪問介護で 359,118回と見込んでいます。介護予防訪問介護については、介護予防・日常

生活支援総合事業へ移行しました。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 226,819 回 234,664回 236,098回 265,309 回 301,804回 359,118回 

介護予防 
実施人数 

3,516人 1,819人 5人 － － － 
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事業名 訪問看護・介護予防訪問看護 所管 介護保険課 

現状 

訪問看護の利用回数は増加傾向となっており、平成 29年度の見込みは 14,364回と、第６

期の目標量を３割ほど下回る結果となっています。介護予防訪問看護も増加傾向となって

おりますが、平成 29年度の見込みは 884回と、第６期の目標量を大きく下回る結果となっ

ています。 

課題 
訪問看護は中重度者が多く利用しており、今後ともサービスの確保を図るとともに、医療

機関等に対し、事業への参入を要請していくことが必要です。 

施策の 

方針 

今後もサービス利用者の増加が見込まれ、事業者を増加する必要があります。平成 32 年

度には訪問看護で 24,455 回、介護予防訪問介護で 1,788 回まで増加するものと見込んで

います。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 12,455 回 12,982回 14,364回 16,204 回 19,294回 24,455回 

介護予防 
実施回数 

550回 659回 884回 1,100回 1,368回 1,788回 

 

事業名 
訪問リハビリテーション＃118・ 

介護予防訪問リハビリテーション 
所管 介護保険課 

現状 

訪問リハビリテーションの利用回数は増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは

20,849回と、第６期の目標量を３割ほど下回る結果となっています。介護予防訪問リハビ

リテーションも同様に増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 2,757 回と、第６

期の目標量を大きく下回る結果となっています。 

課題 
今後も利用者の増加が見込まれるため、サービス事業者及び訪問介護職員のサービスの質

の維持や向上のための研修、指導体制の整備が必要です。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には訪問リハビリテーショ

ンで 27,162 回、介護予防訪問リハビリテーションで 4,358 回まで増加するものと見込ん

でいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 18,823 回 18,922回  20,849回 21,350 回 23,926回 27,162回 

介護予防 
実施回数 

1740回 1920回 2,757回 3,264回 3,768回 4,358回 
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事業名 居宅療養管理指導＃41・介護予防居宅療養管理指導 所管 介護保険課 

現状 

居宅療養管理指導の利用者数は増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 5,275 人

と、第６期の目標量を２割ほど下回る結果となっています。介護予防居宅療養管理指導は

年度によって変動していますが、平成 29 年度の見込みは 317 人と、第６期の目標量を大

きく下回る結果となっています。 

課題 
今後も利用者の増加が見込まれるため、サービス事業者及び訪問介護職員のサービスの質

の維持や向上のための研修、指導体制の整備が必要です。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから平成 32 年度には居宅療養管理指導で

7,656人、介護予防居宅療養管理指導で 528人まで増加するものと見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 4,193人 4,619人 5,275人 5,940人 6,744人 7,656人 

介護予防 
実施人数 

183人 205人 317人 384 人 456人 528人 

 

事業名 通所介護・介護予防通所介護（デイサービス） 所管 介護保険課 

現状 

通所介護の利用回数は減少傾向となっており、平成 29 年度は 151,455 回の見込みとなっ

ていますが、第６期の目標量を１割ほど下回ります。介護予防通所介護は、介護予防・日

常生活支援総合事業への移行に伴い、平成 29年度の見込みは９人となっています。 

課題 
要介護度の重度化防止につながるサービスとして、引き続き安定した供給体制を確保する

ことが必要です。 

施策の 

方針 

今後も高齢者人口、要介護認定者数が増加することが予想されることから、一定数の利用

は続くと考えられますが、小規模通所介護事業所が地域密着型サービスに移行したことか

ら、平成 32 年度には通所介護で 159,470 回と見込んでいます。介護予防通所介護につい

ては、介護予防・日常生活支援総合事業へ移行しました。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 196,228 回 153,858回 151,455回 154,524 回 157,267回 159,470回 

介護予防 
実施人数 

4,836人 2,426人 9人 － － － 
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事業名 
通所リハビリテーション・ 

介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 
所管 介護保険課 

現状 

通所リハビリテーションの利用回数は増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは

50,095回と、第６期の目標量とほぼ同じ水準となっています。介護予防通所リハビリテー

ションも同様に増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 1,626 人と、第６期の目

標量を２割ほど下回る結果となっています。 

課題 
要介護度の重度化防止につながるサービスとして、引き続き安定した供給体制を確保する

ことが必要です。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には通所リハビリテーショ

ンで 59,960 回、介護予防通所リハビリテーションで 2,772 人まで増加するものと見込ん

でいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 43,409 回 47,992回 50,095回 51,619 回 55,520回 59,960回 

介護予防 
実施人数 

1,122人 1,314人 1,626人 1,956人 2,328人 2,772人 

 

事業名 
短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

（ショートステイ） 
所管 介護保険課 

現状 

短期入所生活介護の利用日数は増加傾向となっており、平成 29年度の見込みは 46,922日

と、第６期の目標量を１割ほど下回っています。介護予防短期入所生活介護は、平成 29年

度の見込みは 317日と、第６期の目標量を大きく下回っています。 

課題 
利用者が年々増加しており、今後更に利用者の増大が予想されるので、需要の動向を注視

しつつ、供給量の拡大について検討する必要があると考えられます。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には短期入所生活介護

78,546日、介護予防短期入所生活介護は 328日と見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施日数 38,558 日 41,160日 46,922日   57,134 日 65,776日 78,546日 

介護予防 
実施日数 

573日 567日 317日 328 日 328日 328日 
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事業名 
短期入所療養介護＃73・介護予防短期入所療養介護 

（ショートステイ） 
所管 介護保険課 

現状 

短期入所療養介護の利用日数は増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 6,909 日

と、第６期の目標量を大きく上回っています。介護予防短期入所療養介護は年によって変

動しており、平成 29年度の見込みは 67日と、第６期の目標量を大きく下回っています。 

課題 
利用実績が年々増加している傾向にあるため、介護療養型医療施設の在り方の見直しの動

向を見極めていく必要があると考えられます。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には短期入所生活介護

10,123日、介護予防短期入所生活介護で 72日まで増加するものと見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施日数 5,145日 5,603日 6,909日 7,531日 8,628日 10,123日 

介護予防 
実施日数 

63日 131日 67日 72 日 72日 72日 

 

事業名 
特定施設入居者生活介護・ 

介護予防特定施設入居者生活介護 
所管 介護保険課 

現状 

特定施設入居者生活介護については増加傾向となっており、平成 29年度の見込みは 1,275

人と、第６期の目標量とほぼ同じ水準となっています。介護予防特定施設入居者生活介護

は、減少傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 102 人と、第６期の目標量を大きく

下回る結果となっています。 

課題 
サービス利用者の絶対数が少ない状況となっており、今後とも、市内の入居需要に対応し、

社会福祉法人等による施設整備を促進していきます。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には特定施設入居者生活介

護で 1,812人、介護予防特定施設入居者生活介護者数は減少し 96人と見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 1,095人 1,142人 1,275人 1,440人 1,620人 1,812人 

介護予防 
実施人数 

132人 109人 102人 108 人 108人 96人 
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事業名 福祉用具貸与＃110・介護予防福祉用具貸与 所管 介護保険課 

現状 

福祉用具貸与の利用者数は増加傾向となっていますが、平成 29年度の見込みは 21,016人

と、第６期の目標量を２割ほど下回る結果となっています。介護予防福祉用具貸与も同様

に増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 4,211 人と、第６期の目標量を４割ほ

ど下回る結果となっています。 

課題 

介護保険制度の改正により貸与品目の制限が図られましたが、一部例外規定が設けられた

ことにより、より適正な福祉用具の貸与が行われています。 

市役所窓口における説明やパンフレットの配布等により、継続的に情報提供をしていきま

す。 

施策の 

方針 

今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には福祉用具貸与で 28,164

人、介護予防福祉用具貸与で 6,360人まで増加するものと見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 19,676 人 20,670人 21,016人 22,680 人 25,032人 28,164人 

介護予防 
実施人数 

3,266人 3,672人 4,211人 4,848人 5,556人 6,360人 

 

事業名 特定福祉用具販売＃88・特定介護予防福祉用具販売 所管 介護保険課 

現状 

特定福祉用具販売の利用件数は年によって変動があり、平成 29年度の見込みは 394人と、

第６期の目標量を２割ほど上回る結果となっています。特定介護予防福祉用具販売は横ば

いで推移しており、平成 29 年度の見込みは 107 人と、第６期の目標量を大きく下回る結

果となっています。 

課題 

利用実績は増加しているが、介護保険制度改正に伴い、今後とも制度内容についてパンフ

レットの配布等、積極的に利用者に情報を提供し、事業者が適切な業務を行えるよう指導

していく必要があります。 

施策の 

方針 

福祉用具購入の申請をする上で、利用者の容態に適した福祉用具の導入をするために、福

祉用具販売事業所に所属する福祉用具専門員などと利用者の連携を促していきます。今後

も高齢者人口、要介護認定者数が増加することが予想されることから、一定数の利用は続

くと考えられ、平成 32 年度には特定福祉用具販売で 420 人、特定介護予防福祉用具販売

で 156人まで増加するものと見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 430人 385人 394人 396 人 408人 420人 

介護予防 
実施人数 

106人 106人 107人 108 人 144人 156人 
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事業名 住宅改修＃60・介護予防住宅改修 所管 介護保険課 

現状 

住宅改修の利用件数は増加傾向となっており、平成 29 年度の見込みは 429 人と、第６期

の目標量を大きく下回る結果となっています。介護予防住宅改修は年度によって変動し、

平成 29年度の見込みは 196人と、第６期の目標量を大きく下回る結果となっています。 

課題 

利用者の負担割合に合った負担で利用できる受領委任払い事業者の拡大に努め、利用者へ

の負担軽減を図るとともに、適切な住宅改修が行われるよう今後も研修会を開催し、指導

していくことが必要です。 

施策の 

方針 

住宅改修は今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32 年度には 552 人まで

増加するものと見込んでいます。介護予防住宅改修は平成 27年度から 28年度にかけて減

少しているものの、平成 32年度には 216人と見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 408人 409人 429人 456 人 492人 552人 

介護予防 
実施人数 

183人 163人 196人 192 人 216人 216人 

 

事業名 居宅介護支援・介護予防支援（ケアマネジメント） 所管 介護保険課 

現状 

居宅介護支援の利用者数は増加傾向となっており、平成 29年度の見込みは 34,309人と、

第６期の目標量を１割ほど下回る結果となっています。介護予防支援の利用者数は減少傾

向となっており、平成 29 年度の見込みは 4,749 人と、第６期の目標量を３割ほど下回る

結果となっています。 

課題 
利用者に対して的確にケアマネジメントを行うため、制度内容を的確に把握することが必

要となります。 

施策の 

方針 

居宅介護支援は今後も利用の伸びが続くと考えられることから、平成 32年度には 45,864

件まで増加するものと見込んでいます。介護予防支援は総合事業の開始に伴い、平成 32

年度の利用者は増加すると考えられることから、6,468件と見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 31,935 人 32,964人 34,309人 37,176 人 40,968人 45,864人 

介護予防 
実施人数 

9,848人 7,597人 4,749人 5,268人 5,844人 6,468人 
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５ 地域密着型サービスの適切な提供 
 

地域密着型サービスは、介護が必要となっても住み慣れた地域で生活が続けられるよう

に、日常生活圏域ごとに市が整備計画を策定した上で、事業所指定や指導監督などを行い、

利用者は原則的には市民に限定され、地域に根付いた適正なサービスが提供できるよう整

備を進めています。 

 

■地域密着型サービスの概要 

種 別 定員等 サービス内容 

地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 
29人以下 

常に介護が必要であり、在宅での生活が困

難な方が入所する施設で、食事、入浴、排

せつなどの日常生活の介護や健康管理を行

います。 

認知症対応型共同生活介護 

(認知症グループホーム) 

３ユニット定員 

27人以下 

(１ユニット５人

以上９人以下） 

比較的安定した状態にある要支援２以上の

認知症の方を対象にした入所施設で、要介

護者等が共同生活の中で入浴、食事等や機

能訓練＃33を行います。 

認知症対応型通所介護＃101 

（認知症デイサービス） 

１日利用定員 

12人以下 

比較的安定した状態にある認知症の要介護

者が通所しながら、入浴、食事等日常生活

上の世話及び機能訓練を行います。 

小規模多機能型居宅介護 
登録定員 

29人以下 

居宅の要介護者を対象に通いを中心に利用

者の選択に応じて訪問や泊まりのサービス

を組み合わせて多機能なサービスを提供し

ます。 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
― 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護

が密接に連携しながら、短時間の定期巡回

と随時対応を行います。 

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

登録定員 

29人以下 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み

合わせたサービスにより、介護と看護サー

ビスの一体的な提供を行います。 

地域密着型通所介護 

（小規模デイサービス） 

登録定員 

18人以下 

小規模で生活圏域に密着した通所介護施設

で、食事、入浴、排せつなどの日常生活上

の支援や、機能訓練などを日帰りで行いま

す。 
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事業名 地域密着型サービスの特徴 所管 高齢者支援課 

現状 

第６期期間中に、認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）の１ユニットの増

床、認知症対応型通所介護（認知症デイサービス）の１施設、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の１施設及び看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）の１施設を公募し、

整備しました。 

また、新たに地域密着型サービスに位置付けられた地域密着型通所介護（小規模デイサー

ビス）については、２施設が開設しました。 

なお、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の

各１施設は、廃止になりました。休止施設は、認知症対応型通所介護及び小規模多機能型

居宅介護の各１施設になります。 

課題 

第２章で前述した日常生活圏域ごとの状況から見た課題としては、中央・東部地区及び南

部・福田地区については、地域密着型サービスの整備が東部地区に偏っており、特に高齢

化率が高い中央地区における施設整備を推進する必要があります。北部・川間地区につい

ては、１か所のみの整備に止まっており、施設整備は急務な状況です。関宿地域について

は、廃止になった施設があり、新たな施設を整備する必要があります。 

しかしながら、地域密着型サービスとして整備、開設してきた小規模多機能型居宅介護及

び認知症対応型通所介護は、利用者数が伸びず、休止や廃止になった事業者がいることか

ら、安定的な運営が求められます。 

こうしたことから、第７期計画では、各地区におけるニーズを的確に把握することはもと

より、地域間や地区内のバランスを図りながら、慎重に整備を進める必要があります。 

施策の 

方針 

施設整備に当たっては、各種による利用者ニーズ等を踏まえながら、事業者の整備意欲も

考慮した上で、圏域バランスを考慮し、整備していきます。 

また、地域密着型サービスの事業内容を市民に周知するため、市報等でＰＲしていきます。 

 

事業名 
地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 
所管 高齢者支援課 

現状 

第６期には新たな整備を行わなかったため、利用実績はおおむね横ばいで推移し、第７期

当初に養護老人ホームにおいて、定員 55人から 14人分を転換し、増床することとしてお

り、２か所の施設で定員 49人となる予定です。 

平成 29年度の見込みは 428人となっています。 

課題 

特別養護老人ホーム待機者数が 300人を超えており、需要は多いと考えられますが、事業

規模が小さいため、採算性に問題があると思われます。単独での運営は困難なため、新た

な施設整備の募集は、他の施設やサービスと併設した計画を検討する必要があります。 

施策の 

方針 

第７期では新たな整備は設定しないことから、平成 30 年度には 624 人、31 年度には 660

人と、増床分の提供量が増加し、その後は、おおむね横ばいで推移するものと見込んでい

ます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

入居者数 411人 416人 428人 624 人 660人 660人 
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事業名 認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム） 所管 高齢者支援課 

現状 

第４期末までに８か所（定員 81 人）が整備されており、第５期期間中に１か所（定員９

人）を増床し、第６期期間中に１か所（定員９人）を増床しましたが、１か所（定員９人）

が廃止されたため、第６期末時点の整備数は７か所（定員 90人）となっています。 

各日常生活圏域の整備数は、中央・東部地区３か所（定員 27人）、南部・福田地区２か所

（定員 27 人）、北部・川間地区１か所（定員 18 人）、関宿地域１か所（定員 18 人）とな

ります。 

認知症対応型共同生活介護の利用者数は、認知症高齢者の増加に伴い増加傾向にあると考

えられますが、事業所の廃止の影響により、平成 29 年度の見込みは 866 人と、第６期の

目標量を１割ほど下回る見込です。介護予防認知症対応型共同生活介護の利用は少なく、

平成 29年度の見込みは３人となっています。 

課題 
計画的な施設整備と利用者へのサービス内容の周知を図る必要があります。廃止された施

設（定員９人）の提供量分について、整備を検討する必要があります。 

施策の 

方針 

目標量に対し、廃止された施設や空室となっている施設があることから利用実績が下回っ

ており、ほぼ充足しているものと考えています。 

しかしながら、廃止された施設もあることから、認知症高齢者対策の一つとして、認知症

高齢者の増加に対応するために、事業者から整備意欲がある場合には、既存施設の待機者

数の推移を見据えた上、圏域バランスを考慮し対応するものとします。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

入居者数 977人 895人 866人 1,068人 1,068人 1,068人 

介護予防 
入居者数 

17人 7人 3人 12 人 12人 12人 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 7か所     7か所 

人数 90人     90人 

合計 

数量 7か所     7か所 

人数 90人     90人 
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事業名 認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） 所管 高齢者支援課 

現状 

認知症対応型通所介護については、第４期末までに４か所（定員 43 人）が整備されてお

り、第５期期間中に１か所（定員 10 人）の廃止があったため、第５期末時点の整備数は

３か所（定員 33 人）となっていますが、１か所（定員９人）は休止のため、利用可能な

施設数は２か所（定員 24人）となっています。第６期期間中に１か所（定員 12人）が整

備され、休止していた１か所（定員９人）の廃止があったため、第６期末時点の整備数は

３か所（定員 36人）となっていますが、１か所（定員 12 人）が休止となり、利用可能な

施設数は２か所（定員 24人）となっています。 

認知症対応型通所介護の利用者数は年によって変動していますが、平成 29 年度の見込み

は 2,177回と、第６期の目標量を大きく下回る結果となっています。介護予防認知症対応

型通所介護の利用者はいない状況となっています。 

課題 

今後、認知症高齢者数の増加が見込まれることから、整備を推進していく必要性はありま

すが、通所介護、介護予防通所介護との違いなど、認知症に対応したサービス内容の周知

を図ることが必要です。 

施策の 

方針 

認知症高齢者の増加に対応する施設として有効ですが、目標量に対し、利用実績が少ない

ことから、定員に対し、余裕がある状況が伺えます。 

また、利用可能な施設は２施設であることから、事業者から整備意欲がある場合には、既

存施設の利用状況を見据えた上、圏域バランスを考慮し対応するものとします。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 3,135回 1,137回 2,177回 1,952回 2,594回 2,795回 

介護予防 
実施回数 

0回 2回 0回 0 回 0回 0回 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 2か所     2か所 

人数 24人     24人 

合計 

数量 2か所     2か所 

人数 24人     24人 
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事業名 小規模多機能型居宅介護 所管 高齢者支援課 

現状 

小規模多機能型居宅介護については、第４期末まで５か所（定員 116人）が整備されてい

ましたが、第５期期間中に２か所（定員 51人）が廃止し、１か所（定員 25人）が休止と

なったため、第５期末時点の整備数は３か所（定員 75 人）となっています。第６期期間

中に１か所（定員 25人）の廃止があったため、第６期末時点の整備数は２か所（定員 50

人）となっていますが、１か所（定員 25人）が休止のため、利用可能な施設は１か所（定

員 25人）となっています。 

小規模多機能型居宅介護の利用者数は年によって変動がありますが、平成 29 年度の見込

みは 186人と、第６期の目標量を大きく下回る結果となっています。介護予防小規模多機

能型居宅介護の利用は少ない状況であり、平成 29年度の見込みは 21人となっており、利

用に結びついていない実態があります。 

課題 
24時間対応の「施設から在宅へ」の実現に向け重要なサービスであることから、今後、整

備を促進していく必要があります。 

施策の 

方針 

第５期及び第６期期間中に事業所が廃止となっていることから、利用者については現状で

の推移を見込んでいます。 

また、利用可能な施設は１施設であることから、事業者から整備意欲がある場合には、既

存施設の利用状況を見据えた上、圏域バランスを考慮し対応するものとします。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 341人 271人 186人 216 人 216人 228人 

介護予防 
実施人数 

30人 19人 21人 84 人 84人 96人 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 

30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 1か所     1か所 

人数 25人     25人 

合計 

数量 1か所     1か所 

人数 25人     25人 
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事業名 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 所管 高齢者支援課 

現状 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、第５期期間中、毎年度事業者の公募を実施しまし

たが、応募がありませんでした。第６期期間中に事業者の公募を行い、１か所（定員 25

人）が整備されました。 

課題 
医療対応可能な 24時間サービスであり、「施設から在宅へ」の実現に向け重要なサービス

として、今後、整備を促進していく必要があります。 

施策の 

方針 

利用可能な施設は１施設（定員 25 人）であることから、利用者については現状定員での

推移を見込み、事業者から整備意欲がある場合には、圏域バランスを考慮し対応するもの

とします。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 － 7人 0人 300 人 300人 300人 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 1か所     1か所 

人数 25人     25人 

合計 

数量 1か所     1か所 

人数 25人     25人 
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事業名 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 所管 高齢者支援課 

現状 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）は、第５期期間中、毎年度事業者の公募

を実施しましたが、応募がありませんでした。第６期期間中に事業者の公募を行い、１か

所（定員 29人）が整備されました。 

課題 
24時間対応の「施設から在宅へ」の実現に向け重要なサービスであることから、今後、整

備を促進していく必要があります。 

施策の 

方針 

利用可能な施設は１施設（定員 29 人）であることから、利用者については現状定員での

推移を見込み、事業者から整備意欲がある場合には、他の日常生活圏域において、圏域バ

ランスを考慮し対応するものとします。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施人数 － － 0人 348 人 348人 348人 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 1か所     1か所 

人数 29人     29人 

合計 

数量 1か所     1か所 

人数 29人     29人 
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事業名 地域密着型通所介護（小規模デイサービス） 所管 高齢者支援課 

現状 

定員 18 人以下の小規模な通所介護事業所については、少人数で生活圏域に密着したサー

ビスであり、地域との連携や運営の透明性の確保が必要であることから、地域密着型通所

介護として、市町村が指定・監督を行う地域密着型サービスに移行されました。 

第６期末時点の整備数は 23か所となっています。 

課題 

第７期計画策定に係る介護保険法の改正において、地域密着型通所介護に係る指定に関す

る事項が規定され、指定の申請があった場合において、保険者として指定しないことがで

きるとされたことから、その取扱いについて、検討していく必要があります。 

施策の 

方針 

介護保険法に規定される地域密着型通所介護のサービス量について、見込量に達しないと

見込まれる際には、地域密着型通所介護の指定の申請があった場合は、小規模多機能型居

宅介護等の施設整備の計画を見据えた上で、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準等に基づき、総合事業の通所型サービスを一定的に整備、運営する

ことを条件として審査し、指定していきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

実施回数 － 54,835回 54,495回 61,464 回 66,937回 69,330回 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

市内 
全域 

数量 23か所 3か所 1か所 1か所 5か所  28か所 

人数 268人 38人 18人 18 人 74人 342人 

合計 

数量 23か所 3か所 1か所 1か所 5か所 28か所 

人数 268人 38人 18人 18 人 74人 342人 
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６ 施設サービスの適切な提供 

施設サービスは、在宅での生活が困難になった要介護者が、介護保険施設に入所して

受けるサービスで、特別養護老人ホームを始め、介護老人保健施設、介護療養型医療施

設があります。 

近年の高齢者人口の増加により、介護保険施設の利用が高くなっており、特に平成29

年７月現在で、市内の特別養護老人ホームの申込待機者は、345人となっています（この

うち、要介護３以上は289人）。平成27年４月から、原則、特別養護老人ホームへの新規

入所者を要介護３以上の高齢者に限定し、在宅での生活が困難な中重度要介護者を支え

る施設としての機能に重点化されました。 

そこで、市では、在宅での介護の負担をできるだけ減らせるよう、緊急性の高い待機

者の考え方を改め、第５期野田市シルバープランに引き続き、第６期野田市シルバープ

ランでも待機者改善に向けて施設整備を促進しました。 

国では、平成37（2025）年代初頭までに家族の介護を理由とした離職の防止等を図る

べく「介護離職ゼロ」を推進していくこととしており、必要な介護サービスの確保と、

働く環境改善・家族支援を両輪として取り組んでいます。 

このため、第７期野田市シルバープランでは、介護離職ゼロに向けた施設整備を位置

付けることとします。 

また、各種調査の結果から、待機者の中には、予約的に申し込んでいる方もいること

から、待機者数の全部を整備するのではなく、より緊急性の高い待機者を検証し施設整

備をすることとしました。 

 

介護保険施設における個室・ユニット化＃128の状況 

区分 29年度 30年度 31年度 32年度 37年度 

介護保険施

設 

個室・ 

ユニット

数 

定員数 

（人） 
1,247 1,317 1,317 1,407 1,507 

整備数 

（床） 
633 703 703 793 893 

整備率 

（％） 
50 53 53 56 59 

介護老人福

祉施設 

（特別養護老

人ホーム） 

個室・ 

ユニット

数 

定員数 

（人） 
771 841 841 931 1,031 

整備数 

（床） 
465 535 535 625 725 

整備率 

（％） 
60 63 63 67 70 

※介護保険施設…介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護

療養型医療施設 
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【第７期野田市シルバープランで市が位置付けた緊急性の高い待機者】 

第５期までの緊急性の高い待機者は、在宅、病院、その他のひとり暮らし世帯と夫婦

世帯及び介護老人保健施設で生活している方を対象として集計していましたが、老人保

健施設へ入所している方は、生活の場が確保されているため、緊急性の高い待機者から

除いて、第６期の緊急性の高い待機者として集計することにしました。これは、介護老

人保健施設に入所している方が、特別養護老人ホームへ入所した場合、要介護者が新た

に介護老人保健施設に入所し、生活の場が確保されることから除いたものですが、介護

老人保健施設へ入所している方が、特別養護老人ホームへ入所できないというものでは

ありません。 

また、緊急性の高い待機者として、在宅や病院で介護され、生活している「その他、

同居家族のいる世帯」についても対象としました。これは、介護している子の世代も高

齢者となっている世帯や、現役で働いている方が、介護のため仕事を辞めなければなら

ない状況となっていることからです。 

第７期では、第６期の緊急性の高い待機者の考え方を継承するとともに、介護人材の

充足状況を見据えた上で、介護離職ゼロに向けた取組による施設整備を進めることとし

ます。 
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事業名 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 所管 高齢者支援課 

現状 

介護老人福祉施設については、第５期末時点では８か所（定員 568 人）、第６期末時点で

は、第５期で整備を位置付けた 270床のうち、既存施設の 40床の増床は平成 27年度に、

70 床の新設施設は平成 28 年度に、90 床の新設施設は、平成 29 年度にそれぞれ開設し、

11か所（定員 771人）になります。さらに、平成 30年４月に 70床の新設施設を中央地区

で開設するため整備を進めています。 

なお、第６期で位置付けた計画目標 100床のうち、３床はショートステイを特別養護老人

ホームへ転換しました。また、14床は養護老人ホームを小規模特別養護老人ホームへ転換

する予定です。残りの 83 床については、入所可能な待機者が減少していることから、第

７期における整備について検討することとしています。 

課題 

待機者解消が重要な課題となっており、前述した緊急性の高い待機者をできるだけ早く入

所させるための施設整備が求められています。 

また、第７期では、国が掲げている介護離職ゼロに向けた取組による施設整備を求められ

ています。 

施策の 

方針 

第７期の計画目標については、平成 29 年度の認定者数 7,168 人のうち、７月１日現在、

特別養護老人ホームへ 345人が入所申込をしています。要介護３以上では、認定者数 2,453

人の内、289 人が申込みをしており、このうち、在宅の待機者数が 168人となっています。 

平成 32年度の要介護３以上の在宅の待機者数の推計は、在宅の待機者数の 168人が 29年

度の要介護３以上の認定者数の 6.85％になることから、32 年度の要介護３以上の認定者

推計 3,012人に、同率を掛けると 206人になります。 

特別養護老人ホーム入所希望者へのアンケート調査では、現時点では、まだ入所しなくて

良い方が、16.4％おり、実際に施設からの入所案内に対し、まだ入所しなくて良いとして、

入所を断ったことがある方がいる状況です。 

このため、待機者推計 206人の 16.4％の 34人を差し引いた 172人がすぐに入所する方に

なることから、第５期で整備を位置付け、30年４月に開設する 70床及び小規模特別養護

老人ホームの増床分 14床の 84床を差し引いた場合、残りが 88床となります。 

また、国が掲げている介護離職ゼロに向けた取組による施設整備分を含めたものとして位

置付け、第７期計画期間の 32年度に 90床の整備を計画するものとします。 

ただし、第７期期間中の待機者数の推移及び介護人材の充足状況を見据えた上、施設整備

について、検討していきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

入所者数 7,290人 8,342人 8,788人 9,852人 10,092人 10,092人 

計画目標 
第６期末 
計画数 

第７期計画 第７期末 
計画数 30年度 31年度 32年度 計 

人数 841人 0人 0人 90 人 90人 931 

整備目標 
第６期末 
整備数 

第７期計画 第７期末 
整備数 30年度 31年度 32年度 計 

人数 771人 70人 0人 0人 70人 841 
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事業名 介護老人保健施設 所管 高齢者支援課 

現状 

介護老人保健施設については、第４期末までに４か所（定員 424人）が整備されており、

第５期及び第６期期間中の増減はありませんでしたので、第６期末時点も４か所（定員 424

人）、平成 29年度見込みは 5,602人となっています。 

課題 
施設利用者の在宅への復帰が少ない中で、今後の状況を注視し、対応していく必要があり

ます。 

施策の 

方針 

離床者数は、ほぼ横ばいの状況であり、今後も同様の状況が続くと予想されることから、

第７期で新たに整備する計画はありません。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

入所者数 5,359人 5,183人 5,602人 5,604人 5,604人 5,604人 

 

事業名 介護療養型医療施設 所管 高齢者支援課 

現状 
介護療養型医療施設については、１か所（定員 52人）となっており、平成 29年度の見込

みは 388人となっています。 

課題 

介護保険法の改正に伴い介護医療院が創設され、現行の介護療養型医療施設の介護療養病

床の経過措置期間について、６年間延長することとなり、今後の動向を見極めていく必要

があると考えられます。 

施策の 

方針 

第７期の目標量は、経過措置期間内であるため、新たな施設の整備はできないため、平成

32年度まで 624人と横ばいで推移するものと見込んでいます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

入所者数 426人 449人 388人 624 人 624人 624人 
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７ 介護保険制度の円滑な運営 
 

事業名 
要介護認定・要支援認定#129の迅速性、公平性を図るた

めのシステムの推進 
所管 介護保険課 

現状 

要介護認定・要支援認定の迅速性や公正性を図るため、今後も介護保険訪問調査員や介護

認定審査会＃19委員を対象に、千葉県が開催する研修を受講するとともに、要介護認定・要

支援認定の適正化や事務の合理化等を引き続き実施します。 

平成 18 年度の介護保険制度の改正により、新規申請に係る認定調査＃103 は市が直接実施

することになったことから、市の介護保険訪問調査員の体制を充実させ、機能的に認定調

査を実施します。 

また、市では対応しきれない調査（市外への調査や休日における調査希望）については、

今後も引き続き民間の居宅介護支援事業者等に委託して実施します。要介護認定・要支援

認定の迅速性を図るため、平成 29 年度より、審査会の合議対数を６合議体から８合議体

に増やしたことで、認定申請から認定結果が出るまでの期間が短縮されました。 

課題 

要介護認定・要支援認定事務は、介護保険法上、申請から認定結果通知まで原則 30 日以

内と定められていますが、申請件数の増加や、主治医意見書及び認定調査の遅れにより、

達成が難しい状況です。 

施策の 

方針 

平成 29 年度より審査会の合議体を増やしたこと、訪問調査員の増員をするなど事務の合

理化等により、30日以内に結果が出せるように努力をしていきます。 

実績と推計 
27 年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

認定申請数 6,734件 6,819件 6,481件 7,677件 7,907件 8,144件 

審査件数 6,196件 6,416件 6,934件 7,680件 7,920件 8,160件 

認定件数 6,227件 6,477件 7,034件 7,780件 8,020件 8,260件 

認定審査会 
開催数 

158回 161回 183回 192 回 198回 204回 

  



 

116  

事業名 介護事業者協議会等の運営 所管 介護保険課 

現状 

介護サービス事業者評価システムを活用し、利用者がサービス事業者を選択するための目

安となる情報を提供することによって、事業者の質向上への意識を高め、サービス内容の

改善を促します。 

介護事業者協議会や介護支援専門員協議会＃16 が主体的に実施する各種専門部会等との連

携を図り、情報提供や研修を始め、必要に応じて相談、指導を行うなど、更に充実した人

材育成に努めていきます。 

平成 29 年度より、介護サービス事業者協議会の名称が「介護事業者協議会」に改められ

ました。引き続き市と各協議会との連携を図っていきます。 

課題 
適切な介護サービスを提供するには、介護事業者協議会や介護支援専門員協議会との連

携・協力が不可欠です。 

施策の 

方針 
今後ともこれらの協議会と協力して、円滑な介護保険制度の運営に努めます。 

実績と推計 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み）  

30年度 

（推計） 

31年度 

（推計） 

32 年度 

（推計） 

介護事業者 

協議会 

開催数 

全体会 4回 4 回 4回 4回 4回 4回 

理事会 11回 11 回 11回 11 回 11回 11回 

介護支援専

門員協議会

開催数 

全体会 7回 6 回 6回 6回 6回 6回 

理事会 12回 12 回 12回 12 回 12回 12回 
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事業名 介護保険制度全般にわたる苦情処理システムの推進 所管 
高齢者支援課 

／介護保険課 

現状 介護相談員が２か月に１度、各施設を訪問し、利用者等から相談を受けています。 

課題 
介護相談員が各施設を訪問する回数を増やすなど、利用者等の苦情を的確に把握すること

が必要となります。 

施策の 

方針 

介護相談員制度を推進し、苦情に至らないうちに解決を目指すとともに、苦情があった場

合には、その内容により、関係機関と連携を取りながら、解決を目指していきます。また、

介護保険施設内で虐待が疑われる事案が発生した場合は、地域包括支援センターと協力し

て迅速に対応を図ります。今後も介護相談員を設置し、在宅における介護サービス利用者

も含めた中で潜在的な苦情を的確に把握できる体制づくりを進めていきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

サービス内容
に関する苦情 

0件 2 件 6件 

契約に関する
苦情 

0件 0 件 4件 

要介護認定に
関する苦情 

0件 0 件 2件 

その他 2件 4 件 10件 

    

事業名 介護保険制度についての幅広い広報の実施 所管 介護保険課 

現状 

第６期野田市シルバープランでは、新たに導入されたサービス体系や保険料等を盛り込ん

だパンフレットを作成し、全戸に配布しました。また、介護サービスマップや介護予防手

帳、リーフレット等も作成したほか、市報に制度内容を掲載するなど、より一層の周知徹

底を図りました。 

課題 パンフレットやホームページによる周知を継続して行う必要があります。 

施策の 

方針 

第７期野田市シルバープランでは、新たに導入された制度や保険料等を盛り込んだパンフ

レットを作成し、全戸に配布します。また、シルバーリハビリ体操パンフレット、介護サー

ビスマップ、リーフレット等も作成するほか、市報に制度内容を掲載するなど、より一層

の周知徹底を図ります。 
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事業名 低所得者等への対応 所管 介護保険課 

現状 

市報やパンフレット等を通じて対象者に減免措置や軽減制度の内容を周知徹底するとと

もに、真に減免等が必要な方の把握に努めます。野田市独自の減免制度を継続して実施し

ています。 

また、低所得者保険料軽減（国の軽減措置）を継続しています。 

東日本大震災による被災者減免（国の特例措置）を実施しています。 

課題 
市報やパンフレット等を通じて対象者に減免措置や軽減制度の内容を周知徹底するとと

もに、真に減免等が必要な方を把握することが必要です。 

施策の 

方針 
引き続き、市報やパンフレット等を通じて減免措置や軽減制度の内容を周知します。 

 
■利用料の軽減の実施方法 

区 分 対象サービス 要 件 

社会福祉法人等に

よる利用者負担額

軽減事業 

・訪問介護 

・通所介護 

・短期入所生活介護※ 

・認知症対応型通所介護※ 

・定期巡回・随時対応型訪問

介護看護 

・小規模多機能型居宅介護※ 

・夜間対応型訪問介護＃126 

・地域密着型通所介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護＃79 

・介護福祉施設サービス 

・第１号訪問事業 

・第１号通所事業 

１ 生活保護を受給している者 

２ 住民税世帯非課税であって、次の要

件全てに該当する者のうち、その者の

収入や世帯状況、利用者負担等を総合

的に勘案し、生計が困難であると野田

市が認めた者。 

①年間収入が単身世帯で150万円以下で

あること。（世帯員が１人増えるご

とに50万円を加算） 

②預貯金等の額が単身世帯で350万円以

下であること。（世帯員が１人増え

るごとに100万円を加算） 

③日常生活に供する資産以外に活用す

る資産がないこと。 

④負担能力のある親族等に扶養されて

いないこと。 

⑤介護保険料を滞納していないこと。 
特定居宅サービス

等利用者負担額軽

減事業 

・社会福祉法人等以外で行う

居宅サービス 

※介護予防サービスを含む。  
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事業名 保険料滞納者対策の推進 所管 介護保険課 

現状 
滞納者対策としては、督促状、催告書の発送や電話催告、夜間・休日の納付及び納付相

談を実施し、収納率の向上に努めています。 

課題 滞納者の中には、度重なる納付催告及び納付相談通知にも応じない方も多数います。 

施策の 

方針 

加入者には保険料の必要性や重要性を周知し、滞納者に対しては督促、催告及び電話催

告を実施し、自主納付を促進していきます。 

なお、それでも応じない滞納者については、保険給付の支払方法の変更（償還払い化）

や保険給付額の減額措置など、制度上定められているペナルティー措置を適用し、他の

被保険者との公平性を確保していきます。 

 

■保険料の収納率 

区分 特別徴収＃90 普通徴収＃90 計 

平成 27年度 100.00％ 85.40％ 98.46％ 

平成 28年度 100.00％ 86.48％ 98.64％ 

 
■保険料の滞納状況 

区分 
第１号被保険者数 

（A) 

滞納者数 

（B） 

滞納者割合 

（B/A×100） 

平成 27年度 43,313人 1,491人 3.4％ 

平成 28年度 44,508人 1,245人 2.8％ 
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◆介護給付費適正化事業 

【概要】 

介護給付＃12の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真

に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことであり、

適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼

を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。 
 

【適正化事業の推進】 

本市では、次の適正化事業に引き続き取り組んでいきます。 

① ケアプラン点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画＃14、介護予防サービス計画の記

載内容について、事業者に資料提出を求め又は訪問調査を行い、市町村職員等の第

三者が点検及び支援を行うことにより、個々の受給者が真に必要とするサービスを

確保するとともに、その状態に適合していないサービス提供を改善します。 
 

②縦覧点検・医療情報との突合 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況(請求明細書内容)を確認し、

提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内容の誤

り等を早期に発見して適切な処置を行います。 

医療担当部署との更なる連携体制の構築を図りつつ、受給者の後期高齢者医療や

国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供された

サービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重複請求の排除等を図ります。 
 

③介護給付費通知 

保険者から受給者本人(家族を含む。)に対して、事業者からの介護報酬の請求及

び費用の給付状況等について通知することにより、受給者や事業者に対して適切な

サービスの利用と提供を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを改めて

確認し、適正な請求に向けた抑制効果を上げます。 
 

④介護給付費適正化システムの導入 

平成29年度より、介護給付費適正化システムを導入し、要介護認定の一次判定結

果の内容と給付実績の内容を突合することにより、本来必要でないサービスが提供

されていないかを確認しています。必要に応じて、居宅介護支援事業所＃40に対し、

ケアプランの確認をするよう促す通知を定期的に送付しています。 
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第５章 老人福祉計画 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

第３期計画では、保健・医療・福祉の連携の取れた総合的な地域包括ケアシステムの構

築を目指して地域包括支援センターが創設され、第４期、第５期及び第６期計画でも引き

続き、総合相談・支援を始め、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケアマネジメ

ント、権利擁護事業等を実施してきました。 

第７期計画では、野田市全体に地域包括ケアシステムの深化・推進のため、地域包括支

援センターが中心となって介護保険施設や医療機関、野田健康福祉センター、保健センター、

社会福祉協議会等との情報のネットワークを構築していくとともに、民生委員児童委員、

保健推進員等の活用や社会福祉協議会の体制強化を始め、ＮＰＯ法人及びボランティアの

育成にも努めていきます。 
 

事業名 民生委員児童委員活動の推進 所管 生活支援課 

現状 

ひとり暮らし高齢者等の身近な相談相手となり、生活に関する相談や助言等の援助、介護

保険制度や各種福祉サービスの周知、住民要求等の行政等への取次ぎなど、行政と住民の

パイプ役として積極的な役割を果たしています。 

主に、緊急通報用電話機の設置申請・敬老祝品の配布・救急医療情報キット＃36の配布等の

高齢者支援に関すること、ひとり親家庭訪問・学校との話合いなどの児童福祉に関するこ

と、心配ごと相談員として社会福祉協議会事業に関することにも協力を得ています。 

さらに、生活等の支援を必要とする方には、情報提供を行うなど、関係機関との調整に努

めるとともに、個人情報の保護について意識の高揚を図りながら活動しています。 

課題 
個人情報保護のため、行政が民生委員児童委員に個人情報を開示しないことから、支援の

必要な家庭の把握が難しいなど、活動しにくい面があります。 

施策の 

方針 

民生委員児童委員には、高齢者やひとり親家庭、児童問題等の身近な相談相手として、ま

た疑問や意見、ニーズ等の情報収集について、引き続き行政や関係機関とのパイプ役とし

ての役割を果たしていただきます。さらに、支援を必要とする方には、情報提供を行うな

ど、関係機関との調整を務めていただくとともに、個人情報の保護について意識の高揚を

図りながら活動していただきます。 
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■高齢者福祉における民生委員児童委員の役割 

民生委員児童委員の 

役割 
具体的な内容 

制度の周知と利用促進の

ための役割 

高齢者やその家族の状況を的確に把握し、高齢者福祉制度の内容を正確に

知らせていくとともに、サービスを利用しながら在宅で生活していくこと

の重要性について理解を求めていきます。 

見守りや励まし等の役割 

高齢者やその家族が地域社会で安心して生活を送ることができるよう見

守り活動や友愛活動を展開し、家族介護の状況についてもチェックを行っ

ていきます。 

代理的な役割 

高齢者やその家族が高齢者福祉制度に係る申請をすることができない場

合や、高齢者福祉制度に関する苦情等があった場合には、行政機関の窓口

に的確に取り次ぎます。 

代弁者としての役割 
高齢者やその家族の実態やニーズを行政機関に伝達し、制度や施策等の充

実を図っていきます。 

 

事業名 社会福祉協議会との連携 所管 
生活支援課／ 

社会福祉協議会 

現状 

社会福祉協議会の活動強化については、重点事業として、ふれあいいきいきサロン、お楽

しみ会、研修会等の様々な地域活動に対する支援を 22 の地区社会福祉協議会に行いまし

た。 

また、地区社会福祉協議会連絡会、地区社協ボランティアスタッフ懇談会を開催し、これ

らを通じて各地区社会福祉協議会間の連携強化を図りました。 

社会福祉協議会では、権利擁護事業として、認知症などの理由で判断能力が十分でない高

齢者が、地域で安心して暮らせるための事業として日常生活自立支援事業を実施するとと

もに、平成 29年１月１日からは法人後見事業を開始しました。 

課題 
各事業の利用者の促進を図るため、啓発活動を積極的に実施することが課題となっていま

す。 

施策の 

方針 

高齢者に対する地域地盤の整備を図るため、社会福祉協議会が地区社会福祉協議会の活動

を強化し、地域包括支援センターと連携を図りながら、地域ケアシステム確立に向け、「ふ

れあいいきいきサロン事業」を行うとともに、第４期計画から実施している地域介護予防

事業にも協力体制を整えるなど、高齢者の社会参加や自立支援に結び付く事業を引き続き

積極的に展開します。 

また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用促進に

ついても、社会福祉協議会と一体となって取り組むことが期待されます。 
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２ 高齢者の健康づくりの推進 

（１）健康増進活動の促進 

「健康日本21（第二次）」、「健康ちば21（第２次）」との整合を図りつつ、「野田市

健康づくり推進計画21（第２次）」に基づく健康づくり活動及び寝たきり予防対策を進め

ます。 

「健康日本21（第二次）」に示された「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」、「生活習慣

病の発症予防と重症化予防の徹底（ＮＣＤ（非感染性疾患）の予防）」、「社会生活を営む

ために必要な機能の維持及び向上」、「健康を支え、守るための社会環境の整備」及び「生

活習慣の改善及び社会環境の改善」の五つの基本的な方向に基づき、市民自らの健康づく

り運動として展開していきます。 
 

事業名 健康づくり計画の策定 所管 保健センター 

現状 

平成26年４月に「野田市健康づくり推進計画21」を見直し、平成26年度から平成30年度ま

でを期間とする「野田市健康づくり推進計画21（第２次）」を策定しました。市民が主体

的に健康づくりの取組を行えるようにするためには、個人を取り巻く家庭、地域、学校、

職場など、社会全体で支えていくことが必要となり、行政も情報の提供や各種施策の展開

など様々な面で積極的に関わりを持ちながら事業を展開しています。 

次期計画の策定に当たって、現計画の目標達成度を確認するため、アンケート調査を平成

29年度に実施しています。 

対象者は、市内に居住する20歳以上の男女1,200人を無作為に抽出し、調査票を郵送し、

健康に関する意識の変化や現状を調査し、それを基にして計画の見直し作業を行い、素案

を作成し「野田市保健医療問題審議会」に諮り、平成30年度に策定していきます。 

課題 

野田市の地域特性を踏まえた健康課題の明確化、住民ニーズの把握による地域特性に合っ

た計画が必要とされています。 

また、各分野の事業を計画どおりに進めるために、関係機関との事業実施の調整を図るこ

とが必要です。 

施策の 

方針 

「野田市健康づくり推進計画21（第２次）」は、健康づくりの推進のため「個人・家庭でで

きること」、「地域・職場でできること」及び「行政が支援すること」の実践を通し、社会

全体で個人の健康づくりを支え、各関係者が連帯しながら健康づくりを推進するため、全

ての市民が健康で、自分らしく生き生きと地域で生活でき、こころ豊かなまちづくりを目

指すため、①健康寿命の延伸、②生活習慣の改善、③子どもの健やかな成長の三つを基本

目標として策定しました。 

具体的には、成人の生活習慣改善に関する９分野（栄養・食生活、身体的活動・運動、休

養・こころの健康、たばこ、アルコール、歯の健康、糖尿病、循環器病及びがん）に母子

保健を加えた10分野に掲げた各施策を推進していきます。 
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事業名 健康づくり活動の推進 所管 保健センター 

現状 

健康づくり活動推進のため、毎年、健康づくりフェスティバルを開催しています。また、

骨密度測定や運動のほかに栄養を考えた食事の試食を加えた「骨太教室」も実施していま

す。 

健康づくりに欠かせない運動の一つとして、誰でも、いつでも、どこでも行うことのでき

るウォーキングについて、講習会を開催するとともに、市が作成したウォーキングコース

の紹介やウォーキング活動が継続できるよう支援を行っています。 

課題 

健康づくり活動を強化するためには、年代を問わず、市民が健康づくりに取り組むことが

できる環境をつくることが必要です。特に運動習慣のない人に対して、運動を行う意識付

けを行っていくことが求められます。 

具体的には講習会等を通して、運動に対する正しい情報を提供し、効果的な運動方法を伝

えることにより運動の継続を促すことができます。 

また、健康づくりに対しての情報提供は、各種事業を通して行うことにより、市民が健康

づくりに興味を持ち自分自身をケアすることができると考えています。 

施策の 

方針 

健康づくり活動については、引き続き、健康づくりフェスティバル等の機会を活用して市

民へ普及・啓発を行います。 

骨粗しょう症による骨折等の予防としては、「骨太教室」の実施により正しい知識や予防

法を提供するとともに、健康づくりフェスティバルでの骨密度測定を実施するほか、さら

に、保健センター及び関宿保健センターに設置している骨密度測定器の利用拡大を図りま

す。 

年代を問わず、誰でも、どこでも、継続してできるウォーキングを推進するために、ウォー

キング講習会を企画、開催し、具体的な歩き方や正しい情報等を提供するとともに、適度

な運動習慣が身に付くよう支援します。 

また、その後の自主活動グループやサークルの育成にも努めます。 

 

事業名 保健推進員活動の推進 所管 保健センター 

現状 

保健推進員として、平成29年４月１日現在で95人の方に委嘱しています。母子、健康増進

事業の普及・啓発と地域の情報収集等保健事業の推進のため、各種行政活動への参加等を

通して市民と行政のパイプ役として家庭訪問、研修会等の参加、各種保健事業への協力等

の活動を行いました。 

課題 
市民の健康増進を推進するため、地域において保健事業の普及・啓発を行う必要がありま

す。 

施策の 

方針 

保健推進員の活動を推進し、母子、健康増進事業の啓発及び周知を行うことにより、市民

の自主的な健康づくりを推進します。 
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事業名 食生活改善推進員＃62活動の推進 所管 保健センター 

現状 

食生活改善推進員として、平成29年４月１日現在で51人の方に委嘱しています。活動とし

て、保健栄養教室、食生活改善教室、健康づくり料理講習会、減塩スキルアップ事業、健

康づくりフェスティバルにおける食生活展、生涯骨太クッキング等を行い、市民の健康づ

くりを推進しています。 

課題 
食生活の改善は、生活習慣病の予防対策として重要であることから、市民への各種講習会

への参加を促すとともに、市民の自主的な健康づくりを推進していく必要があります。 

施策の 

方針 

食生活改善推進員の事業活動を推進し、各種事業への参加者の増加を図るとともに、更な

る食生活習慣の改善の啓発、周知を行うことにより、市民の自主的な健康づくりを推進し

ます。 

 

事業名 健康教育（健康手帳の交付）の推進 所管 保健センター 

現状 

対象者個人が、自己の検診（健診）結果や生活習慣（食生活、運動、休養等）の状況を記

録し、必要な予防対策に役立ててもらうことを目的に、肺がん検診、集団健康教育時及び

保健センター窓口での交付申請者に対して健康手帳を交付しています。 

また、健康教育として、「自分の健康は自分で守る」という認識と自覚を高め、生活習慣

病予防や健康増進等についての正しい知識を普及するため集団による健康教育を実施し

ています。 

課題 

健康手帳の活用の意義については、十分に理解されていない面もあり、活用等のＰＲが必

要です。 

健康教育は、生活習慣病の予防のための意識啓発をする機会であることから、より多くの

市民の参加を得るため、実施方法、内容を工夫することも必要とされています。また、特

定健康診査＃85及び特定保健指導＃89等との連携が円滑に進むよう支援することが必要で

す。 

施策の 

方針 

健康手帳のより一層の活用を図るため、市民へのＰＲに努めます。 

集団健康教育は、「健康日本21(第二次)」に示された五つの基本目標に係る内容を基本と

しつつ、野田市における地域特性による健康状況や他の保健事業の結果状況等を勘案し

て、がんや糖尿病等、病態別の項目について重点的に取り上げて実施します。 

健康教育は、特定保健指導との実施内容のバランスを考えて、実施方法、内容等の見直し

について検討します。 
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事業名 健康相談の推進 所管 保健センター 

現状 

心身の健康に関する個別の相談に応じて必要な指導及び助言を行うため、保健師等による

健康相談を実施しています。 

健康相談は、骨粗しょう症や歯周疾患、各病態を対象とした重点健康相談及び心身の健康

状況について総合的な相談を受け付ける総合健康相談を実施しています。 

課題 
各事業、電話、来所相談等の機会を通して、健康相談を実施し、市民の生活習慣病予防、

心身の健康の保持・増進を図ります。 

施策の 

方針 

心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行う健康相談を引き続き実

施します。また、事業の充実及びＰＲに努めるとともに、実施方法の見直しについても検

討します。 

 

事業名 保健師等による訪問指導＃116事業の推進 所管 保健センター 

現状 

40歳から64歳までの介護保険を利用していない方で療養上の保健指導が必要であると認

められる方及びその家族等に対して、健康に関する問題を総合的に把握し、心身機能の低

下の防止と健康の保持増進のため訪問指導を実施しています。 

課題 
療養上の保健指導が必要な対象者を把握するための方策を検討し、活動の充実を図る必要

があります。 

施策の 

方針 

今後も、本人及び家族からの相談を始め、特定健康診査、健康増進事業、その他の保健事

業の実施に伴う結果情報並びに医療機関及び福祉関係機関からの依頼等による対象者を

把握することに努め、市民の健康保持増進のため訪問指導を実施します。 
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（２）疾病予防の促進 

認知症や寝たきりの要因となる生活習慣病の早期発見と生活習慣病を予防するために必

要な運動、栄養に関する正しい知識の普及等を目的として、特定健康診査、後期高齢者健

康診査及び各種がん検診を実施するとともに、受診率の向上を図ります。 
 

事業名 特定健康診査及び後期高齢者健康診査の促進 所管 保健センター 

現状 

国民健康保険に加入している40歳以上の方を対象に、内臓脂肪症候群（メタボリックシン

ドローム）に着目し、運動、栄養及び喫煙面での健全な生活習慣の形成と生活習慣病の早

期発見・早期治療を目的として、特定健康診査・特定保健指導を実施しています。 

また、後期高齢者医療に加入している方等を対象に、健康の保持増進のため生活習慣病の

早期発見・早期治療を目的として、後期高齢者健康診査を実施しています。 

課題 
実施率が計画より下回りました。計画段階で目標との差が大きかったため、受診率・利用

率の向上に対して有効な手段を講じることができませんでした。 

施策の 

方針 

国民健康保険及び後期高齢者医療制度の加入者に自分の健康状態を確認していただくた

めに、特定健康診査及び後期高齢者健康診査の更なるＰＲを行い、受診率の向上に努めま

す。 

また、特定健康診査では、受診結果を活かして、生活習慣病予防の自己啓発につながるよ

う特定保健指導の充実を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

特定健康診査

の受診率 
34％ 33％ 33％ 

特定保健指導

の実施率 
7％ 12％ 13％ 

 

事業名 各種がん検診の推進 所管 保健センター 

現状 

各種がん検診については、国の指針である「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のた

めの指針」に基づき実施するとともに、検診の重要性をＰＲし、受診率の向上に努めてい

ます。 

課題 
受診率向上を目指し、あらゆる角度からがん検診ＰＲを行う中で、更に有効な受診率向上

策を検討していく必要があります。 

施策の 

方針 

がん検診の方法や精度管理について、国の指針である「がん予防重点健康教育及びがん検

診実施のための指針」に基づき、医療機関との連携を緊密にし適切に対応していきます。 

また、各種がん検診の継続受診を推進するとともに、受診率を平成32年度までに50％とす

ることを目標値とし、受診率の向上に努めます。 
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（３）介護予防の促進 

高齢者が健康で生き生きとした生活を送り、病気になったとしても、できる限り要介護

状態等にならず、自立した生活を送れるよう介護予防に取り組みます。 
 

事業名 
保健センターにおける機能訓練（リハビリテーショ

ン）の推進 
所管 保健センター 

現状 

平成28年度までは、40歳から64歳までの方で、医療機関のリハビリを終了した後も継続し

て訓練を行う必要がある方、介護保険によるサービスを受けていない方及び疾病、外傷、

老化等により心身の機能が低下している方を対象に、心身機能の維持回復を図るために集

団で転倒予防体操、イキイキヘルス体操を中心に、理学療法士＃134、言語聴覚士＃47、保健

師、看護師等が担当し開催していましたが、健康増進事業実施要領の一部改正（機能訓練

事業廃止）に加え参加者が減少していることから、集団での機能訓練事業は平成28年度を

もって終了しました。 

今後、保健センターで行っていた介護予防については、第４章介護保険事業計画における

各種事業にて取り組みます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

回数 34回 34回 ― 

延人数 71人 66人 ― 

 

（４）安心できる医療供給体制の構築 

疾病の予防など、高齢者に対して、適切な医療の供給が図られるよう医療体制に関する

周知を行います。 

また、休日診療、緊急時の医療整備体制に関しても周知を図ります。さらに、高齢者の

健康管理を含め、診療や健康診断を受けることのできる「かかりつけ医」を持つよう高齢

者などに働きかけていきます。 
 

事業名 休日診療、緊急時の医療体制の周知徹底 所管 保健センター 

現状 

野田市医師会等に委託し対応している急病センターや休日の在宅当番医については、市報

（毎月15日号）、市ホームページ（休日当番医）及び暮らしの便利帳（休日・夜間診療）を

通じて市民へ周知しています。 

課題 
休日、夜間診療や救急医療体制＃37については、市報等を通じて市民へ周知していますが、

広報の方法を工夫し情報提供の拡充を図っていく必要があります。 

施策の 

方針 

休日、夜間診療や救急医療について、広報の方法を工夫するとともに、市民に対して救急

医療体制に関する情報提供の拡充を図ります。 
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事業名 かかりつけ医制度の推進（医療マップ、啓発等） 所管 保健センター 

現状 

初期診療や健康相談等の一次医療としての役割を担う身近な診療所等の「かかりつけ医

（歯科医含む。）」について、市が発行する野田[公共施設等]ガイドマップを配布し、周知

を図っています。 

課題 

第６期野田市シルバープランと同様、一次救急の果たす役割は重要であり、かつ、地域で

のかかりつけ医の推進、確保をすることで安心した地域での社会生活が送れるよう啓発す

ることが重要です。そのためには、身近なところで日常的な保健・医療サービスを提供す

るプライマリー・ケア＃112の中心的役割を担う、かかりつけ医、かかりつけ歯科医の定着

を図っていく必要があります。 

施策の 

方針 

医師会及び歯科医師会と連携を図りながら、かかりつけ医についての普及、啓発活動を推

進するとともに、医療機関の新設等に伴うガイドマップの改正には適時対応していきま

す。 

 

事業名 救急医療情報キット 所管 高齢者支援課 

現状 

高齢者が自宅で倒れ、救命活動が必要になったときに備え、あらかじめ個人の投薬情報な

どの医療情報を配布したカプセル内に入れて、冷蔵庫で保管しておき、救急時に救急隊や

医師などがそのカプセルで個人の情報を確認するための救急医療情報キットを配布して

います。 

課題 
医療情報などを常に最新の状態に保っていくよう、喚起することと合わせ、広く事業の周

知をしていく必要があります。 

施策の 

方針 

急速な高齢化が懸念されており、緊急時や災害時に医療行為を必要とする人たちを俊敏に

支援していくための検討をします。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

配布数 198個 102個 162個 
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３ 需要に応じた居宅サービス及び施設サービス等の適切な提供 

（１）居宅サービスの適切な提供 

介護保険制度外の居宅サービスを適切に提供し、高齢者の福祉の増進を図ります。 

 

事業名 老人デイサービス事業 所管 高齢者支援課 

現状 
平成22年度から事業を廃止し、従前の利用者に対するサービスを継続しておりましたが、

平成29年10月に最後の利用者が介護保険適用のサービスに移行しました。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

延利用者数 49人 50人 24人 

 

事業名 老人ホームヘルプサービス事業 所管 高齢者支援課 

現状 
平成28年度に利用者全員が介護保険適用のサービスに移行したことに伴い、本事業の役割

が終了したことから制度を廃止しました。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用者数 4人 3人 － 

利用日数 161日 32日 － 

 

事業名 給食サービス＃35事業 所管 高齢者支援課 

現状 

市の単独事業として実施しており、ひとり暮らしの高齢者を対象として、引きこもりの解

消や偏りがちな栄養の改善などを目的に、食生活改善推進員の協力を得て月に１回保健セ

ンターで実施しています。 

課題 
食生活改善推進員の協力により実施しておりますが、新規の利用者が少ない状況となって

います。 

施策の 

方針 

食生活改善推進員の協力により、ひとり暮らしの高齢者同士が調理と食事を楽しみなが

ら、介護予防や栄養改善に努められるよう、事業を行ってきましたが、事務事業の見直し

を実施する中で、事業の必要性の有無を検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

実施回数 18回 18回 18回 

利用者数 36人 38人 35人 
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事業名 
移送サービス事業（福祉タクシー事業・福祉カー等貸

出事業） 
所管 

高齢者支援課／

障がい者支援課

／生活支援課／

社会福祉協議会 

現状 

市の単独事業として実施しており、要介護者や重度障がい者等が社会活動の範囲を広げる

ため、通院などの外出時におけるタクシー等運賃の一部を福祉タクシー事業の実施により

助成しています。 

ＮＰＯ等が行う福祉有償運送事業については、現在、市内の一つのＮＰＯが登録事業者と

して事業を実施しています。 

福祉カーの貸出事業については、社会福祉協議会に委託し、障がい者及び高齢者の社会参

加促進のため、車椅子２台が乗車できる普通車｢ゆうあい号｣を無料で貸し出しています。 

また、社会福祉協議会でも、下肢等が不自由で車椅子を利用している高齢者や家族に対し

て、車椅子が１台乗車できる軽自動車｢たんぽぽ号｣を無料で貸し出しています。 

課題 

福祉タクシー事業については、対象者の増加による財政負担も増加してきています。 

福祉有償運送事業については、現在、登録事業者が一ＮＰＯのみであることから、新たに

事業参入できるＮＰＯ等の発掘が課題となっています。 

福祉カー貸出は、市と社会福祉協議会がそれぞれ単独事業で同様のサービスを提供してお

り、事務が煩雑化しています。 

施策の 

方針 

福祉タクシー事業による助成は、高齢者と障がい者の利用状況等と他の公共交通機関や地

理的条件等を見極めながら、事務事業の見直しを実施する中で、事業の必要性を含め、助

成内容を含めた見直しを検討していきます。 

公共交通機関等を補完する福祉有償運送事業については、移動制約者には欠かせない事業

であることから、引き続き新規事業者の登録促進を図ります。 

なお、福祉カーについては、市と社会福祉協議会が同一の事業を実施していることから、

事業を統一することも検討していきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

福祉タクシー 

登録者数 
2,516人 2,640人 2,800人 

延利用件数 33,098件 31,816件 34,000件 

福祉有償運送

事業 

登録者数 

756人 778人 800人 

延利用件数 2,219件 2,382件 2,501件 
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事業名 布団乾燥サービス事業＃111 所管 高齢者支援課 

現状 
市の単独事業として実施しており、寝たきりの高齢者等の生活衛生環境を向上させるた

め、月２回の布団乾燥サービスを実施しています。 

課題 
利用者が少ない状況となっています。事業の周知を図り、事業を必要としている方を的確

に把握していく必要があります。 

施策の 

方針 

民生委員児童委員や居宅介護支援事業所等を通じて事業の周知を行い実施してきました

が、事務事業の見直しを実施する中で、事業の必要性の有無を検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用者数 6人 7人 9人 

延利用件数 142件 148件 180件 
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事業名 介護用品（紙おむつ）支給事業 所管 高齢者支援課 

現状 

市の単独事業として実施しており、介護認定調査票又は主治医意見書でおむつの使用、尿

失禁又は日常生活自立度Ｂ又はＣのいずれかに該当する方で、世帯全員が市民税非課税の

方に介護用品（紙おむつ）を支給しています。 

課題 利用者の増加に伴い、財源負担が増加していることから、事業見直しの検討が必要です。 

施策の 

方針 

居宅介護支援事業所、ケアマネジャー等との連携を図りながら、今後も継続して実施して

いきますが、事務事業の見直しを実施する中で、事業の見直しを検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用者数 386人 399人 406人 

 

事業名 訪問理容サービス事業＃119 所管 高齢者支援課 

現状 

ひとり暮らし及び高齢者のみの世帯で、一般の理容サービスを受けることが困難な方又は

介護保険制度で要介護３以上の認定を受けた方に対して、理容サービスに係る訪問費用を

助成しています。 

課題 事業の周知を図り、事業を必要としている方を的確に把握していく必要があります。 

施策の 

方針 

民生委員や居宅介護支援事業所等を通じてサービス内容の周知徹底を図るとともに、高齢

者の需要動向を把握し、必要としている方の利用促進を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用者数 8人 9人 12人 

延利用件数 16件 19件 25件 
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事業名 日常生活用具給付等事業＃94 所管 高齢者支援課 

現状 

市の単独事業として実施しており、寝たきりの高齢者やひとり暮らし高齢者に対し、日常

生活用具として火災警報器、自動消火器、電磁調理器、電話、手すり及びスロープを給付

又は貸与しています。 

課題 
電話は事業内容の見直しを、電磁調理器等の給付は利用者が少ないことから、事業見直し

の検討が必要です。 

施策の 

方針 

民生委員や居宅介護支援事業所等を通じて事業の周知を行い実施してきましたが、事務事

業の見直しを実施する中で、事業の必要性の有無を検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

電磁調理器 0件 2件 0件 

電   話 18件 27件 29件 

 

事業名 緊急通報システム事業 所管 高齢者支援課 

現状 

ひとり暮らしの高齢者等の家に緊急通報用電話機を設置し、緊急時に消防が通報を受け、

救急出動により迅速な対応ができるよう、電話回線を利用した通報システムを整備してい

ます。 

課題 
ひとり暮らしの高齢者の増加が見込まれることから、対象者を拡大する施策など事業見直

しの検討が必要です。 

施策の 

方針 

今後もひとり暮らしの高齢者の増加が見込まれることから、対象者を拡大する施策など事

業の見直しを検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

延設置台数 358台 344台 357台 
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事業名 家族介護者交流事業 所管 高齢者支援課 

現状 
市の単独事業として実施しており、高齢者を介護している家族に対して、介護から一時的

に解放し、リフレッシュを図るため、日帰り研修や施設見学等を実施しています。 

課題 
事業内容については、市報等で広報していますが、新規の利用者が少ないことから、事業

見直しの検討が必要です。 

施策の 

方針 
事務事業の見直しを実施する中で、事業の見直しを検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

開催回数 2回 2回 2回 

参加者数 26人 21人 22人 

 

事業名 住宅改造費助成事業 所管 介護保険課 

現状 

市の単独事業として実施しており、介護保険制度における要介護・要支援認定を受けた方

が、介護保険対象品目の住宅改修を実施した場合、介護保険の20万円の限度を超えた部分

に係る改造費の1/2（最高限度30万円）を助成しています（介護保険の対象とならない部

分の改造は助成の対象外となります。）。 

課題 
利用者増、財施負担の増加が見込まれることから、所得要件や申請方法・必要書類の精査

等に関する見直しの検討が必要になります。 

施策の 

方針 

今後も利用者の増加が見込まれることから、事務事業の見直しを実施する中で、事業対象

者等の見直しを検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

助成件数 232件 193件 239件 
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事業名 在宅訪問歯科診療事業の推進 所管 保健センター 

現状 

65歳以上で居宅において寝たきりの状態にあり、歯科診療所には通院できないものの、訪

問歯科診療は可能である方を対象に、歯科医師や歯科衛生士が訪問し、診療や保健指導を

実施しています。 

課題 利用者数が、減少又は横ばい傾向のため、要因を分析していくことが必要です。 

施策の 

方針 

今後も継続して事業を実施するとともに、利用者を拡大するため、事業の内容や効果につ

いて市民への広報及び啓発に努めます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

年間利用者数 10人 7人 8人 

 

事業名 家具転倒防止器具取付事業 所管 
高齢者支援課／

障がい者支援課 

現状 

高齢者のみで構成する世帯又は障がい者の属する世帯で、いずれも市町村民税非課税世帯

で自ら転倒防止器具を取り付けることが困難であり、かつ、他の者から取付けの協力が得

られない世帯に対し、たんすや食器棚等の木製家具に、家具転倒防止器具を無償で取り付

ける事業を平成29年度から実施しています。 

・高齢者：65歳以上のみの市町村民税非課税世帯 

・障がい者：身体障害者手帳１級から３級までの所持者か、療育手帳Ⓐ、Ａの１、Ａの２、

Ｂの１所持者、あるいは精神障害者保健福祉手帳１級又は２級所持者 

課題 利用件数が少ない状況にあることから、事業のＰＲを図ることが必要です。 

施策の 

方針 

継続的に事業の周知を行い、利用促進を図っていくとともに、利用者の増加を目的に事業

のＰＲを図りながら、制限の緩和についても検討を進めていきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用件数 ― ― 17件 
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（２）施設サービスの適切な提供 

経済的に生活が困難な方で、住宅の状況や家族の事情で在宅での生活が難しい方の入所

施設として養護老人ホームを設置運営し、福祉の増進を図ります。 
 

事業名 養護老人ホーム 所管 高齢者支援課 

現状 

平成17年１月１日より養護老人ホーム野田市楽寿園の定員を70床から55床に変更し、15床

を特別養護老人ホームに転換しました。平成29年10月時点で、定員55人に対し33人が入所

している状況です。 

また、平成30年４月１日より定員を55床から41床に変更して、再度14床を特別養護老人

ホームへ転換する手続を進めています。 

課題 
入所者の高齢化に伴い、重度の要介護になる方が多くなってきているため、対応を検討す

る必要があります。 

施策の 

方針 

入所中に要介護状態等になった場合、居宅サービスの利用が可能なことから、身体状況に

応じて、適切なサービス利用の促進を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

入所者数 

（年度末） 
32人 34人 32人 
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（３）介護人材の確保 

事業名 
介護人材確保対策事業（就業促進のための研修支援事

業） 
所管 高齢者支援課 

現状 

市民を対象とした介護員養成研修（初任者研修課程）は、受講者の状況や養成講座修了者

の活動状況等について調査し、講座の必要性について検証するとともに、事業の廃止も含

めた見直しを行い、平成27年度から市内の介護サービス事業に従事する市民の方に限定し

て研修費用の一部を助成する制度へ転換しました。 

課題 
居宅サービス事業所や介護施設等では、介護職員の確保、定着が厳しい状況になっており、

介護職員が不足する状況がみられることから、対策を検討する必要があります。 

施策の 

方針 

介護施設等に係る雇用の確保及び介護保険サービスの供給の安定を図るため、助成制度の

周知に努め、介護人材の確保を図る対策を検討する必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

初任者研修 

受講者数 
5人 19人 20人 

実務者研修 

受講者数 
― 5人 5人 

 

事業名 
介護人材確保対策事業（介護人材マッチング機能強化

事業） 
所管 高齢者支援課 

現状 
総人口の減少と高齢者人口の増加に伴い、介護職員が不足する状況となっています。介護

人材確保対策として、介護人材マッチング機能強化事業の事業内容を検討しています。 

課題 
少子高齢化が急速に進む中、介護の担い手不足が懸念されています。質の高い介護サービ

スを安定的に提供するための対策を検討する必要があります。 

施策の 

方針 

新たに介護職の就労を目指す学生・生徒及び保護者又は福祉に興味・関心を持つ就労して

いない主婦やシニア層を対象に、介護職への理解を深めてもらうために、介護人材マッチ

ング機能強化事業就職相談会等を実施していく必要があります。 
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４ 民間活力を活用した多元的なサービスの提供 

（１）ボランティア活動の推進 

高齢者人口の増加による地域活動での人材の不足や、介護予防・日常生活支援総合事業

の開始に伴い、高齢者福祉分野においてもＮＰＯ法人やボランティアなどの民間活力を有

効に活用していくことが求められています。 

ＮＰＯ法人やボランティアなどの活動を支援・育成していくことで、行政と民間とが協

働した高齢者福祉サービスの提供を推進します。 
 

事業名 ボランティア活動の推進 所管 社会福祉協議会 

現状 

市が社会福祉協議会に対してボランティアコーディネーター＃124設置補助金を交付し、ボ

ランティアセンターの活動を支援しており、「相談調整」「情報提供」及び「啓発・フォロー

アップ」を行っています。また、ボランティア講座の開催やボランティア情報の提供を行

うとともに、「ボランティアサロン」や「地区社協スタッフ懇談会」に関しては、必要に応

じたテーマを設定して開催しています。さらに、夏休み期間を利用し、学生のための「夏

休みボランティア体験講座」を開催しています。 

課題 
市民がボランティア活動に積極的に参加できる機会を増やしていくことや、そのための環

境づくりが必要です。 

施策の 

方針 

市内の様々な事業所に対して、ボランティア活動への参加を促進するため、福祉関連情報

の提供や、ボランティア養成講座等の開催を検討します。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

登録者数 2,299人 2,239人 2,175人 

相談件数 432件 433件 430件 
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事業名 市民活動支援センターの活用 所管 市民生活課 

現状 

市民活動支援センターの機能を充実させるため、センター長を配置したほか、市民活動の

相談に対応するコーディネーターの勤務日数を増やし、センターの情報発信能力等の向

上のため、支援補助員を配置してセンター機能の強化に取り組みました。センター内に打

合せや作業場所としてフリースペースの設置や、パソコン２台を配置するなど、ＮＰＯ及

びボランティア団体の活動拠点として利用されています。 

また、市民に広く市民活動支援センターを周知するため、機関紙「市民活動つうしん」を

刊行しているほか、センター登録団体の活動情報をホームページに掲載して情報発信し

ています。さらに、市民活動イベントとして「元気アップふぇすた」を開催することで、

広く市民に市民活動を紹介し、活動への参加を促進しているほか、参加団体間の交流も

図っています。 

随時「ミニ講座」（コーディネーターによる10人程度での勉強会）も開催しています。 

課題 

今後、様々な分野の市民活動団体が更に発展していくためには、福祉全般を担う社会福祉

協議会のボランティアセンターと、市民活動団体全体を支援する市民活動支援センター

が連携していくことが必要です。 

施策の 

方針 

今後もＮＰＯ及び各種団体との連携を強化するため、市民活動支援センターの利用登録

を推進するとともに、市民活動イベントの開催等により広く市民に市民活動を紹介し、団

体間の交流を行うことで市民活動の活性化を図ります。 

また、市民活動団体の財政的な運営基盤となる助成金の活用支援を行います。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

利用登録 

団体数 
95団体 109団体 130団体 

センター 

利用数 
325件 332件 430件 
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５ 高齢者の生きがいづくりの推進 

（１）コミュニティ活動の促進 

高齢者がコミュニティ活動を展開していく上で拠点となる施設として、老人福祉セン

ターや地域福祉センター、福祉会館、コミュニティ会館、自治会集会施設を始め、社会教

育の中核的施設である公民館、図書館、博物館、文化会館等の文化、社会教育施設等の機

能の充実を図っています。 

また、老人クラブ育成事業、地域ぐるみ福祉ネットワーク事業等の推進により、高齢者

のコミュニティ活動の促進を図っていきます。 
 

事業名 
老人福祉センター・地域福祉センター・老人憩の家の

運営 
所管 

高齢者支援課／ 

人権・男女共同

参画推進課 

現状 

高齢者の健康の増進、教養の向上、レクリエーション等の活動の拠点として、老人福祉セ

ンター、中根地域福祉センター及び関宿福祉センターやすらぎの郷を設置しています。セ

ンターの管理及び運営は、利用者の利便性の向上に努めるため、シルバー人材センター及

び社会福祉協議会に委託し、年末年始と祝日を除き毎日開館しています。 

老人憩の家は、高齢者の教養の向上やレクリエーション等の場を提供し、心身の健康の増

進を図るため４か所の福祉会館のうち３か所に併設されています。 

その福祉会館（谷吉会館、七光台会館、島会館及び関宿会館）では、各種講座の開講、自

主サークル活動への支援、地域交流事業の開催、相談事業、保健事業などを実施し、高齢

者の福祉の増進と人権意識の向上を図っています。また、夜間利用時間及び火曜日におけ

る会館の管理については、シルバー人材センターに委託することとし、高齢者の活用を

図っています。 

課題 

老人福祉センター等については、利用者の減少がみられるため、今後は市民に対する広報

を効果的に行い、利用拡大に努める必要があります。 

既存の老人福祉センターは、開館後43年が経過していることから、施設の耐震化を含め、

屋根や外壁、トイレの改修など、改修箇所の検討を行い、大規模改修に係る設計、工事を

実施する必要があります。なお、新設については、子ども館の整備を先行することから、

大規模改修の計画を優先する必要があります。 

福祉会館についても、利用者の拡大に努め、今後も地域福祉の拠点として、地域住民の需

要等地域の実情に応じた事業展開を図る必要があります。 

施策の 

方針 

既存の老人福祉センターは、大規模改修を実施する必要があります。なお、新設について

は、子ども館の整備を先行することから、大規模改修の計画を優先する必要があります。 

老人福祉センター等については、センター自体に魅力を感じてもらうため機能の充実を図

るとともに、今後も継続的にＰＲをしていきます。 

老人憩の家については、高齢者の教養の向上やレクリエーション等の場を提供し、心身の

健康の増進を図ります。 

福祉会館においては、引き続き、各種講座の開講、自主サークル活動への支援、地域交流

事業の開催、相談事業、保健事業などを実施し、高齢者の福祉の増進と人権意識の向上を

図ります。また、夜間利用時間及び火曜日における会館の管理については、今後もシルバー

人材センターに委託することとし、高齢者の活用を図ります。 

 

  



 

147 

■老人福祉センター等の利用者数                      （単位：人） 

区 分 27年度 28年度 29年度 

老人福祉センター 8,726 8,360 8,067 

中根地域福祉センター 20,546 19,755 19,122 

関宿福祉センターやすらぎの郷 21,683 21,322 21,033 

福祉会館 

谷吉会館 12,027 12,258 11,951 

七光台会館 26,596 25,941 25,149 

島会館 19,604 19,421 18,935 

関宿会館（関宿複合センター） 14,793 14,143 13,791 

利用者数 123,975 121,200 118,295 

※平成29年度は見込み 

 

事業名 老人クラブ育成事業の推進 所管 高齢者支援課 

現状 

老人クラブ（単位老人クラブ）の活動を通じて、高齢者が相互の親睦を図り、生きがいの

ある毎日を送れるよう、自主的な活動を行っています。 

会員数やクラブ数の減少対策として、若手委員会の設置や会員増強運動に取り組んでいま

す。 

高齢者向けの各種スポーツ大会や囲碁・将棋大会、芸能大会、カラオケ大会の開催など、

魅力ある老人クラブとなるよう活動しています。 

課題 

昨今のクラブ数や会員数の減少に対応して、加入促進運動に取り組んでいる野田市いきい

きクラブ連合会（野田市老人クラブ連合会）に対して、現在の補助制度の継続を図るとと

もに、市と連合会、地域の老人クラブが一体となって現存のクラブを維持しながら会員増

加に努めることが必要です。 

施策の 

方針 

野田市いきいきクラブ連合会の下、各種事業の充実を図るとともに老人クラブが一体と

なって会員増強に努めます｡また､団塊世代の方が新たな加入対象者となる中、魅力ある連

合会活動や単位老人クラブ作りに取り組んでいきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

会員数 3,825人 3,760人 3,606人 

クラブ数 97ｸﾗﾌﾞ 95ｸﾗﾌﾞ 91ｸﾗﾌﾞ 
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事業名 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の推進 所管 社会福祉協議会 

現状 

地区社会福祉協議会は、地域に根ざした福祉活動を実施する活動拠点です。野田市では22

地区を単位として、それぞれの地域の市民が中心となり、地域の特性に合った様々な交流

と支え合いの活動を企画し、地域福祉活動を実施しています。 

課題 ボランティア活動に対するきっかけづくりや活動の場の提供などの環境整備が必要です。 

施策の 

方針 

地区社会福祉協議会スタッフなどの地域における福祉課題や、その解決に向けての取組な

どについてスタッフ懇談会を開催します。 

 

（２）生きがい対策の充実 

高齢者の社会参加の場や社会活動の機会の確保を図るため、平成10年度から実施してい

るシルバーライフ施策の更なる推進を図るとともに、シルバー人材センター機能の充実を

支援します。 

また、高齢者の生涯学習活動や高齢者の生涯スポーツ活動の推進、保育所や小学校での

世代間・地域間交流の促進、伝承行事の知識や技術等の後継者育成事業の推進（伝統文化

の保存・育成事業を推進）など、高齢者の生きがい対策の充実を図ります。 
 

事業名 シルバーライフ施策の推進 所管 

高齢者支援課／

興風図書館／ 

中央公民館等 

現状 

高齢者の能力の活用や社会参加の一環として、老人福祉センターや中根地域福祉センター

の管理業務（貸館業務、施設管理業務、清掃業務など）、興風図書館における図書整理業

務（図書の配架、書架の整理、返却処理、予約資料の集書）及び配本車運転業務、市内の

公民館10か所（野田公民館除く。）の管理業務（貸館業務、施設管理業務など）等につい

て、シルバー人材センターへの委託等を通じて、高齢者の雇用を図りました。 

課題 

高齢者が自らその能力を最大限に発揮し、生きがいを持ちながら、生活への意欲が高めら

れるような社会参加の機会や、活動の場の確保を図っていく必要があります。明るく活力

ある社会を築き上げていくため、老後をどう生きるかという「キャリアデザイン」の考え

方を取り入れた新たなシルバー施策の推進を図っていく必要があります。 

施策の 

方針 

高齢者の能力の活用や社会参加の一環として、公共施設の管理の一部をシルバー人材セン

ターへ委託し、高齢者の雇用を推進します。 
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事業名 シルバー人材センターの事業の推進 所管 高齢者支援課 

現状 

健康で働く意欲がある、おおむね60歳以上の方が会員として登録し、施設管理業務や簡単

な大工仕事、ふすま張り、庭木の手入れなどの作業に従事しており、市では経営安定化支

援のため、公共施設等の受注業務量の増大に努めています。 

課題 

財政基盤を強化するため、会員の専門的な職業経験を活かした就業機会の拡大を図る等、

シルバー人材センターとしての事業の拡大や、経営の効率化を図るなどの更なる自助努力

が必要です。 

市としては、経営安定化の支援のための受注業務量の増大に努める必要があり、更に新た

な支援策の検討が必要とされています。また、今後は経営体制や就業体制の変化も見込ん

で、近隣のセンターと連携を図り、事業を推進していく必要があります。 

施策の 

方針 

財政基盤を強化するため、更に事業領域を拡充し、受注業務量を増加させるなどの自助努

力が求められており、市としても野田市シルバー人材センターの事業拡大や経営の効率化

の推進に向けた支援の在り方を検討します。 

また、今後は、経営体制や就業体制の変化も見込んで近隣自治体のセンターとの連携を図

り、人材や受注業務の確保など、新たな事業展開を推進します。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

受注件数 4,337件 4,330件 4,300件 

受注金額 379,340,194円 389,778,625円 387,458,000円 
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事業名 生涯学習・生涯スポーツ活動の推進 所管 
社会教育課／ 

社会体育課 

現状 

生涯学習活動を推進するために、生涯学習相談窓口の開設、生涯学習コミュニティ広報の

発行、社会教育関係団体への助成、文化祭、美術展示事業、生涯学習ボランティア（学校

支援ボランティア）養成講座、市民セミナー、福祉のまちづくり講座等を実施しています。 

また、生涯スポーツ活動では、スポーツ教室やスポーツ指導者講習会、スポーツ大会、健

康体力づくり運動、スポーツ推進委員主催事業、スポーツ少年団関連事業及び生涯スポー

ツ推進事業を実施しています。 

課題 

急速に進む少子高齢社会において、シニア世代の生涯学習活動の推進を図り、自身の培っ

た知識や技術を地域に還元できるよう、その仕組みづくりに努める必要があります。高齢

者の生きがい対策の充実を図り、地域活動へのきっかけづくりや人づくりを支援するた

め、市民との協働を視野に入れた人材養成講座の開設など、生涯学習機会の創出と提供、

学習成果を適切に活かすことのできる社会の環境醸成が求められています。 

また、生涯スポーツ活動の拠点である各種体育施設の老朽化が進んでいるため、利用者の

安全性及び利便性に配慮した施設の改修が必要です。 

施策の 

方針 

引き続き、生涯学習相談窓口の開設、生涯学習コミュニティ広報の発行、社会教育関係団

体への助成、文化祭、美術展示事業、生涯学習ボランティア（学校支援ボランティア）養

成講座、市民セミナー、福祉のまちづくり講座等を実施していきます。 

また、生涯スポーツ活動については、各種スポーツ大会の充実及び体育施設の整備を推進

していきます。 
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事業名 世代間・地域間交流の促進 所管 指導課／保育課 

現状 

学校支援地域本部事業の充実を図り、「地域に学び、地域に育つ」をスローガンに「地域

とともに子どもたちを育む学校づくり」を推進しました。地域の方々による学習支援、

地元事業所での職場体験学習、地域ボランティアによる図書の読み聞かせや学校環境整

備などを進めました。また、生活科において身近な高齢者など多様な人々と触れ合う体

験活動を実施するとともに、総合的な学習の時間において小学校では地域の人々の暮ら

し･伝統と文化について、中学校では職業や自己の将来に関する学習で地域の人材活用を

図りました。 

また、保育所における地域の高齢者とのふれあい事業を実施しました。 

課題 

学校のニーズの変化等に応じて、新規の地域の支援者の協力が得られるよう、活動を広

める必要があります。本部により活動の違いがあるため、横の連携を一層進めることが

必要です。また、公民館と連携し、教育資源を活用し本事業を推進する必要がありま

す。 

年次計画を策定する際に「地元自治会」や「いきいきクラブ（老人クラブ）」などと事前

に日程等の調整を行い、より多くの高齢者が参加できるように実施していくことが課題

です。 

施策の 

方針 

小中学校では、生活科や総合的な学習の時間、特別活動の時間を利用し、世代間交流活

動を年間計画に位置付けながら継続して実施していきます。具体的には、小学校では、

昔の遊びを学んだり、高齢者を行事に招待して贈物や会食をするなどの交流を図るとと

もに、デイサービスセンターや病院などの施設を訪問して歌を披露したり、手伝いをす

るなど、交流を進めます。また、中学校では、施設を訪問して介護やボランティア活動

などを中心に交流を図るとともに、高齢者に対する理解を深めながら、キャリア教育の

一環としての福祉教育や進路学習に結び付けます。 

世代を超えたコミュニケーションは、地域の子どもたちを知る方が多くなることで、子

どもの健全育成への効果が大きくなるとともに、教員や子どもが地域の方との交流を更

に深めていくことで、地域全体の教育力が高まることが期待されます。保育所では、地

域の高齢者とのふれあい事業を今後も実施していきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

延実施回数 41回 42回 42回 

 

■各保育所における高齢者ふれあい事業の実施状況（平成29年度）       （単位：回） 

保育所 開催回数  保育所 開催回数 

清水保育所 11  北部保育所 3 

花輪保育所 2  尾崎保育所 4 

中根保育所 3  福田保育所 3 

東部保育所 2  木間ケ瀬保育所 8 

南部保育所 4  乳児保育所 2 
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事業名 伝承行事の後継者の育成 所管 社会教育課 

現状 

民俗芸能の後継者を育成する活動を支援するため、民間助成を活用した太鼓など備品の整

備を行うとともに、地域の民俗芸能に触れる機会の少ない子どもたちのために、後継者育

成指導委託事業を実施しています。 

また、指導を受けている子どもたちに発表の機会を設けるために、野田市民俗芸能連絡協

議会と協働で野田市民俗芸能のつどい実行委員会を組織し、｢野田市民俗芸能のつどい｣を

年１回開催し、地域の民俗芸能をＰＲしています。 

課題 

子どもを対象とする後継者育成事業については、一定の成果を上げていますが、成長した

子どもが後継者として地域に帰ることを目的とする若者層を対象とした事業も必要です。

ただし、古くから伝承されている民俗行事は、小中学校の学区よりも狭い地域によって保

持されていることが多いので、地域を越え広範囲にわたる事業を行う場合には、保持団体

の十分な理解が得られるよう、慎重に進めることも必要です。 

「民俗芸能のつどい」などイベントでの民俗芸能の上演は、後継者育成事業に対する意欲

の向上に役立っており今後も継続する必要があります。 

施策の 

方針 

11月下旬から12月上旬までに開催される「野田市民俗芸能のつどい」では、野田市民俗芸

能連絡協議会加盟団体などが指導している市内の小中学校が参加して民俗芸能を上演し

ます。 

後継者育成事業では、後継者育成指導委託事業や市内の学校と連携した事業の開催などを

行います。 

民間助成を活用し、太鼓など後継者育成に使用する用具の整備を行います。 
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（３）就労対策の充実 

高齢者の雇用促進や雇用相談窓口の利用の促進など、高齢者の就労対策の充実を図って

いきます。 
 

事業名 高齢者雇用の促進 所管 商工観光課 

現状 

雇用促進奨励金は、職に就くことが困難な高年齢者、障がい者又はひとり親を対象にハ

ローワーク野田や無料職業紹介所のあっせんにより雇用する事業主に対し、奨励金を交付

するものです。 

無料職業紹介所では、毎週月～金曜日の午前９時から午後４時まで市役所２階の無料職業

紹介所において、市民からの求職に対し、職業紹介相談員が求人情報（ハローワークの情

報を含む。）を提供し、職業相談・あっせん等を行っています。 

就業相談は、市役所２階の無料職業紹介所において、内職の就業相談及び指導、内職に係

る情報の収集及び提供、あっせん等を行うものです。 

野田地区雇用対策協議会では、中高年層向けの就職のためのスキルアップ講座を開催し、

高年齢者の雇用促進を図っています。 

課題 

高齢化の急速な進展により高齢者の増加が見込まれ、意欲と能力のある高齢者が、長年

培った知識や経験を活かして働くことができ、生活の安定を図ることができるような環境

整備が必要です。 

施策の 

方針 

職に就くことが困難な高齢者等をハローワーク野田や無料職業紹介所のあっせんにより

雇用した事業主に対して、雇用促進奨励金を交付します。 

ハローワーク野田及び野田商工会議所と十分な連携を取りながら、求人対策や求職情報の

充実を図ります。 

無料職業紹介所では、今後も毎週月～金曜日の午前９時から午後４時まで市民の方からの

求職に対して市内事業所の求人情報の提供やあっせんを行います。 

また、就業相談についても、無料職業紹介所の開所時間と同様に内職に関する相談やあっ

せん等を行います。 

野田地区雇用対策協議会と連携し、中高年層向けの就職のためスキルアップ講座を開催し

て雇用の促進を図ります。 

さらに、企業と連携した高齢者向けの就職説明会の開催等について推進を図っていきま

す。 
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６ 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

（１）高齢者の生活の安全確保 

高齢者が被害を受けやすい悪徳商法などのトラブルを防ぎ、外出時や災害時に高齢者が

被害を受けないよう、啓発事業や相談業務の充実を図り、被害の未然防止のための知識の

普及に努めます。 

また、高齢者も含めた地域ぐるみの支援体制を整えることなどにより、日常生活におけ

る安全の確保を推進します。 

 

事業名 高齢者に係る消費者対策の推進 所管 市民生活課 

現状 

消費者ミニ情報を回覧し、消費生活センターの業務内容及び「出前講座」の周知を行いま

した。高齢者向けのリーフレットを作成し、具体例を取り入れながら、高齢者が分かりや

すいように内容を工夫して「出前講座」を実施する等の啓発を行いました。 

課題 
老人クラブや高齢者団体だけでなく、高齢者支援組織にも「出前講座」を周知し、更なる

啓発を図るため、介護保険課や高齢者支援課等とも連携していく必要があります。 

施策の 

方針 

老人クラブ等を対象とした「出前講座」を継続して実施するなど、機会あるごとに悪徳商

法の手口等について広く周知し、注意を呼び掛けます。 

また、安全安心メールや市ホームページ等を活用し、情報発信を行うことで高齢者とその

家族等周辺の方々への周知と早期トラブル発見のための見守り体制を強化していきます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

講座開催回数 3回 3回 3回 

参加者数 95人 105人 100人 
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事業名 高齢者に配慮した防災・防犯・交通安全対策の推進 所管 

防災安全課／ 

高齢者支援課／

市民生活課 

現状 

防災対策に関しては、自主防災組織の組織化及び活性化を推進するため、地域防災リー

ダー研修の実施や地域に出向いて講話を行うことで、防災に関する知識の普及を図り、災

害時に迅速な避難と被害の拡大防止が図れるよう、地域ぐるみの防災体制（自主防災組織）

づくりの支援を実施しています。 

野田市避難行動要支援者支援計画に基づき、避難行動要支援者名簿の作成を行い、自主防

災組織、自治会、民生委員児童委員、社会福祉協議会など、相互の連絡を密にして市民と

一体となってきめ細かな支援を行います。 

防犯対策に関しては、市民で組織する野田市防犯組合では、17の支部を中核として自主防

犯活動を展開し、全市的な防犯活動の推進に努め「犯罪のないまち」の実現を目指してい

ます。さらに防犯の強化を図るため、いざというときにお互いに助け合うことができるよ

うな地域ぐるみの防犯体制を充実していくことが重要であり、自治会等と連携を強化し

て、自主防犯活動に対する啓発や支援等を実施しています。 

交通安全対策に関しては、複合老人ホーム野田市楽寿園や中央公民館、東部公民館で交通

安全啓発映画と講話を実施しました。 

課題 

防災対策に関しては、自主防災組織の組織化及び活性化の推進において、自主防災組織の

補助金に関係する千葉県の地域防災力向上総合支援補助金制度が平成 31 年度で終了とな

ることから、効果的な支援制度について見直しが必要となります。 

避難行動要支援者支援計画に基づく避難支援については、自助、共助による地域の人と人

とのつながりによる平常時・災害発生時を通じた支援体制づくりが必要です。 

防犯対策に関しては、防犯灯の設置について、地域の要望や既存の設置状況等を判断して

計画的に進めていきます。なお、新設と同時に従来の蛍光灯型防犯灯をＬＥＤ型に順次交

換を進めていますが、老朽化したものを順次交換していくため、全灯をＬＥＤ型に交換す

るのは時間を要します。 

自主防犯活動は野田市防犯組合の各支部が地域の実情に合わせて定期的に実施していま

すが、パトロール等に参加する方が高齢化してきており、継続的な活動を維持していくこ

とが各支部の課題となっています。 

市内の犯罪発生情報を安全安心メールや市報等で情報発信していますが、高齢者に広く周

知を図るため、引き続き市報での情報発信を行うほか、振り込め詐欺被害防止の防犯活動

を高齢者が多く集まる講演会や商業施設と連携して行っていく必要があります。 

交通安全対策に関しては、高齢者を交通事故から守るための啓発活動を実施していく上

で、地域や各種団体等の協力が必要となります。 

施策の 

方針 

自主防災組織及び自主防犯組織の全市的な展開については、身近な地域の防災力の向上及

び知識の普及を図るため、地域防災リーダー研修の実施や地域に出向いての講話や、防犯

力向上のための研修会を行い、地域ぐるみの防災・防犯体制づくりの支援を引き続き実施

するとともに、災害時に迅速な避難と被害の拡大防止が図れるよう避難行動要支援者の支

援体制の推進を目指します。さらに、避難行動要支援者の所在把握では、野田市避難行動

要支援者支援計画に基づき、自主防災組織、自治会、民生委員児童委員、社会福祉協議会

など、相互の連絡を密にして市民と一体となってきめ細かな支援を行います。 

また、高齢者が犯罪に巻き込まれることのないよう、地域ぐるみの防犯体制づくりの支援

を引き続き実施します。 

交通安全対策については、高齢者は加齢により活動範囲が異なることから、生活実態を踏

まえたきめ細やかな交通安全対策を推進するとともに、高齢者が主として歩行や自転車等

を交通手段として利用する場合と自動車を運転する場合の相違に着目して、それぞれの特

性を理解した交通安全教育を引き続き実施します。 
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実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

自主防災 

組織数 
201団体 206団体 217団体 

自主防犯 

組織支部数 
17団体 17団体 17団体 

防犯灯の 

新設数 
307灯 192灯 200灯 
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（２）高齢者に配慮したまちづくりの推進 

高齢者向けの住宅の充実を始め、道路・公共施設周辺の環境整備や車椅子の貸与による

移動手段の確保及び啓発の充実など、野田警察署や社会福祉協議会等と連携を図りなが

ら、高齢者に配慮したバリアフリー＃108の整備を推進します。 
 

事業名 高齢者の住宅対策の充実 所管 
営繕課／ 

高齢者支援課 

現状 

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業として高齢者を対象に民間賃貸住宅の入居に関す

る様々な相談に対応し、円滑な推進を図るため、多くの不動産事業者の登録が得られるよ

う宅地建物取引業協会への働きかけを強めるとともに、様々な機会を通して事業の周知に

努めています。 

サービス付き高齢者向け住宅については、住所地特例の適用を受けることになったことか

ら、特別養護老人ホームの待機者解消対策の一つとして有効であると考えられるため整備

を進めています。 

課題 

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援制度について関係部署にチラシを配布したりして周知

はしているものの、現在は不動産店の取り扱う債務保証会社が多数あることや、空き物件

も多く賃貸物件が借りやすくなっていることなどから利用者が少ない状況となっていま

す。また、契約時の条件として、親族等の緊急連絡先の確保が必要などの条件があり、確

保できない場合は契約できないなどの問題があります。 

サービス付き高齢者向け住宅については、介護職員が不足している現状があるため、市内

での整備推進について検討していく必要があります。 

施策の 

方針 

現金収入の少ない高齢者が持家で生活が続けられるよう、不動産を担保に生活費を借り、

死亡後に返済する仕組みとしてのリバース・モーゲージ＃135制度について先進市から情報

を収集し、更に国の動向を注視しながら導入の可否を検討します。 

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業については、民間賃貸住宅の入居に関する様々な相

談に対応し、事業の円滑な推進を図るため、引き続き多くの不動産事業者の協力が得られ

るよう宅地建物取引業協会等に働きかけを行うとともに、様々な機会を通して事業の広

報・周知に努めます。 

サービス付き高齢者向け住宅については、住所地特例の適用を受けることに併せ、特別養

護老人ホームの待機者解消対策の一つとして有効であると考えられるため整備について

推進していますが、一方で、介護職員が不足している現状があるため、市内での整備推進

について検討していく必要があります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

相談件数 4件 1件 0件 

申込件数 1件 0件 0件 
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事業名 福祉のまちづくりの推進 所管 
生活支援課/ 

営繕課 

現状 

公共施設周辺の路線のバリアフリー化に取り組むとともに、福祉のまちづくりフェスティ

バル、公民館主催の福祉のまちづくり講座においても啓発を行いました。 

また、平成28年度より、ファシリティマネジメントの基本方針に基づき、公共施設のバリ

アフリー化に努めています。 

課題 

平成９年度より「福祉のまちづくりパトロール」を実施しているため、これまで修繕した

箇所においても新たに不具合が生じている箇所がないかなど、改めて検討する必要がある

と考えられます。 

施策の 

方針 

公共施設の利用者が多く利用する路線を対象に、地域バランスも考慮しながら、福祉のま

ちづくりパトロールを継続して実施し、指摘箇所について補修工事を行い、歩行の安全を

図ります。 

公共施設のバリアフリー化については、ファシリティマネジメントの基本方針に基づき実

施したニーズ調査結果、施設の利用状況、整備の優先度等を踏まえ、計画的に進めていき

ます。 

福祉のまちづくりフェスティバル及び公民館主催の福祉のまちづくり講座を通じて、バリ

アフリーの実現に向けた啓発活動を引き続き行っていきます。 

また、平成28年度に見直した48路線のパトロールが、平成30年で終了することから、平成

31年度以降のパトロール路線について検討する必要があります。 

 

事業名 車椅子等貸出事業の推進 所管 社会福祉協議会 

現状 

介護保険制度における福祉用具貸与については、要介護状態等にある方を対象としてお

り、期間は比較的長期となっています。それとは別に社会福祉協議会では、独自に骨折や

怪我等により一時的に車椅子を必要とする場合や、要介護者等であっても短期間のみ利用

する場合など、介護保険制度の福祉用具貸与を補完するものとして実施しています。（最

高31日間） 

また、ボランティア体験学習等に対しても貸し出しています。 

課題 
車椅子貸出事業は、一時的又は短期間利用するときに貸し出すこととしていますが、長期

間の利用者も少なくなく、台数に限りがあるため、適切な利用についての検討が必要です。 

施策の 

方針 

社会福祉協議会では引き続き、骨折や怪我等により一時的に車椅子を必要とする場合や、

要介護者等であっても短期間のみ利用する場合など、介護保険制度の福祉用具貸与を補完

するものとして実施していきます。 

ボランティア体験学習等における福祉用具の積極的な活用を推進し、市民の意識啓発に努

めます。 
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７ 高齢者の介護に対する社会全体での意識の高揚 

（１）高齢者の介護に対する社会全体での意識の高揚 

高齢化社会において介護ニーズが増加する中で、特に女性の家庭内での負担が増加しな

いように、介護を社会的に支援することが必要であり、家庭や地域社会、行政機関及び企

業などを対象に、高齢者の介護に対する正しい理解を深めるための啓発や介護サービスの

情報提供を推進します。 
 

事業名 高齢者の介護に係る意識の啓発 所管 
人権・男女共同

参画推進課 

現状 

平成27年度から平成31年度までを計画期間とした「第３次野田市男女共同参画計画」に基

づき、男女共同参画の推進だより「フレッシュ」を発行したり、男女共同参画審議会の意

見を踏まえ、人権啓発活動地方委託事業を活用して、講演会を開催しました。 

課題 

固定的な役割分担意識とそれに基づく慣習、慣行や行動様式が残存し、女性が家事、育児

等に加えて介護を行うことが多く、また、介護する女性自身が高齢者であることも多いこ

とから、女性の負担が大きいという現状があります。 

今後、家庭における女性の家事、育児、介護等の過重な負担を負うことがなく、年代や性

差を超えて、性別役割分担意識にとらわれず自分らしく生きられる社会の実現が求められ

ます。 

施策の 

方針 

野田市男女共同参画計画に示された各種施策を適切に推進します。その一環として、社会

における制度や慣行の見直し、固定的性別役割分担意識の是正、解消を図るため、男女共

同参画に関する講演会等を開催するなど、男女共同参画意識の醸成に向けた情報の収集、

提供、啓発及び学習機会の提供等を行います。 

 

事業名 福祉教育の推進 所管 指導課 

現状 
高齢者施設等への訪問・交流活動、地域の清掃、募金活動、栽培した草花を公共機関に届

ける活動等を各学校で実施しました。 

課題 

学校教育において、地域、関係団体と連携を強化し、福祉活動や交流活動に取り組み、児

童生徒が主体的にボランティア活動等に参加できるような福祉教育を継続して推進する

必要があります。 

施策の 

方針 

中学校における体験学習や福祉施設ボランティアの依頼については、各施設が可能な限り

受け入れ態勢を整えられるよう、市として積極的に働きかけを行い、福祉教育の推進を図

ります。 

福祉教育の一環として市内小中学校を拠点とした地域の高齢者との更なるふれあい活動

を推進して、学校教育における地域との連携を図ります。 
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８ 高齢者の人権の擁護 

（１）高齢者を敬愛する社会意識の醸成 

市では、福祉教育等を推進していくことによって、高齢者を敬愛する社会意識の醸成に

努めていきます。 

 

事業名 敬老祝事業の推進 所管 高齢者支援課 

現状 
多年にわたり社会に貢献された高齢者を敬愛して長寿を祝福し、敬老の意を表すため、敬

老祝金や敬老祝品を支給しています。 

課題 

市の単独の財源により実施してきたことから、将来的に財政負担を増大させる可能性があ

るため、支給対象年齢・金額等の見直しを平成29年度に実施しましたが、高齢者福祉対策

の財源確保等の観点から、更なる見直しの検討が必要です。 

施策の 

方針 

敬老祝金と敬老祝品については、今後も節目支給を継続するものの高齢者の増加により費

用が増加し、財政的な負担が増大していくことから、近隣市の状況をみながら、更なる見

直しの検討を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

敬老祝金 8,460,000円 9,560,000円 1,050,000円 

敬老祝品代 3,249,780円 3,529,012円 4,528,000円 

 

（２）高齢者の人権を擁護するための施策の推進 

市では、成年後見制度や日常生活自立支援事業等の普及啓発を図るとともに、各種相談

事業を推進するなど、高齢者の人権を擁護するための施策の推進に努めます。 

 

事業名 日常生活自立支援事業の推進 所管 
生活支援課／ 

社会福祉協議会 

現状 

社会福祉協議会では、定期的に契約者を訪問し、福祉サービスを利用するお手伝いや、日

常的な金銭管理をお手伝いすることで、高齢者や障がい者の方々が住み慣れた地域で生活

できるように支援する事業を展開しています。 

課題 
複合的な課題を抱える契約者が増加しており、他機関との連携や職員のスキルアップを図

る必要があります。 

施策の 

方針 
契約者数の増加に伴い、職員体制を強化し、質の高い支援が継続できるように努めます。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

契約者数 

（年度末） 
25人 28人 45人 
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事業名 法人後見事業の推進 所管 
生活支援課／ 

社会福祉協議会 

現状 

社会福祉協議会では、社会福祉協議会が法人として成年後見人等になり、個人で成年後見

人等に就任した場合と同様に、判断能力が十分でない方の支援を実施しています。（平成

29年１月から事業開始） 

課題 
この事業の普及啓発の推進、受任者の増加に伴う専門員の増員、他機関との連携及び職員

のスキルアップを図る必要があります。 

施策の 

方針 
成年後見制度の利用促進のため、事業内容の広報及び啓発に努め、制度の周知を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

受任件数 - 0件 4件 

 

事業名 心配ごと相談事業の推進 所管 社会福祉協議会 

現状 総合福祉会館の相談室に心配ごと相談所を開設しています。 

課題 

心配ごと相談所は、あらゆる悩みごとの初期相談窓口であることから、相談から解決まで

至らないことがあります。相談所の周知広報を強化するとともに、相談員の資質の向上を

図る必要があります。 

施策の 

方針 

心配ごと相談所は、あらゆる悩みごとの初期相談窓口であることから、継続する必要があ

ります（初期相談であることから、専門的な相談については、適切な相談窓口への案内又

は取次ぎとなります。）。 

また、各種専門的な相談にも応じられるよう相談員の資質向上を図ります。 

実績と見込み 
27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（見込み） 

相談件数 52件 38件 35件 

 

事業名 広報・啓発活動の推進 所管 
人権・男女共同

参画推進課 

現状 
各種機会を通して、人権啓発冊子等を活用し、高齢者に関する人権についての啓発を実施

しました。 

課題 
改訂版の策定に向け、野田市の実態・ニーズに合わせた課題を精査し、関係機関や庁内関

係部局との協力体制や情報交換、連携について検討します。 

施策の 

方針 

平成27年３月に策定した「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第二次改訂版)」で

は、「高齢者の人権」を重要課題の一つに位置付けており、平成25年度に行った「野田市

人権に関する市民意識調査」（５年ごとに実施）の結果を踏まえ、様々な場や各種機会を

通して施策を推進していきます。 
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第６章 介護サービスの目標量と事業費の見込み 

（１）介護サービスの目標量 

①居宅・地域密着型・施設サービス目標量 

 居宅・地域密着型・施設サービスの目標量は以下のとおりです。 
 

■居宅サービス目標量 

区 分 単位 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 

①訪問介護 

（ホームヘルプ） 
回／年 265,309  301,804  359,118  417,571  

②訪問入浴介護 回／年 6,859  7,506  8,816  10,470  

③訪問看護 回／年 16,204  19,294  24,455  39,574  

④訪問リハビリテーション 回／年 21,350  23,926  27,162  37,422  

⑤居宅療養管理指導 人／年 5,940  6,744  7,656  9,480  

⑥通所介護 

（デイサービス） 
回／年 154,524  157,267  159,470  174,006  

⑦通所リハビリテーション 

（デイケア） 
回／年 51,619  55,520  59,960  81,344 

⑧短期入所生活介護 

（ショートステイ） 
日／年 57,134  65,776  78,546  123,055  

⑨短期入所療養介護 

（老健ショートステイ） 
日／年 7,531  8,628  10,123  13,535  

⑩特定施設入居者生活介護 人／年 1,440  1,620  1,812  2,244 

⑪福祉用具貸与 人／年 22,680  25,032  28,164  30,552  

⑫特定福祉用具販売 人／年 396  408  420  456  

⑬住宅改修 人／年 456  492  552  624  

⑭居宅介護支援 

（ケアマネジメント） 
人／年 37,176  40,968  45,864  51,024  
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■地域密着型サービス目標量 

区 分 単位 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 

①地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護（小規模特別養

護老人ホーム） 

人／年 624  660  660  660  

②認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 
人／年 1,068  1,068  1,068  1,068  

③認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 
回／年 1,952  2,594  2,795  8,424  

④小規模多機能型居宅介護 人／年 216  216  228  228  

⑤定期巡回・随時対応型訪問介

護看護 
人／年 300  300  300  300  

⑥看護小規模多機能型居宅介護 

 （複合型サービス） 
人／年 348  348  348  348  

⑦地域密着型通所介護 

 （小規模デイサービス） 
回／年 61,464  66,937  69,330  92,334  

 

 

■介護保険施設サービス目標量 

区 分 単位 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 

①介護老人福祉施設 人／年 9,852  10,092  10,092  16,560  

②介護老人保健施設 人／年 5,604  5,604  5,604  8,688  

③介護療養型医療施設 人／年 624  624  624  ― 

④介護医療院 人／年 ― ― ― 516  
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②介護予防・介護予防地域密着型サービス目標量 

 介護予防・介護予防地域密着型サービスの目標量は以下のとおりです。 

 

■介護予防サービス目標量 

区 分 単位 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 

①介護予防訪問入浴介護 回／年 12  12  12  12  

②介護予防訪問看護 回／年 1,100  1,368  1,788 4,097  

③介護予防訪問リハビリテーション 回／年 3,264  3,768  4,358  10,090 

④介護予防居宅療養管理指導 人／年 384  456  528  852  

⑤介護予防通所リハビリテーション

（デイケア） 
人／年 1,956  2,328  2,772  3,732  

⑥介護予防短期入所生活介護 

（ショートステイ） 
日／年 328  328  328  540  

⑦介護予防短期入所療養介護 

（老健ショートステイ） 
日／年 72  72  72  0  

⑧介護予防特定施設入居者生活介護 人／年 108  108  96  48  

⑨介護予防福祉用具貸与 人／年 4,848  5,556  6,360  8,604  

⑩介護予防特定福祉用具販売 人／年 108  144  156  204  

⑪介護予防住宅改修 人／年 192  216  216  252  

⑫介護予防支援 

（ケアマネジメント） 
人／年 5,268  5,844  6,468  8,652  
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■介護予防地域密着型サービス目標量 

区 分 単位 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 

①介護予防認知症対応型共同生活

介護（認知症グループホーム） 
人／年 12  12  12  12  

②介護予防認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 
回／年 0  0  0  0  

③介護予防小規模多機能型居宅介 

 護 
人／年 84  84 96 96 

 

 

③地域密着型サービスの整備目標量 

地域密着型サービスの整備目標量は以下のとおりです。 
 

■地域密着型サービス整備目標量                （単位：個所・人） 

地

区 
区分 

第６期末

整備数 

第７期整備計画 第７期末

整備数 30年度 31年度 32年度 計 

全

体 

地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 

数量 2     2 

人数 35 14   14 49 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

数量 7     7 

人数 90     90 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 

数量 2     2 

人数 24     24 

小規模多機能型居宅介護 
数量 1     1 

人数 25     25 

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

数量 1     1 

人数 25     25 

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

数量 1     1 

人数 29     29 

地域密着型通所介護※ 

（小規模デイサービス） 

数量 23 3 1 1 5 28 

人数 268 38 18 18 74 342 

中

央

・

東

部

地

区 

地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 

数量 2     2 

人数 35 14   14 49 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

数量 3     3 

人数 27     27 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 

数量 1     1 

人数 12     12 

小規模多機能型居宅介護 
数量       

人数       

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

数量 1     1 

人数 25     25 

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

数量       

人数       

地域密着型通所介護※ 

（小規模デイサービス） 

数量 7 2     

人数 77 20     
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地

区 
区分 

第６期末

整備数 

第７期整備計画 第７期末

整備数 30年度 31年度 32年度 計 

南

部

・

福

田

地

区 

地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 

数量       

人数       

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

数量 2     2 

人数 27     27 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 

数量 1     1 

人数 12     12 

小規模多機能型居宅介護 
数量 1     1 

人数 25     25 

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

数量       

人数       

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

数量       

人数       

地域密着型通所介護※ 

（小規模デイサービス） 

数量 10      

人数 118      

北

部 

・

川

間

地

区 

地域密着型介護老人福祉施設 

（小規模特別養護老人ホーム） 

数量       

人数       

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

数量 1     1 

人数 18     18 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 

数量       

人数       

小規模多機能型居宅介護 
数量       

人数       

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

数量       

人数       

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

数量       

人数       

地域密着型通所介護※ 

（小規模デイサービス） 

数量 5      

人数 55      

関

宿

地

区 

地域密着型介護老人福祉施設

（小規模特別養護老人ホーム） 

数量       

人数       

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

数量 1     1 

人数 18     18 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 

数量       

人数       

小規模多機能型居宅介護 
数量       

人数       

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

数量       

人数       

看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 

数量 1     1 

人数 29     29 

地域密着型通所介護※ 

（小規模デイサービス） 

数量 1      

人数 18      

※ 地域密着型通所介護（小規模デイサービス）については、第７期期間中に５か所の整備を目

標としているが、３か所については、整備区域が未定であるため記載していない。 
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④施設整備の目標量 

施設整備の目標量は以下のとおりです。 
 

■施設整備目標量                          （単位：人） 

区分 
第６期末

整備数 

第７期整備計画 第７期末

整備数 30年度 31年度 32年度 計 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
人数 771 70   70 841 

介護老人保健施設 人数 424     424 

介護療養型医療施設 人数 52     52 

介護医療院 人数 －      

特定施設入居者生活介護 人数 175     175 
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（２）第７期介護保険給付費等の見込額の推計 

①第６期事業計画の保険財政 

第６期事業計画期間の保険財政の運営状況（保険給付費に係る部分については、利用者

負担は含まない。）は以下のとおりです。 

■第６期事業計画の保険給付費総括表                        （単位：千円） 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 ３か年合計 

居宅サービス 
計画額 5,058,295  5,035,011  5,397,261  15,490,567  
決算額 4,608,213  4,227,491  4,294,174  13,129,878  
差引き 450,082  807,520  1,103,087  2,360,689  

地域密着型サービス 
計画額 489,362  1,187,792  1,260,122  2,937,276  
決算額 445,687  804,787  845,022  2,095,496  
差引き 43,675  383,005  415,100  841,780  

施設サービス 

計画額 3,294,650  3,482,048  3,733,751  10,510,449  
決算額 3,307,801  3,465,154  3,697,079  10,470,034  
差引き △13,151 16,894  36,672  40,415  

 介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

計画額 1,803,367  1,993,646  2,245,349  6,042,362  
決算額 1,759,789  1,945,293  2,086,294  5,791,376  
差引き 43,578  48,353  159,055  250,986  

介護老人保健施設 
計画額 1,355,699  1,353,080  1,353,080  4,061,859  
決算額 1,397,454  1,359,437  1,472,187  4,229,078  
差引き △41,755 △6,357 △119,107 △167,219 

介護療養型医療施設 
計画額 135,584  135,322  135,322  406,228  
決算額 150,559  160,424  138,598  449,581  
差引き △14,975 △25,102 △3,276 △43,353 

その他給付費 

計画額 703,210  797,737  948,340  2,449,287  
決算額 589,740  642,748  644,038  1,876,526  
差引き 113,470  154,989  304,302  572,761  

 

高額介護サービス費等

給付額 

計画額 196,448  235,738  282,886  715,072  
決算額 167,270  194,459  211,720  573,449  
差引き 29,178  41,279  71,166  141,623  

高額医療合算介護サー

ビス費等給付額 

計画額 25,077  30,092  36,111  91,280  
決算額 21,514  22,111  32,061  75,686  
差引き 3,563  7,981  4,050  15,594  

特定入所介護サービス

費等給付額（資産等勘

案調整後） 

計画額 473,537  523,110  619,858  1,616,505  
決算額 393,294  388,531  392,866  1,174,691  

差引き 80,243  134,579  226,992  441,814  

審査支払手数料 

計画額 8,148  8,797  9,485  26,430  
決算額 7,663  7,649  7,391  22,703  
差引き 485  1,148  2,094  3,727  

地域支援事業費 
計画額 249,756  265,099  521,951  1,036,806  
決算額 171,162  283,686  496,157  951,005  
差引き 78,594  △18,587 25,794  85,801  

合計 

計画額 9,795,273  10,767,687  11,861,425  32,424,385  
決算額 9,122,602  9,281,340  9,976,470  28,380,412  
差引き 672,671  1,486,347  1,884,955  4,043,973  

※平成29年度は見込み  ※千円単位のため、合計と一致しない場合があります。 

■第６期事業計画の年度末基金残高                         （単位：千円） 
 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

年度末基金残高 214,789 304,977 477,000 

※平成29年度は見込み 
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②年度別の介護保険給付費見込額 

制度改正の影響等を踏まえて推計した平成30年度から32年度までの介護保険給付費の見

込額及び平成37年度の中長期的見通しは以下のとおりです。 

 

■居宅サービス給付費の見込額                                   （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

①訪問介護（ホームヘルプ） 777,841  877,962  1,036,389  2,692,192  1,193,418  

②訪問入浴介護 83,119  91,038  106,965  281,122  127,013  

③訪問看護 105,133  124,651  157,748  387,532  249,848  

④訪問リハビリテーション 63,039  70,680  80,238  213,957  110,414  

⑤居宅療養管理指導 64,330  72,921  82,589  219,840  102,726  

⑥通所介護（デイサービス） 1,264,523  1,290,597  1,310,691  3,865,811  1,428,047 

⑦通所リハビリテーション 

（デイケア） 
435,331  469,198  510,533  1,415,062  692,062 

⑧短期入所生活介護 

（ショートステイ） 
470,800  540,800  643,103  1,654,703  980,454  

⑨短期入所療養介護 

（老健ショートステイ） 
82,394  94,471  111,257  288,122  146,302  

⑩特定施設入居者生活介護 286,966  324,926  365,880  977,772  454,751  

⑪福祉用具貸与 332,847  367,687  418,115  1,118,649  433,326  

⑫特定福祉用具販売 13,569  13,974  14,479  42,022  15,721  

⑬住宅改修 47,324  51,418  57,781  156,523  65,076  

⑭居宅介護支援 

（ケアマネジメント） 
531,824  586,797  659,224  1,777,845  723,174  

合計 4,559,040  4,977,120  5,554,992  15,091,152  6,722,332  
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■地域密着型サービス給付費の見込額                         （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

①地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護（小規模特別養

護老人ホーム） 

157,824  166,928  166,928  500,709  166,928  

②認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 
275,220  275,343  275,343  825,906  275,343  

③認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 
21,079  27,279  28,856  77,214  86,776  

④小規模多機能型居宅介護 43,480  43,499  44,929  131,908  44,929  

⑤定期巡回・随時対応型訪問介

護 

看護 

40,541  41,026  41,026  122,593  41,026  

⑥看護小規模多機能型居宅介護 

（複合型サービス） 
76,151  76,185  76,185  228,521  76,185  

⑦地域密着型通所介護 

（小規模デイサービス） 
525,341  575,816  597,997  1,699,154  809,470  

合計 1,139,636  1,206,076  1,231,264  3,576,976  1,500,657  
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■介護保険施設サービス給付費の見込額                  （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

①介護老人福祉施設 2,380,935  2,440,373  2,440,373  7,261,681  4,037,553  

②介護老人保健施設 1,499,125  1,499,796  1,499,796  4,498,717  2,300,163  

③介護療養型医療施設 227,840  227,942  227,942  683,724  －  

④介護医療院 －  －  －  －  182,178  

合計 4,107,900  4,168,111  4,168,111  12,444,122  6,519,894  

 

 

■介護予防サービス給付費の見込額                           （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

①介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  

②介護予防訪問看護 7,193  8,778  11,372  27,343  25,871  

③介護予防訪問リハビリテー

ション 
9,320  10,761  12,443  32,524  28,790  

④介護予防居宅療養管理指導 3,633  4,306  4,978  12,917  8,042  

⑤介護予防通所リハビリテー

ション（デイケア） 
64,251  76,436  91,158  231,845  122,486  

⑥介護予防短期入所生活介護 

（ショートステイ） 
2,138  2,139  2,139  6,416  3,480  

⑦介護予防短期入所療養介護 

（老健ショートステイ） 
612  612  612  1,836  0  

⑧介護予防特定施設入居者生

活介護 
7,776  7,780  6,564  22,120  3,282  

⑨介護予防福祉用具貸与 30,615  35,069  40,127  105,811  54,262  

⑩介護予防特定福祉用具販売 2,453  3,270  3,543  9,266  4,633  

⑪介護予防住宅改修 18,269  20,564  20,663  59,496  24,156  

⑫介護予防支援 

（ケアマネジメント） 
24,817  27,541  30,481  82,839  40,773  

合計 171,077  197,256  224,080  592,413  315,775  
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■地域密着型介護予防サービス給付費の見込額                     （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

①介護予防認知症対応型共同生

活介護（認知症グループホー

ム） 

2,769  2,771  2,771  8,311  2,771  

②介護予防認知症対応型通所介

護（認知症デイサービス） 
0  0  0  0  0  

③介護予防小規模多機能型居宅

介護 
3,628  3,630  4,538  11,796  4,538  

合計 6,397  6,401  7,309  20,107  7,309  
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（３）標準給付費等の見込額の推計 

保険料基準額＃123を算定する際の基本数値となる、利用者の自己負担分を除いた標準

給付費見込額は、前述の介護給付費合計額（Ⅰ）と介護予防給付費合計額（Ⅱ）を合算

した総給付費に一定以上所得者負担の調整を加えた上で、高額介護サービス費、高額医

療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費等の費用、審査支払手数料を加えて

算定します。 

その結果、標準給付費見込額は、３年間で34,212,435千円となります。 

さらに、介護予防を推進するため、本計画では標準給付費見込額に地域支援事業費見

込額1,768,959千円を加え、保険者として事業者等に給付する金額の合計を35,981,394

千円として算定しました。 

    

■総給付費見込額                         （単位：千円） 

区分 
第７期見込額 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

総給付費（Ａ） 

介護給付費合計額（Ⅰ） 

＋介護予防給付費合計額

（Ⅱ） 

9,984,050  10,554,964  11,185,756  31,724,770  15,065,967  

 居宅サービス 4,730,117  5,174,376  5,779,072  15,683,565  7,038,107  

地域密着型サービス 1,146,033  1,212,477  1,238,573  3,597,083  1,507,966  

施設サービス 4,107,900  4,168,111  4,168,111  12,444,122  6,519,894  

総給付費（Ａ´） 

（消費税率等の見直し及び一

定以上所得者負担調整後） 

9,983,761  10,681,127  11,453,648  32,118,535  15,065,177  

 

■標準給付費見込額                        （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

総給付費（Ａ´） 

（一定以上所得者負担調整後） 
9,983,761  10,681,127  11,453,648  32,118,535  15,065,177  

高額介護サービス費等給付額 229,802  248,922  272,403  751,127  407,355  

高額医療合算介護サービス費等 

給付額 
34,827  37,741  40,895  113,463  52,000  

特定入所者介護サービス費等 

給付額（資産等勘案調整後） 
397,579  402,293  407,121  1,206,993  892,595  

審査支払手数料 7,395  7,428  7,494  22,317  70,575  

合計 10,653,363  11,377,512  12,181,561  34,212,435  16,487,702  
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■地域支援事業費見込額                      （単位：千円） 

区 分 
第７期目標量 

37年度 
30年度 31年度 32年度 ３か年合計 

介護予防・日常生活支援総合

事業費 
334,339 363,184 398,605 1,096,128 507,810 

 

第１号訪問事業 71,296 74,129 76,499 221,924 83,179 

第１号通所事業 186,729 195,670 204,125 586,524 222,243 

その他 76,314 93,385 117,981 287,680 202,388 

包括的支援事業・任意事業費 205,831 222,972 244,028 672,831 313,071 

地域支援事業費合計 540,170 586,156 642,633 1,768,959 820,881 

 

■介護保険の財源構成 

 

  

地域支援事業費 

（包括的支援事業・任意事業分） 
地域支援事業費 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

※国25％のうち調整交付金５%（全国平均） 

介護給付費 

（居宅分） 

介護給付費 

（施設分） 

※国25％のうち調整交付金５%（全国平均） 

※国25％のうち調整交付金５%（全国平均） 

第1号保険料

23.0%

第2号保険料

27.0%国

25.0%

県

12.5%

市

12.5%
第1号保険料

23.0%

第2号保険料

27.0%国

20.0%

県

17.5%

市

12.5%

第1号保険料

23.0%

第2号保険料

27.0%国

25.0%

県

12.5%

市

12.5% 第1号保険料

23.0%

国

38.5%

県

19.25%

市

19.25%
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（４）所得段階別保険料の見込み 

①野田市における所得段階 

国では、国が定める介護保険料の標準９段階のうち第７段階、第８段階及び第９段階の

境目となる基準所得金額をそれぞれ200万円及び300万円として見直しました。 

野田市では、費用負担の能力に応じたきめ細かな所得段階を設定するため、所得段階を

第６期から18段階に多段階化することとし、第７期においても同様に18段階と設定しまし

た。また、国の見直しに合わせて、野田市の介護保険料の18段階のうち第８段階、第９段

階及び第10段階の境目となる基準所得金額をそれぞれ190万円を200万円に、290万円を300

万円に改めました。 

 

■保険料率設定のイメージ図 

②第７期保険料の上昇抑制策について 

介護保険給付費準備基金の運用による保険料額の引き下げについては、県の方針や近隣

市における同基金取り崩しによる保険料の上昇抑制の動向を踏まえ、第６期末の基金残高

見込額477,000千円のうち383,000千円を取り崩すことで、保険料基準月額にして223円の

引き下げを図りました。 

これにより、保険料算定基準月額は5,190円、年額として62,280円となりますが、100円

単位に調整して、基準年額は62,300円、実基準月額は5,192円となりました。 

 

  

○   5,190円    （第６期から  ＋188円） 

○実基準月額  5,192円    （第６期から  ＋192円） 

○基 準 年 額  62,300円    （第６期から ＋2,300円） 

第18段階
第17段階

第16段階
第15段階

第13段階 第14段階
基準月額 第11段階 第12段階

第9段階 第10段階
第7段階 第8段階

第5段階 第6段階
第3段階 第4段階 【基準】

第2段階

野田市 第1段階

国 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第5段階 第6段階 第8段階第7段階 第9段階
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■18段階における基準額に対する割合                 （単位：円） 

 対象 負担割合 算定月額 年額 
実月額 

（参考） 

第１段階 

老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民

税非課税の者又は生活保護受給者 

本人及び世帯全員が市民税非課税で「課

税年金収入額」＋「その他の合計所得金

額」が80万円以下の者 

0.50 2,595 31,100 2,592 

(0.45) (2,336) (28,000) (2,334) 

第２段階 
本人及び世帯全員が市民税非課税で「課

税年金収入額」＋「その他の合計所得金

額」が80万円を超えて120万円以下の者 

0.60 3,114 37,400 3,117 

第３段階 
本人及び世帯全員が市民税非課税で「課

税年金収入額」＋「その他の合計所得金

額」が120万円を超える者 

0.70 3,633 43,600 3,634 

第４段階 
本人が市民税非課税で世帯に市民税課税

者がいる者で「課税年金収入額」＋「そ

の他の合計所得金額」が80万円以下の者 

0.88 4,567 54,800 4,567 

第５段階 

本人が市民税非課税で世帯に市民税課税

者がいる者で「課税年金収入額」＋「そ

の他の合計所得金額」が80万円を超える

者 

基準額 

1.00 
5,190 62,300 5,192 

第６段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

120万円未満の者 
1.10 5,709 68,500 5,709 

第７段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

120万円以上160万円未満の者 
1.20 6,228 74,700 6,225 

第８段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

160万円以上200万円未満の者 
1.30 6,747 81,000 6,750 

第９段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

200万円以上300万円未満の者 
1.50 7,785 93,400 7,784 

第10段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

300万円以上400万円未満の者 
1.70 8,823 105,900 8,825 

第11段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

400万円以上500万円未満の者 
1.80 9,342 112,100 9,342 

第12段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

500万円以上600万円未満の者 
1.90 9,861 118,300 9,859 

第13段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

600万円以上700万円未満の者 
2.00 10,380 124,600 10,384 

第14段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

700万円以上800万円未満の者 
2.10 10,899 130,800 10,900 

第15段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

800万円以上900万円未満の者 
2.20 11,418 137,000 11,417 

第16段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

900万円以上1,000万円未満の者 
2.30 11,937 143,200 11,934 

第17段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

1,000万円以上1,500万円未満の者 
2.40 12,456 149,500 12,459 

第18段階 
本人が市民税課税者で合計所得金額が

1,500万円以上の者 
2.50 12,975 155,700 12,975 

※ 実月額は、年額を12等分して月額にした額 

※ カッコ内は平成27年４月からの別枠公費による負担軽減による負担割合・負担額
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１ 野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会委員名簿 
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２ 野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会設置条例 
 

平成６年３月31日 

野田市条例第６号 

注 平成18年９月から改正経過を注記した。 

改正 平成10年９月30日条例第25号 

平成18年９月29日条例第37号 

平成20年３月31日条例第４号 

（題名改称） 

平成 24年７月 13日条例第 18号 

平成25年６月28日条例第31号 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、老人福祉計画及

び介護保険事業計画の円滑な実施の推進等を図るため、野田市老人福祉計画及び介護保険事業計

画推進等委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（平20条例４・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申する。 

（１） 老人福祉法（昭和38年法律第133号）に基づく老人福祉計画の策定及び見直しに関するこ

と。 

（２） 介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく介護保険事業計画の策定及び見直しに関す

ること。 

２ 前項に掲げるもののほか、委員会は、次に掲げる事項について調査審議し、市長に意見を述べ

ることができる。 

（１） 老人福祉法に基づく老人福祉計画の推進に関すること。 

（２） 介護保険法に基づく介護保険事業計画の推進に関すること。 

（３） 地域包括支援センターの設置及び運営に関すること。 

（４） 地域密着型サービスの指定及び運営に関すること。 

（５） その他老人の福祉に関すること。 

（平18条例37・平20条例４・一部改正） 

（組織及び委員） 

第３条 委員会は、委員30人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 一般社団法人野田市医師会の代表 

（２） 一般社団法人野田市歯科医師会の代表 

（３） 野田市薬剤師会の代表 

（４） 野田保健所の代表 

（５） 社会福祉法人野田市社会福祉協議会の代表 

（６） 野田市民生委員児童委員協議会の代表 

（７） 民間老人福祉施設の代表 

（８） 野田市自治会連合会の代表 

（９） 野田市いきいきクラブ連合会の代表 

（10） 松戸公共職業安定所野田出張所の代表 

（11） 公益社団法人野田市シルバー人材センターの代表 
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（12） 地区社会福祉協議会の代表 

（13） 学識経験者 

（14） 公募に応じた市民 

（15） その他市長が必要と認めた者 

（平18条例37・平24条例18・平25条例31・一部改正） 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、地位又は職により委嘱された委員の任期は、当該地位又は職にある

期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（平18条例37・一部改正） 

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務の所掌は、市長の定めるところによる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（平18条例37・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

（他の条例の廃止） 

２ 野田市老人保健福祉計画作成懇談会設置条例（平成４年野田市条例第28号）は、廃止する。 

附 則（平成10年９月30日野田市条例第25号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成10年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に改正前の野田市老人保健福祉計画推進委員会設置条例の規定に基づ

いて、野田市老人保健福祉計画推進委員会委員として委嘱されている者は、改正後の野田市老人

保健福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会設置条例（以下「新条例」という。）の規定に

基づいて、野田市老人保健福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会委員として委嘱されたも

のとみなす。 

３ 前項の規定により委嘱されたものとみなされた委員に係る当該任期については、新条例第４条

第１項中「２年」とあるのは「平成10年７月１日から平成12年９月30日まで」と読み替えて適用

する。 

附 則（平成18年９月29日野田市条例第37号） 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

（野田市高齢者サービス調整委員会設置条例の廃止） 

２ 野田市高齢者サービス調整委員会設置条例（平成元年野田市条例第８号）は、廃止する。 

附 則（平成20年３月31日野田市条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第４条の規定による改正前の野田市老人保健福祉計画及び介護保険事

業計画推進等委員会設置条例第３条第２項の規定により委嘱されている野田市老人保健福祉計画

及び介護保険事業計画推進等委員会委員は、第４条の規定による改正後の野田市老人福祉計画及

び介護保険事業計画推進等委員会設置条例第３条第２項の規定により野田市老人福祉計画及び介

護保険事業計画推進等委員会委員として委嘱されたものとみなす。 

附 則（平成24年７月13日野田市条例第18号抄） 

（施行期日）  

１ この条例は、平成24年８月１日から施行する。 

附 則（平成25年６月28日野田市条例第31号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（審議会等への公募委員の導入に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

２ 審議会等への公募委員の導入に伴う関係条例の整備に関する条例（平成24年野田市条例第18

号）の一部を次のように改正する。 

第19条のうち野田市人権施策推進協議会設置条例第３条第２項の改正規定中「同条第２項第

７号中「医師会」を「社団法人野田市医師会」に改め、同項」を「同条第２項」に改める。 

  



 

187 

３ 用語解説 
 

用語 説明 頁 

あ 行  

１ ＩＡＤＬ Instrumental Activity of Daily Livingの略。 

一般的には「手段的日常生活動作」と訳され、ADL（日常生活

動作）よりも複雑で高次な動作のこと。具体的には、電話の使

用、買い物、家事、移動、外出、服薬管理、金銭管理などがあ

る。 

68 

２ ＩＣＴ Information and Communication Technologyの略。 

パソコンやインターネット等を用いた情報通信技術。ITとほ

ぼ同様の意味だが、ネットワークを利用したコミュニケー

ションの重大性が増大しているため、Communicationという言

葉を入れたＩＣＴが用いられている。 

87 

３ アセスメント 介護や障がいのサービス提供や生活困窮者等への支援に当た

り、その人の身体状況、精神状況や生活環境、背景や要因を含

め、ケアプラン等の作成や、今後の支援に必要な見通しをたて

るために、事前に把握、評価、分析を行うこと。 

70 

４ 移送サービス  要介護者等の移動手段を確保するため、タクシー運賃の一部

助成（福祉タクシー事業）や福祉カーの貸出し等を行うサービ

ス。 

35 

５ 一次予防 生活習慣の改善、生活環境の改善、健康教育による健康増進を

図り、予防接種による疾病の発生予防、事故防止による障がい

の発生を予防すること。 

75 

６ 一般介護予防事

業 

全ての高齢者が介護予防に取り組みやすい環境づくりを進め

るための事業。要支援者等も参加できる住民運営の通いの場

の充実、介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業等。 

69 

７ インフォーマル

サービス 

自治体や専門機関など、フォーマル（正式）な制度に基づき提

供される支援ではなく、家族や友人、地域住民、ボランティア

などによる、制度に基づかない非公式な支援のこと。 

45 

８ ＡＤＬ Activity of Daily Livingの略。 

一般的には「日常生活動作」と訳される。人間が日常生活を営

むための基本的動作群のことで、具体的には、食事、入浴、

排せつ、整容、移動等の基本的な行動を指す。 

45 

９ ＮＰＯ 

（ＮＰＯ法人） 

Non-Profit Organizationの略称で、様々な社会貢献活動を行

い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としな

い団体の総称。このうち、特定非営利活動促進法に基づき法

人格を取得した法人を「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」

という。 

54 
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か 行  

10 介護 身体又は精神の障がいがあり、日常生活動作に支障がある方

に対し、食事、入浴、排せつ等生活に必要な基本的動作を介助

し、その他身体面において日常生活の全般を支え、助けるこ

と。 

３ 

11 介護医療院 今後、増加が見込まれる慢性的な医療的・介護ニーズへの対応

のため、「日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れ」や

「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機

能を兼ね備えた、新たに創設された介護保険施設。 

６ 

12 介護給付 要介護状態と認定された被保険者に提供される介護サービ

ス、介護に関わる費用の支給のこと。５段階の給付区分があ

り、訪問介護・訪問入浴・訪問リハビリテーション・訪問看護

などの居宅サービスや、介護保険施設を利用した施設サービ

ス、市町村が行う地域密着型サービスなどがある。 

120 

13 介護保険サービス 介護保険制度では、居宅サービス、地域密着型サービス、居宅

介護支援、施設サービス、介護予防サービス、地域密着型介護

予防サービス及び介護予防支援をいう。 

31 

14 介護サービス計画 「ケアプラン」参照。 120 

15 介護支援専門員 「ケアマネジャー」参照。 58 

16 介護支援専門員

協議会  

実際に活動している介護支援専門員等で構成され、ケアプラ

ンにおける事例検討、情報交換、及び研修会等を行い、会員の

資質の向上を図る。 

116 

17 介護者 要介護・要支援認定者を介護する人。 ４ 

18 介護相談員 介護サービスの提供の場を訪ね、サービス利用者等の話を聞

き、相談に応じる等の活動を行う人。サービス事業所等への介

護相談員派遣等事業を行う市町村に登録されている。利用者

の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業

所における介護サービスの質的な向上を図り、苦情に至る事

態を未然に防止する。 

94 

19 介護認定審査会 医療・保健・福祉の専門家により構成される機関で、介護等を

必要とする程度（要介護度）等についての審査・判定を行う。 

115 

20 介護報酬  介護サービス事業者が、介護保険制度におけるサービスを提

供した対価として、厚生労働大臣が定めた算定基準に基づき、

保険者である市町村と利用者から、介護サービス事業者へ支

払われる費用のこと。 

38 

21 介護保険事業計画 ３年を１期とする当該市町村が行う市町村介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施に関する計画。 

４ 
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22 介護保険施設 介護保険法に基づいて都道府県知事の指定を受けた、介護保

険サービスが利用可能な施設。介護保険施設には、介護老人福

祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設（老人保健

施設）、介護療養型医療施設、介護医療院がある。 

６ 

23 介護予防 高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の

軽減もしくは悪化の防止を目的として行うもの。 

５ 

24 介護予防支援 要支援１・２の認定者が、介護予防サービス等を適切に利用で

きるよう、ケアプラン（介護予防サービス計画）の作成、サー

ビス事業所等との連絡調整などを行う。 

70 

25 介護予防事業 地域の高齢者が要介護状態となることを予防する目的で実施

される事業。健康な高齢者を対象とする一次予防事業と要介

護状態等となるおそれのある高齢者を対象とする二次予防事

業がある。 

４ 

26 介護予防・生活

支援サービス事

業 

市町村が主体となって実施する地域支援事業の一つ。要支援

者等に対し、訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活

支援サービス等。 

69 

27 介護予防・日常生

活支援総合事業 

（総合事業） 

市町村の判断で利用者の状態・意向を踏まえ、介護予防、生活

支援（配食・見守り等）、権利擁護、社会参加も含めて総合的

で多様なサービスを提供する事業。 

４ 

28 介護療養型医療施設 

（介護療養病床） 

慢性疾患を有し、長期の療養が必要な要介護認定者のために、

介護職員が手厚く配置された医療機関（施設）。病状は安定し

ていても自宅での療養生活は難しいという人が入所して、必

要な医療サービス、日常生活における介護、リハビリテーショ

ンなどを受けることができる。 

６ 

29 介護老人福祉施設 
（特別養護老人

ホーム） 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が

難しい要介護認定者のための施設。入所により、食事・入浴・

排せつなどの介護、機能訓練、健康管理、療養上の支援などが

受けられる。介護保険法では、介護老人福祉施設、老人福祉法

では、特別養護老人ホームと呼ばれている。 

39 

30 介護老人保健施設 

（老人保健施設） 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提

供し、家庭への復帰を目指す施設。利用者の状態に合わせたケ

アプラン（施設サービス計画）に基づき、医学的管理の下で、

看護、リハビリテーション、食事・入浴・排せつといった日常

生活上の介護などを併せて受けることができる。 

28 

31 看護 疾病や負傷等により療養中の人に対し、家庭や病院で療養上

必要とする世話、医学的な援助を行うこと。看護の範囲は多岐

にわたり、日常生活の身の回りの介助や診療の補助までを行

う。介護保険制度では介護サービスの一つに訪問看護がある。 

54 
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32 看護小規模多機

能型居宅介護 

（複合型サービス） 

地域密着型サービスの一つで、「小規模多機能型居宅介護」と

「訪問看護」を組み合わせたサービスにより、介護と看護サー

ビスの一体的な提供を行うサービス。 

29 

33 機能訓練 疾病や負傷等により心身の機能が低下している人に対し、そ

の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる

訓練のこと。訓練の内容としては、歩行、起き上がり等の基本

動作の訓練、レクリエーション等（社会的機能訓練）がある。 

103 

34 キャラバン・メ

イト 

（認知症キャラ

バンメイト） 

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」を

開催し、講師役を務める人。キャラバン・メイトになるために

は所定のキャラバン・メイト研修を受講し登録する必要があ

る。 

77 

35 給食サービス  ひとり暮らしの高齢者の孤立感の解消と地域との交流を図る

ことを目的に、食生活改善推進員の協力を得て、市の保健セン

ターで調理をし、共に食事をするサービス。介護保険のサービ

スではない。 

135 

36 救急医療情報キット 高齢者が自宅で倒れ、救命活動が必要になった時に救急隊や

医師などに個人の投薬情報や医療情報を円滑に伝達するため

の道具で、情報を記入するカードと保管容器キットが設置さ

れていることを示すステッカーで構成される。 

126 

37 救急医療体制  住民が利用しやすい地域単位で救急医療体制を確保すること

を目的として、機能分担に基づき一次、二次、三次と体系的に

整備が図られている救急医療の提供体制。 

・一次救急医療体制  

市町村を単位として、初期の救急患者の診察を内科・外

科・産婦人科等の医療機関で行う体制。 

・二次救急医療体制  

一次医療施設からスクリーニングされた入院や治療を必

要とする救急患者に対処する後方医療施設の体制。 

・三次救急医療体制  

二次救急病院からの紹介による重篤患者の受け入れ等、

専門的かつ特殊な医療を受け持つ体制。 

133 

38 共生型サービス 障害福祉サービス事業所等であれば介護保険事業所としての

指定を受けやすくする特例を設けることにより、高齢者と障

がい者が同一の事業所でサービスを受けやすくし、障がい者

が高齢者になった場合になじみの事業所を利用し続けられる

ようにする仕組み。 

６ 

39 居宅介護支援 居宅サービス等を適切に利用できるよう、サービスの種類、内

容等を定めたケアプラン（居宅サービス計画）を作成するとと

もに、サービス事業者等と連絡調整その他の便宜を行う。介護

保険施設へ入所する場合は施設への紹介等を行う。 

39 
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40 居宅介護支援事業所 ケアマネジャー（介護支援専門員）が常駐し、要介護者や家族

の依頼を受けて、要介護者の心身の状況、環境、希望等を考慮

してケアプラン（居宅サービス計画）の作成やその他の介護に

関する相談を行う。 

120 

41 居宅療養管理指

導 

医師や歯科医師、薬剤師、管理栄養士等が在宅で介護を受ける

人の家庭を訪問し、薬の服用についてのアドバイスや栄養面

での指導、歯の衛生管理のために歯みがき指導や入れ歯の洗

浄など、日常の健康管理チェックを行うこと。 

98 

42 ケアハウス 

（介護利用型軽

費老人ホーム） 

老人福祉法に基づく軽費老人ホームの一つ。原則として60歳

以上の方（夫婦の場合、どちらかが60歳以上）で、かつ自炊が

困難である等、独立した生活に不安が認められるが、家族の援

助が得られない高齢者を対象とした入所施設である。 

28 

43 ケアプラン 要介護認定者等が介護サービスを適切に利用できるよう、心

身の状況、生活環境等を勘案し、サービスの種類・内容・担当

者等を定めた計画。 

35 

44 ケアマネジメン

ト 

要介護・要支援認定者等に対し、個々のニーズや状態に則して

保健・医療・福祉にわたる介護サービスが総合的、一体的、効

率的に提供されるサービス体系を確立するための機能をい

う。介護保険制度で位置付けられている機能。 

４ 

45 ケアマネジャー ケアマネジメントの機能を担うために厚生労働省令で定めら

れた専門家のことで、要介護・要支援認定者本人やその家族の

希望を聞きながら、どのような介護が必要かを検討し給付限

度額を目安に、ケアプランを作成する。サービスの利用につい

て介護サービス事業者との調整を行い、また、ケアプランの継

続的な管理や評価を行う。 

35 

46 健康寿命 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期

間のこと。現在では、単に寿命の延伸だけでなく、この健康寿

命をいかに延ばすかが大きな課題となっている。 

31 

47 言語聴覚士 

（ＳＴ） 

音声言語、言語機能又は聴覚に障がいのある人に対し、その機

能の向上を図るため、訓練、検査、助言、指導その他の援助を

行う専門職。 

133 

48 権利擁護 認知症高齢者や知的障がい者等で判断能力が十分でない人に

対して、福祉サービスの利用援助や金銭管理等の援助などを

行うこと。 

46 

49 後期高齢者 75歳以上の高齢者。 ３ 

50 コーホート要因

法 

同年又は同期間に出生した集団についての人口変化を推計す

る方法。例えば、ある地域の20から24歳の人口は、５年後には

25から29歳の集団となるが、５年間の人口変化は死亡数と移

動数（地域の人口流出入）によって生じるものであり、この死

亡数と移動数を仮定することで人口を推計する手法。 

24 
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51 高齢化率 高齢者の人口比率。65歳以上の人口を総人口で除した比率の

こと。 

３ 

52 高齢者虐待 高齢者の心身に傷を負わせる人権侵害の行為を意味する。殴

る蹴るなどの身体的虐待、ののしる、無視するなどの心理的虐

待、食事を与えないなどの介護や世話の放棄・放任、財産を勝

手に使うなどの経済的虐待、性的虐待がある。 

８ 

さ 行  

53 サービス付き高

齢者向け住宅 

バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して生活を支援

するサービスを提供する高齢者向けの民間賃貸住宅。 

57 

54 ＧＰＳ Global Positioning Systemの略。全地球測位システム。人工

衛星の発する電波によって、地球上の現在位置を正確に測定

するシステム。携帯用の無線発信機等を持たせることにより、

対象者の居場所を検索・特定する。 

90 

55 市民後見人 親族や弁護士等の専門職ではなく、一般市民が務める成年後

見人。認知症や知的障がいなどで判断能力が不十分になった

人に親族がいない場合に、同じ地域に住む市民が、家庭裁判所

から選任され、本人に代わって財産の管理や介護契約などの

法律行為を行う。 

91 

56 社会福祉協議会 社会福祉の増進を図るために組織された民間団体で、社会福

祉の基本的な事項を定めている社会福祉法に規定されてい

る。地域福祉事業推進の中心的役割を担っている。 

10 

57 社会福祉士 社会福祉士国家試験に合格し、厚生労働省から認可を受けた

専門職。日常生活を営むのに支障がある人の福祉に関する相

談に応じ、助言、指導その他の援助を担う。 

58 

58 社会福祉法人 社会福祉事業を行うために社会福祉法に基づいて設立される

法人。社会福祉法人には、国や地方公共団体から補助・助成・

税制優遇措置等、運営上の支援が行われている。 

40 

59 住所地特例 介護保険の被保険者が、他市町村にある介護保険住所地特例

対象施設に入所し、施設所在地に住民票を異動した場合は、入

所前の市町村が保険者になるという制度。 

６ 

60 住宅改修 手すり取り付け、段差解消、滑り止め、和式便器から洋式便器

への取り換え等住宅改修を行った場合に改修費を支給。 

102 

61 小規模多機能型

居宅介護 

居宅の要介護者を対象に、通いを中心に利用者の選択に応じ

て訪問や泊まりのサービスを組み合わせ、多機能なサービス

を提供する。 

28 

62 食生活改善推進員 「自分の健康は自分の手で」をスローガンに正しい食生活を

実践し、それを周囲に広めていくことを目的として設置され

ている制度的ボランティア。自治体が委嘱をしている。 

130 
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63 シルバー人材セ

ンター 

高齢者に対して、生きがいづくりや技能の活用等を目的に、地

域社会での臨時的・短期的な仕事を提供するために設立され

た団体。 

89 

64 新オレンジプラン 厚生労働省が関係府省庁と合同で平成27年１月27日策定。団

塊の世代が75歳以上となる平成37年を見据え、認知症の人の

意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域でのよい環境で

自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、

総合的に推進していく「認知症施策推進総合戦略～認知症高

齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」を指す。 

５ 

65 生 活 支 援 コ ー

デ ィ ネ ー タ ー

（地域支え合い

推進員） 

生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支

援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネット

ワーク化などを行う専門員。 

52 

66 生活習慣病 食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発

症・進行に関与する疾患群。 

54 

67 成年後見制度 認知症等のために判断能力が不十分であると家庭裁判所が認

めた場合に、成年後見人等が財産管理等を行い、本人を保護・

支援する制度。 

56 

68 前期高齢者 65歳以上75歳未満の高齢者。 ３ 

た 行  

69 第１号被保険者 介護保険制度における被保険者のうち、市町村の区域内に住

所を有する65歳以上の住民。 

７ 

70 第２号被保険者 介護保険制度における被保険者のうち、市町村の区域内に住

所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者。 

21 

71 団塊の世代 戦後の第一次ベビーブーム期（昭和22年から昭和24年頃）に生

まれ、日本の高度成長期とともに育った世代とされる。平成37

（2025）年には、全ての団塊の世代が75歳以上の後期高齢者と

なり、他の世代と比較してその人口規模が大きいことから、年

金や保険、医療費など様々な分野に影響が出るものと考えら

れている。 

３ 

72 短期入所生活介護

（ショートステイ） 

特別養護老人ホーム等の施設で短期間、生活してもらい、その

施設で行われる、入浴、排せつ、食事などの介護、その他の日

常生活を送る上で必要となるサービス及び機能訓練。 

40 

73 短期入所療養介護 

（ショートケア） 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設で短期入所し、介護予

防を目的として、看護、医学的管理の下に介護、機能訓練その

他必要な医療、日常生活上の支援を行う。 

100 
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74 地域共生社会 制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源

が世代や分野を超えつながることで、住民一人一人の暮らし

と生きがい、地域をともにつくっていく社会。 

６ 

75 地域ケア会議 医療、介護、福祉等の多職種が協働して、高齢者個人に対する

支援の充実や高齢者に対する支援とそれを支える社会基盤の

整備を同時に進めるための会議。 

43 

76 地域支援事業 介護保険制度において、被保険者が要介護状態や要支援状態

となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合

においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営

むことができるよう支援するため、市区町村が行う事業。「介

護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事

業」からなる。 

４ 

77 地域包括ケアシ

ステム 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域で暮ら

し続けられるように、医療・介護・介護予防・生活支援・住ま

い等の５つの分野で一体的に受けられる支援体制のこと。 

３ 

78 地域包括支援セ

ンター 

地域における高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために

必要な援助を行うことを目的として設けられた施設。 

主な業務は、①包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業

務、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援業務）、②介護予防支援、③要介護状態等にな

るおそれのある高齢者の把握などで、保健師、社会福祉士、主

任介護支援専門員等の専門職が配置されている。 

４ 

79 地域密着型介護

老人福祉施設入

所者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設に入所している利用者を対象と

して、入浴、排せつ、食事などの介護、その他の日常生活を送

る上で必要となるサービスなどや機能訓練、療養上のサービ

ス。  

118 

80 地域密着型サービス 要介護認定者等の住み慣れた地域での生活を支えるという観

点から、提供されるサービス。 

22 

81 地域密着型通所介護 

（ 小 規 模 デ イ

サービス） 

老人デイサービスセンターなどで提供される、食事・入浴・排

せつなどの介護、その他の日常生活を送る上で必要となる支

援及び機能訓練をいう（ただし、利用定員が19名未満のものに

限り、認知症対応型通所介護に当たるものを除く。）。 

22 

82 通所介護 

（ デ イ サ ー ビ

ス） 

在宅で介護を受けている人が、日帰りで施設サービスを利用

すること。行き帰りの送迎や食事、入浴、レクリエーションや

機能訓練を受けることもできる。 

22 

83 通 所 リ ハ ビ リ

テーション 

（デイケア） 

在宅で介護を受けている人が、日帰りで医療機関や介護老人

保健施設にて、リハビリテーションを受けること。心身の機能

に低下がみられる人が対象となる。 

39 
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84 定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

日中・夜間を通して、訪問介護と訪問看護が一体的又は密接に

連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行う

サービス。 

４ 

85 特定健康診査 40歳以上75歳未満の人に対してメタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群）の早期発見を目的として医療保険者が行

う健康診査。 

130 

86 特定施設 有料老人ホーム、軽費老人ホーム及び養護老人ホームをいい、

これらの特定施設は、指定基準を満たすことで、特定施設入所

者生活介護事業所の指定を受けられる。 

28 

87 特定施設入居者

生活介護 

有料老人ホーム、軽費老人ホームなどに入居している要介護

認定を受けた利用者に対して、食事・入浴・排せつ等の介護、

洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、日常生活

を送る上で必要となる支援を行う。 

39 

88 特定福祉用具販

売 

福祉用具のうち、入浴や排せつの際に用いられる等、貸与には

なじまないもの（これを「特定福祉用具」という。）を販売す

ること。該当用具：腰掛便座、自動排せつ処理装置の交換可能

部品、入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分。 

101 

89 特定保健指導 特定健康診査によりメタボリックシンドローム、あるいはそ

の予備群であることが判明した人に対して、医師・保健師・管

理栄養士等が実践的なアドバイスを行う保健指導をいう。 

130 

90 特別徴収・普通

徴収 

介護保険料の徴収方法の区分で、特別徴収と普通徴収がある。 

・特別徴収 

国等の年金保険者が、受給者に年金を支給する際、介護保

険料を徴収し市町村に納入する方法。年金受給者には、保険

料が差し引かれた額で年金が支給される。 

・普通徴収 

市町村が介護保険料の納付義務者に対して納入通知書を

発送し、納付義務者から直接保険料を徴収する方法。 

119 

な 行  

91 二次予防 発生した疾病や障がいを検診などにより早期に発見し、早期

に治療や保健指導などの対策を行い、疾病や障がいの重症化

を予防すること。 

75 

92 日常生活圏域 高齢者が住み慣れた地域で生活を持続することができるよう

にするため、市町村内にいくつかに設定される生活圏域。 

26 
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93 日常生活自立支

援事業 

認知症や知的・精神的障がいなどがあるために、自分の判断で

適切に福祉サービス等を利用することが困難な方に対して、

相談、助言、代行、代理の方法により福祉サービス利用の援助、

日常的金銭管理、書類の預かり等を行う事業。この事業は、利

用者と都道府県社会福祉協議会等の契約に基づいてサービス

を提供するシステムのため、利用者は契約内容を理解する能

力が必要となる。かつては、「地域福祉権利擁護事業」として

実施されていたが、平成19年４月に名称が変更された。 

56 

94 日常生活用具給

付等事業 

寝たきり高齢者やひとり暮らし高齢者に対し、日常生活用具

として火災報知券や自動消火器、電磁調理器等を給付や貸与

を受けるサービス。介護保険のサービスではない。 

139 

95 任意事業 地域支援事業のうち、介護給付費適正化事業、家族介護支援事

業等のこと。 

68 

96 認知症 一度獲得した知能が、後天的に脳や身体疾患を原因として慢

性的に低下をきたした状態で、社会生活、家庭生活に影響を及

ぼす状態と定義されている。以前は痴呆症と呼ばれていた。 

５ 

97 認知症ケアパス 認知症の人やその家族が安心して、できる限り住み慣れた地

域で暮らし続けることができるよう、状況に応じた適切な

サービス提供の流れを示したもの。 

46 

98 認知症サポーター 「認知症サポーター養成講座」を受けた人が「認知症サポー

ター」となる。認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温

かく見守る応援者となり自分のできる範囲で活動を行う。認

知症サポーターには認知症を支援する目印として「オレンジ

リング」を付けてもらう。 

46 

99 認知症初期集中

支援チーム 

認知症の早期診断・早期対応を目的とし、認知症専門医や保健

師、看護師、社会福祉士などの医療・福祉の専門スタッフで構

成された専門職のチーム。認知症の早期から家庭訪問等を行

い、認知症の人のアセスメントや、家族の支援などを行う。 

77 

100 認知症対応型共

同生活介護 

（認知症グルー

プホーム） 

比較的安定した状態にある要支援２以上の認知症の人を対象

にした入所施設で、要介護者等が共同生活の中で入浴、食事等

や機能訓練を行うサービス 

38 

101 認知症対応型通

所介護 

（ 認 知 症 デ イ

サービス） 

比較的安定した状態にある認知症の要介護者が通所しなが

ら、入浴、食事等日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービ

ス 

103 

102 認知症地域支援

推進員 

地域における医療及び介護の連携強化並びに、認知症の人や

その家族に対する支援体制の強化を図る役割を担う専門職

員。厚生労働省が実施する「認知症地域支援推進員研修」を受

講し、地域包括支援センター等に配置される。 

46 
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103 認定調査 要介護等認定の申請を受理した後、市の職員または市から委

託を受けた居宅介護支援事業所等のケアマネジャーが申請者

の自宅等を訪問し、本人の心身の状況や環境等を聞き取り調

査すること。 

115 

104 認定率 高齢者に占める要介護等認定者の割合。 23 

105 ノーマライゼー

ション 

障がいのある人もない人も互いに支え合い、地域で生き生き

と明るく豊かに暮らしていける社会を目指す理念。 

56 

は 行  

106 徘徊高齢者 認知症などで徘徊により居場所が分からなくなっている高齢

者。 

36 

107 配食サービス おおむね65歳以上で調理が困難な高齢者等に食事を配達しな

がら安否確認を行うサービス。介護保険のサービスではない。 

36 

108 バリアフリー 高齢者・障がいのある人等が社会生活をしていく上で、物理

的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁等全ての

障壁（バリア）を除去する必要があるという考え方。 

157 

109 被保険者 保険料を支払い、保険給付などを受ける権利を持つ者をいう。 13 

110 福祉用具貸与 高齢者の身体機能の変化に対応するため、福祉用具指定を受

けた用具が借りられる。車いす、特殊寝台、手すり、スロープ

等。 

101 

111 布団乾燥サービ

ス事業 

ひとり暮らし、寝たきりの高齢者等を対象に布団の乾燥を行

うサービス。介護保険のサービスではない。 

137 

112 プライマリー・

ケア 

プライマリ・ヘルス・ケアの略称で、住民が最初に接する保健

医療（基本的保健医療）をいう。これに携わる医師は、的確に

病状等を把握し適切な処置を行うほか、必要に応じて専門医

に紹介する等、専門と一般とを包括した最善の医療を提供す

るよう努める。住民に身近な存在として、本人・家族の健康保

持、疾病予防、リハビリテーションに至るまでの全てにおい

て、かかりつけ医としての役割を果たす。 

134 

113 包括的支援事業 地域支援事業のうち、地域包括支援センターの運営、在宅医

療・介護連携の推進、認知症施策の推進等。 

４ 

114 訪問介護 

（ホームヘルプ

サービス） 

訪問介護員（ホームヘルパー）が介護を受ける人の自宅を訪問

し、日常生活をサポートする。入浴、排せつ、食事の介護等。 

39 

115 訪問看護 在宅で介護を受ける高齢者等に主治医の指示に基づき看護師

等を派遣し、病状の確認や医療処置を行うこと。 

39 

116 訪問指導  療養上の相談を希望する人を対象に保健師または看護師が家

庭を訪問し、看護方法、療養方法等を指導している。 

131 
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117 訪問入浴介護 在宅にて介護を受けている人が、自宅浴室等での入浴が困難

な場合に、巡回入浴車で各家庭を訪問し、居間等での入浴及び

介助を行う。 

96 

118 訪 問 リ ハ ビ リ

テーション 

理学療法士、作業療法士等の専門職が居宅を訪問して行う、心

身の機能の維持回復、日常生活の自立を助けることを目的と

するリハビリテーション。 

作業療法士：身体又は精神に障がいのある人に対し、応用的に

動作能力又は社会的適応能力の回復を図るための作業を行わ

せる専門職。 

97 

119 訪問理容サービ

ス事業  

おおむね65歳以上のひとり暮らしの方及び高齢者のみの世帯

で、一般の理容サービスの利用が困難な方などに、理容サービ

スに係る訪問費用を助成する事業。介護保険のサービスでは

ない。 

138 

120 保険給付 介護保険サービスの総費用から、利用者負担によりまかなわ

れる部分を除いた、介護保険でまかなう費用。要介護者に対す

る介護給付、要支援者に対する予防給付、条例により市町村が

独自に実施する市町村特別給付に区分される。 

９ 

121 保険者 介護保険制度における保険者は、地域住民にとって最も身近

な行政主体である市町村（特別区を含む）と規定されている。

保険者としての役割には、被保険者の資格管理、要介護認定、

保険給付、サービス基盤整備を推進するための市町村介護保

険事業計画の策定、第１号被保険者保険料の決定・徴収、介護

保険特別会計の設置・運営などがある。 

５ 

122 保険料 介護保険の加入者が保険給付に要する費用の財源として保険

者に支払う料金。 

・第１号被保険者の保険料 市町村が条例で定め、徴収する。 

・第２号被保険者の保険料 市町村では徴収せず、加入する医

療保険者が徴収する。 

７ 

123 保険料基準額 

（月額） 

事業計画期間における保険給付費、地域支援事業費等の事業

費支出のうち、第１号被保険者保険料でまかなうべき費用（保

険料収納必要額）を、補正第１号被保険者数及び保険料予定収

納率で除し、更に12か月で除したもの。 

176 

124 ボ ラ ン テ ィ ア

コ ー デ ィ ネ ー

ター 

ボランティア希望者とボランティアを求める人を結びつけた

り、相談や助言、情報提供等の支援を行い、ボランティア活動

の円滑な推進を担う者。 

144 

ま 行  

125 民 生 委 員 児 童 委 員 民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱され、地域の人々

の福祉に関する問題（生活上の問題、高齢者・障がい者福祉等

福祉全般）についての相談を受ける人。児童福祉法による児童

委員も兼ねており、児童の福祉に関する相談にも応じている。 

68 

   
 



 

199 

用語 説明 頁 

や 行  

126 夜間対応型訪問介護 夜間の定期的な巡回訪問介護サービスと、通報に応じて随時

来てもらうサービスを組み合わせて利用する訪問介護サービ

スのこと。 

118 

127 有料老人ホーム 食事の提供、介護の提供、洗濯や掃除等の家事、健康管理のい

ずれかの便宜を供与することを目的とする施設。 

４ 

128 ユニット化 介護保険施設の居室を数十人を対象とした介護ではなく、10

人程度を１つの生活単位（ユニット）として小人数の家庭的な

雰囲気の中で介護を行うユニットケアを実施するユニット型

個室にすること。 

111 

129 要介護認定・要

支援認定 

 

要支援１・２、要介護１～５の７段階にどの程度の介護を必要

としているかをランク分けしたもの。訪問調査の結果をコン

ピュータで判断する一次判定と、主治医の意見書を加えて医

療や福祉の専門家が判断する二次判定の結果によって決定さ

れる。 

115 

130 要介護認定・要

支援認定者 

（要介護等認定

者） 

介護保険のサービスを利用するために、市に要介護等の認定

申請をし、訪問調査や審査を経て「介護や支援が必要である」

と認定された方。介護等を必要とする状態の程度に応じて、要

支援１～２（要支援者）と要介護１～５（要介護者）に区分さ

れる。 

20 

131 養護者 高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外の

もの。 

86 

132 養護老人ホーム 環境上の理由や経済的な理由で、在宅で養護を受けることが

困難な高齢者を入所させ、養護するとともに、高齢者が自立し

た日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導

及び訓練、その他の援助を行うことを目的とする施設。 

特別養護老人ホームと違い、介護保険施設ではなく、行政によ

る措置施設であり、入所の申込みは施設ではなく市町村に行

う。 

28 

133 予防給付 要支援１・２の方を対象に実施される給付のうち、ホームヘル

プとデイサービスを除いた給付のこと。 

68 

ら 行  

134 理学療法士 

（ＰＴ） 

身体に障がいのある人に対し、基本的動作能力の回復を図るた

め治療体操その他の運動を行わせ、マッサージなどを行う専門

職。 

133 

135 リバース・モー

ゲージ 

現金収入の少ない高齢者が持ち家等の不動産を担保に毎月の

生活費等を借り、本人が死亡した後に不動産を売却して一括

返済する仕組み。 

157 



 

200 

用語 説明 頁 

136 リハビリテーション 何らかの障がいのある人の身体的・精神的・社会的能力を最大

限に回復させるために行う機能訓練や社会復帰のために行う

専門的な指導。 

54 

137 老人クラブ 

（いきいきクラブ） 

高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのた

めの多様な社会活動を通じ、老後の生活を豊かなものにする

ことを目的とした、会員の年齢はおおむね60歳以上の自主的

な組織。 

33 

138 老人福祉計画 老人福祉法第20条の８に基づき、福祉事業の量の目標及びそ

の確保の方策、その他老人福祉事業の供給体制の確保に関し

て必要な事項を定める計画。 

９ 
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